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事 務 連 絡 

令 和 ６ 年 ７ 月 ４ 日 

 

 

各         児童支援主管部（局） 御中 

 

 

こども家庭庁支援局障害児支援課 

 

 

障害児通所支援事業所における事業所全体の自己評価の流れについて 

 

 

障害児支援行政の推進につきましては、日頃より御尽力を賜り厚く御礼申し

上げます。 

令和６年度障害福祉サービス等報酬改定においては、 

・ 指定児童発達支援事業所及び指定放課後等デイサービス事業所については、

児童福祉法に基づく指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営に関する基

準（平成 24 年厚生労働省令第 15 号。以下「指定基準」という。）により、自

己評価及び保護者評価を行うとともに、自己評価及び保護者評価並びに評価

を受けて図った改善の内容を公表しなければならないこと 

・ 指定保育所等訪問支援事業所については、指定基準により、自己評価、保護

者評価及び訪問先施設評価を行うとともに、自己評価、保護者評価及び訪問先

施設評価を受けて図った改善の内容を公表しなければならないこと 

とされたところです。 

 これに伴い、自己評価等の具体的な手順、評価項目及び参考様式等を整理し、

「障害児通所支援事業所全体の自己評価の流れについて」を作成しましたので、

お示しいたします。 

 また、指定保育所等訪問支援事業所が訪問先施設に対し、保育所等訪問支援に

おける評価制度を説明するに当たっての説明資料も作成しましたので、各事業

所においてご活用いただきますようお願いします。 

 なお、指定保育所等訪問支援事業所においては、令和７年４月１日以降、自己

評価、保護者評価及び訪問先施設評価及びこれらの評価を受けて図った改善の

内容を公表していない場合には、未公表減算が適用されることとなるため、ご留

意いただくとともに、各都道府県におかれては、当該内容を十分御了知の上、貴

管内の市町村及び事業所に対して、各指定都市、中核市及び児童相談所設置市に

おかれては、当該内容を十分御了知の上、貴管内の事業所に対して、遺漏なく周

知していただくようお願いします。 

なお、本年度、既に自己評価、保護者評価及び訪問先評価を実施している場合

都 道 府 県 

指 定 都 市 

中 核 市 

児童相談所設置市 
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においては、改めての実施を求めるものではありませんが、本事務連絡でお示し

する取組内容等を十分ご理解いただき、日頃の業務の見直しや改善・充実に向け

た取組に努めていただきますようお願いいたします。 

 

 

 

【送付資料】 

 

別添 「障害児通所支援事業所における事業所全体の自己評価の流れについて」 

 

参考様式１ 児童発達支援関係 

「（別紙１）従業者向け評価実施シート」 

「（別紙２）保護者向け評価実施シート」 

「（別紙３）自己評価総括表」 

「（別紙４）保護者評価集計シート」 

「（別紙５）事業者用自己評価シート」 

 

参考様式２ 放課後等デイサービス関係 

「（別紙１）従業者向け評価実施シート」 

「（別紙２）保護者向け評価実施シート」 

「（別紙３）自己評価総括表」 

「（別紙４）保護者評価集計シート」 

「（別紙５）事業者用自己評価シート」 

 

参考様式３ 保育所等訪問支援関係 

「（別紙１）従業者向け評価実施シート」 

「（別紙２）保護者向け評価実施シート」 

「（別紙３）訪問先施設向け評価実施シート」 

「（別紙４）自己評価総括表」 

「（別紙５）保護者評価集計シート」 

「（別紙６）訪問施設先評価集計シート」 

「（別紙７）事業者用自己評価シート」 
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障害児通所支援事業所における事業所全体の自己評価の流れ

実 践 評 価

改 善計 画
○以下の観点で、事業所全体で改善・充実に向けた方策等の検討を

行う

・ 改善等に向けた今後の見通しの明確化

・ 改善等に向けた具体的な方策の検討

・ 役割分担や体制等の見直し 等

○ 日々の支援等への反映 等

○ 以下の観点で、事業所全体で把握と共有を行う

・ 事業所の強み（さらに強化・充実を図るべき点等）

・ 事業所の弱み（課題・改善すべき点等）

特に、事業所の弱みについては、改善に向けて現状の見直しや

理念や方針の再確認を含めた整理を行う

○ 保護者（客観的視点による）評価の実施

○ 従業者による自己評価の実施

○ 保護者評価及び従業者評価の結果を踏まえて、事業所全体で自己

評価を実施

○ 事業者から保護者等に対して、「保護者等向け評価表」を活用してアンケー

ト調査を行う。回答は集計し、特記事項欄の記述を含めてとりまとめる。

○ 保護者評価は、客観的視点による評価として自己評価の際に活用するべき

データであるため、回答率の向上に努めることが望ましい。

○ 保護者評価及び従業者評価の結果を踏まえて、事業所全体で各項目ごとに自己評価を実施する。実施の際には、管理者等一部の者で自己評価を行うのではなく、

ミーティング等の機会を通じて、従業者同士で意見交換を行いながら自己評価を行うとともに、課題や改善が必要な事項の把握と共有（認識のすり合わせ）を行う

等、全従業者による共通理解の下で取組を進めていくことが望ましい。

○ 全ての項目について自己評価結果を行ったのち、その結果を踏まえ、自己評価総括表を活用し、事業所の「強み」と「弱み」について分析を行う。

○ 保護者評価は、客観的視点による評価であることから、事業所全体で自己評価及び分析を行う際には、保護者評価の結果も十分に活用し、事業所の提供している支

援等が、利用者側から見てニーズに応じたものになっているのかという視点も考慮して自己評価等を行うことが重要である。

○ 事業所全体の自己評価や整理した事業所の強み・弱み等の分析の結果を踏まえて、改善・充実に向けた今後の具体的な見通しや改善・充実に向けた具体的取組を検

討・整理する。ここで検討・整理された取組等は、改善・充実に向けて、日々の支援等へ反映されるべきものであることから、ミーティング等の機会を通じて、従業

者同士で意見交換を行いながら検討・整理を進めていくことが望ましい。

ステップ

①

○ 事業者の従業者が「事業者向け自己評価表」を活用して従業者評価を行う。

その際には、「はい」「いいえ」などに評価をチェックするだけでなく、各項

目について、「課題は何か」「工夫している点は何か」等についても記入する。

○ 従業者評価は、できる限り全従業者から提出を求めることが望ましい。

保護者等による評価の実施 従業者による評価の実施

事業所全体による自己評価（課題等の把握・分析含む）

改善・充実に向けた検討

ステップ

②

ステップ

③

○ 自己評価結果については、「はい」「いいえ」の集計結果を公表することが趣旨ではなく、自己評価の機会を通じて、全従業者による共通理解の下で、事業所の強

みや弱み等の分析や、課題の改善やさらなる充実に向けた取組を進めていきながら、事業所の質の向上を図っていく点が重要である。その観点も踏まえて、インター

ネットその他の方法による公表や保護者等にフィードバックをする必要があることに留意すること。

自己評価結果等の公表

○ 改善・充実に向けて検討・整理した内容を踏まえて、日々の支援等への反映を行っていく。

支援の改善に向けた取組等

ステップ

④

ステップ

⑤

手 順

全従業者による共通理解の下で取組を行うことが重要

※ 保育所等訪問支援においては、「保護者評価」及び「従業者評価」に加え、「訪問先施設評価」を実施

別 添
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○ 本評価制度は、保護者評価や訪問先施設評価、自己評価の機会を通じて、全従業者による共通理解の下、事業所の強みや弱み等の分析を行うとと

もに、課題の改善に向けた具体的な取組や支援の質の向上に向けた具体的な取組等の検討を行い、日々の支援に反映することで、より良い支援提供

及び事業運営につなげていくことを目的としている。

○ 保護者評価・訪問先施設評価の結果は、事業者が自己評価を行う際に、客観的な視点による評価として活用するものである。

〇 保育所等訪問支援の効果的な実施やより良い支援の促進のため、令和６年４月より、指定保育所等訪問支援事業者には、以下①～③の取組の実施

が義務付化。

① 保育所等訪問支援を利用する保護者による支援の提供状況等についての評価「保護者評価」

② 実際に訪問支援を受け入れる保育所等による支援の提供状況等についての評価「訪問先施設評価」

③ 保護者評価・訪問先施設評価の結果を踏まえた事業者自身による運営状況や支援の提供状況の振り返り・評価「自己評価」

〇 自己評価・保護者評価・訪問先評価の結果及び改善内容については、概ね１年に１回以上保護者・訪問先施設に示すとともに、インターネット等

により公表することを要する。

保育所等訪問支援における評価制度（自己評価・保護者評価・訪問先施設評価）の導入について

評価制度の導入について

① 保護者及び訪問先施設による評価

② 事業所全体での自己評価

③ 改善・充実に向けた取組
・分析結果を踏まえて、今後の改善・充実に向けた具体的な取組を検討

・評価及び分析結果等を公表

・各評価の結果を踏まえて、事業所全体で課題の分析等を実施

・評価の結果を踏まえて、事業所の「強み」や「弱み」について分析

・アンケート調査を実施

取組の流れ

※ 保育所等訪問支援事業所の従業者への評価も同時に実施

評価制度の目的等

※児童福祉法に基づく指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営に関する基準（平成24年厚生労働省令第15号）に基づき実施
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事 務 連 絡 

令 和 ６ 年 ７ 月 ４ 日 

都道府県   

指定都市       

 中核市 

   児童相談所設置市 

 

こども家庭庁支援局障害児支援課 

 

 

児童発達支援・放課後等デイサービス・居宅訪問型児童発達支援における 

支援プログラムの作成・公表の手引きについて 

 

障害児支援行政の推進につきましては、日頃より御尽力を賜り厚く御礼申し上げます。 

令和６年４月１日より、児童発達支援、放課後等デイサービス及び居宅訪問型児童発達支

援（以下「児童発達支援等」という。）の総合的な支援の推進及び事業所の提供する支援の

見える化を図ることを目的として、新たに、５領域（「健康・生活」「運動・感覚」「認知・

行動」「言語・コミュニケーション」「人間関係・社会性」）との関連性を明確にした事業所

等における支援の実施に関する計画（以下「支援プログラム」という。）の作成及び公表が

求められております（令和７年４月 1日以降に、公表及び都道府県への届出がされていない

場合には、支援プログラム未公表減算が適用されます）。 

これに伴い、「児童発達支援等における支援プログラムの作成及び公表の手引き」を作成

いたしましたので、お示しいたします。 

都道府県におかれましては、御了知の上、貴管内の市町村及び事業者に周知をお願いいた

します。 

 

各 障害児支援主管部(局) 御中 
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児童発達支援等における 

支援プログラムの作成及び公表の手引き 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

こども家庭庁 支援局 障害児支援課 
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児童発達支援等における支援プログラムの作成及び公表の手引き 

 

 令和６年度障害福祉サービス等報酬改定において、総合的な支援の推進と、事業所が提

供する支援の見える化を図るため、運営基準（※）において、５領域（「健康・生活」「運動・感

覚」「認知・行動」「言語・コミュニケーション」「人間関係・社会性」）との関連性を明確にした、

事業所における支援の実施に関する計画（以下「支援プログラム」という。）を作成し、公表す

ることが求められることとなった。 

 本手引きは、支援プログラムの作成・公表において基本的な事項を示すものである。各事

業所は、本手引きの内容を踏まえつつ、創意工夫を図りながら、事業所が行う支援や取組等

の実施に関する支援プログラムの作成及び公表を行っていただきたい。 

 

（※） 児童福祉法に基づく指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営に関する基準（平成２４年 

厚生労働省令第 15 号） 

 

１．目的 

 支援プログラムの作成及び公表により、事業所における総合的な支援の推進と、事業所が

提供する支援の見える化を図ることを目的とする。 

 

２．対象事業 

 児童発達支援、放課後等デイサービス、居宅訪問型児童発達支援 

 

３． 支援プログラムの作成における留意点について 

・ 支援プログラムの作成に当たっては、支援プログラムで定める内容が、個々の個別支援計

画につながっていくものであることを踏まえ、管理者や児童発達支援管理責任者のみで作

成するのではなく、直接支援に従事する職員等の意見も聴きながら作成すること。 

・ 支援プログラムは、以下のような役割が期待されることから、これらの観点も踏まえて作成

すること。 

① 全職員が、自事業所の理念や支援方針、提供する支援等について、共通理解を深める

ための役割。 

② 事業所の提供する支援内容の見える化により、支援を必要とするこどもや家族のサー

ビス選択に資する役割。 

・ 複数の事業を一体的に行う多機能型事業所の場合には、それぞれの事業ごとに支援プロ

グラムを作成すること。 

 

４．支援プログラムの記載項目について 

  支援プログラムの作成に当たっては、以下の項目を網羅した内容となるよう作成する。様

式については、別添資料１において、「支援プログラム参考様式」をお示しするが、支援プロ

グラムの趣旨を踏まえ、それぞれの事業所が創意工夫の上、様々な形式により作成して差
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し支えない（書面による作成ではなく、事業所ホームページ等において必要な内容を示すこ

とでも可。）。なお、別添資料２「支援プログラムの様式パターンのイメージ」も参考にされた

い。 

 

（事業所における基本情報） 

① 事業所名 

② 作成年月日 

③ 法人（事業所）理念 

④ 支援方針 

⑤ 営業時間 

⑥ 送迎実施の有無 

 

（支援内容） 

⑦ 本人支援の内容と５領域の関連性 

⑧ 家族支援（きょうだいへの支援も含む。）の内容 

⑨ 移行支援の内容 

⑩ 地域支援・地域連携の内容 

⑪ 職員の質の向上に資する取組 

⑫ 主な行事等 

 

 以上①～⑫の項目を網羅した支援プログラムを作成すること。なお、これらの項目に加え

て、事業所の判断により別の項目を加えても差し支えないものとする。 

 

５．各項目における記載の内容 

 「４．支援プログラムの記載項目について」で示した各項目についての記載の内容は以下の

とおり。なお、「家族支援」「移行支援」「地域支援・地域連携」の各項目に係る記載の観点につ

いては、「個別支援計画記載のポイント」（令和 6 年５月 17 日こども家庭庁支援局障害児支

援課事務連絡）の内容も参考とすること。 

 

 （事業所における基本情報） 

① 事業所名 

  事業所名を記載すること。 

② 作成年月日 

  作成又は見直しを行った年月日を記載すること。 

③ 法人（事業所）理念 

  法人又は事業所理念を記載すること。 

④ 支援方針 

  事業所における支援方針を記載すること。 
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⑤ 営業時間 

  事業所の運営規定に定める営業時間を記載すること。 

⑥ 送迎実施の有無 

  送迎実施の有無について記載すること。 

 

（支援内容） 

⑦ 本人支援の内容と５領域の関連性 

支援内容と５領域を関連付けて記載すること。 

なお、支援内容と５領域を関連付ける際の記載方法については、様々な形式が想定

され、その方法については問わないものとする。   

 （例）  

・領域ごとの欄を設け、関連する支援内容を記載する方法 

     ・記載されている支援内容に対して、各領域を関連付ける方法 

⑧ 家族支援（きょうだいへの支援も含む。）の内容 

   事業所において取り組んでいる家族に対する支援について記載すること。 

⑨ 移行支援の内容 

   事業所において取り組んでいる移行に向けた支援について記載すること。 

なお、移行に向けた支援は、必ずしも保育所等への具体的な移行だけを念頭におい

たものではなく、ライフステージの切り替えを見据えた取組、事業所以外での生活や

育ちの場の充実に向けた取組、地域とつながりながら日常生活を送るための取組（地

域の保育所等や子育て支援サークル、児童館、地域住民との交流）等も含まれる。 

⑩ 地域支援・地域連携の内容 

 事業所において取り組んでいる地域支援・地域連携の取組について記載すること。 

 なお、児童発達支援センターや地域の中核的役割を担う事業所においては、地域

の保育所等や障害児通所支援事業所への後方支援（地域支援）の取組等を実施して

いる場合には、その取組についても記載をすること。 

⑪ 職員の質の向上に資する取組 

    事業所の提供する支援の質を確保するため、事業所内研修の実施や、外部研修へ

の派遣等、職員の質の向上に資する取組について記載すること。 

⑫ 主な行事等 

    事業所において実施している主な行事等について記載すること。 

    なお、行事形式の開催ではなく、通常の活動において季節に合わせた活動（例え

ば、節分、ひな祭り、クリスマス会、夏の水遊び等、季節に応じた活動など）を取り入

れている場合も想定されることから、記載については、行事に限定されるものではな

い。 

 

６．支援プログラムの公表について 

   令和６年４月 1 日より、運営基準において、支援プログラムの作成及び公表が求めてお
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り、事業所においては、本手引きを参考にしながら、作成に取り組まれたい。支援プログラ

ムの作成後は、事業所のホームページに掲載する等、インターネットの利用その他の方法

により広く公表するとともに、公表方法及び公表内容を都道府県に届け出ること。 

なお、令和７年４月１日以降に、支援プログラムの公表及び都道府県への届出がされて

いない場合には、支援プログラム未公表減算が適用されるため留意されたい。 

    

以上 
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年 月 日

時 分から 時 分まで あり なし

健康・生活

運動・感覚

認知・行動

言語
コミュニケーション

人間関係
社会性

主な行事等

（別添資料１）

家族支援 移行支援

地域支援・地域連携 職員の質の向上

支　援　内　容

本
人
支
援

支援方針

営業時間 送迎実施の有無

法人（事業所）理念

事業所名 作成日支援プログラム（参考様式）
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事 務 連 絡 

令 和 ６ 年 ８ 月 ９ 日 

都 道 府 県 

    指 定 都 市       

中 核 市      

    児童相談所設置市 

 

こども家庭庁支援局障害児支援課 

 

 

「障害児支援におけるこどもの意思の尊重・最善の利益の 

優先考慮の手引き」について 

 

障害児支援行政の推進につきましては、日頃より御尽力を賜り厚く御礼申し上げま

す。 

こども家庭庁の発足と同時に施行されたこども基本法においては、全てのこどもに

ついて、その年齢及び発達の程度に応じて、その意見が尊重され、その最善の利益が

優先して考慮されることが基本理念として掲げられています。 

令和６年度障害福祉サービス等報酬改定においては、障害児支援におけるこどもの

最善の利益を保障するため、運営基準（※）において、障害児通所支援事業所や障害

児入所施設（以下「事業所等」という。）に対し、こどもや保護者の意思の尊重、こど

もの意見の尊重と最善の利益の優先考慮の下での個別支援計画の作成や個別支援会

議の実施、支援の提供を進めていただくこととしたところです。 

具体的には、事業所等は、①こどもが自立した日常生活又は社会生活を営むことが

できるよう、適時に、日々の支援の内容や将来の生活に関して、こどもや保護者の意

向を丁寧に把握し、その意思をできる限り尊重するための配慮をするとともに、②個

別支援計画の作成に当たっては、例えば、個別支援会議の場にこどもや保護者を参加

させたり、個別支援会議の開催前に担当者等がこどもや保護者に直接会ったりするな

ど、こどもの年齢及び発達の程度に応じて、こどもや保護者の意見を聴くことが求め

られています。 

 また、令和４年度障害者総合福祉推進事業「障害児入所施設及び障害児通所支援事

業所を利用する障害のある子どもの権利擁護の在り方に関する調査研究」においては、

「障害児入所施設及び障害児通所支援事業所を利用する子どもの意見形成支援・意見

表明支援のための手引き（案）」（以下「手引き案」という。）が作成されています。 

 こうした動きも踏まえ、今般、事業所等における日々の支援の場面において、こど

もの意思を尊重し、こどもの意見を聴き、最善の利益を優先考慮した取組がより一層

図られるよう、手引き案の内容を踏まえ、「障害児支援におけるこどもの意思の尊重・

各 障害児支援主管部(局) 御中 
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最善の利益の優先考慮の手引き」（別添）を作成しました。 

 各事業所等において、こどもの意思を尊重し、最善の利益を優先考慮した取組を進

めるに当たって参考としていただくよう、各都道府県におかれては、当該内容を十分

御了知の上、貴管内の市町村及び事業所等に対して、各指定都市、中核市及び児童相

談所設置市におかれては、当該内容を十分御了知の上、貴管内の事業所等に対して、

遺漏なく周知していただくようお願いします。 

 なお、本手引きは、事業所等に限らず、保育所や医療機関など、障害のあるこども

の支援に当たる関係機関・関係者においてもご活用いただける内容となっております

ので、適宜、必要な関係機関・関係者にも周知いただくようお願いいたします。 

 

（※） 下記の３府令 

・ 児童福祉法に基づく指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営に関する

基準（平成 24年厚生労働省令第 15号） 

・ 児童福祉法に基づく指定障害児入所施設等の人員、設備及び運営に関する

基準（平成 24年厚生労働省令第 16号） 

・ 児童福祉法に基づく指定障害児相談支援の事業の人員及び運営に関する基

準（平成 24年厚生労働省令第 29号） 

 

（別添資料） 

障害児支援におけるこどもの意思の尊重・最善の利益の優先考慮の手引き 

 

（参考） 

  「障害児入所施設及び障害児通所支援事業所を利用する障害のある子どもの権利

擁護の在り方に関する調査研究報告書」（厚生労働省 令和４年度障害者総合福

祉推進事業） 

https://www.mhlw.go.jp/content/12200000/001113514.pdf 
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障害児支援におけるこどもの意思の尊重・最善の利益の優先考慮の手引き 

（令和６年８月） 
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２．障害児支援に求められるこどもの意思の尊重・最善の利益の優先考慮の実現に向けた取組 ............. 3 

３．障害児支援に求められるこどもの意思の尊重・最善の利益の優先考慮の実現に向けた取組の進め方
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（１）こどもの育ちについての理解 .................................................................................................... 5 

（２）信頼関係の構築 .......................................................................................................................... 5 
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（６）意見表明支援 ............................................................................................................................ 13 

（７）意見実現支援 ............................................................................................................................ 13 
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（４）こどもに対する権利擁護に関する説明等 ................................................................................ 15 

（５）こどもの権利擁護に関する支援の記録の作成・保存・活用 ................................................... 15 

（６）関係機関・関係者との連携 ...................................................................................................... 15 

（７）事業所・施設の運営へのこどもの参画.................................................................................... 16 

（８）障害児入所施設の生活単位・活動単位の小規模化 ................................................................. 16 

 

  

別添 
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１．こどもの権利擁護に関する基本的な考え方 

児童の権利に関する条約（以下「子どもの権利条約」という。）は、こどもの基本的人権を国際的

に保障するため 1989 年に定められており、 現在では、日本を含めた世界 196 の国・地域が締約し

ている世界的な条約である。18歳未満の児童（こども）を権利を持つ主体と位置づけ、大人と同様、

ひとりの人間としての人権を認めるとともに、成長の過程で特別な保護や配慮が必要なこどもなら

ではの権利も定めている。子どもの権利条約は、「生命、生存及び発達に対する権利」「子どもの最善

の利益」「子どもの意見の尊重」「差別の禁止」の４つを原則としている。また第 12 条第 1 項では、

「その児童に影響を及ぼすすべての事項について自由に自己の意見を表明する権利を確保する」と

規定されている。 

令和５年４月、こども家庭庁が発足し、あわせて、こども政策を総合的に推進するための「こども

基本法」が施行された。こども基本法では、基本理念として、子どもの権利条約の４原則にもあるよ

うに、①差別的取扱いを受けることがないようにすること、②福祉に関する権利が等しく保障される

こと、③自己に直接関係する全ての事項に関して意見を表明する機会・多様な社会的活動に参画する

機会が確保されること、④意見の尊重・最善の利益の優先考慮等、こどもの権利擁護に関することが

明記された。 

また、こども基本法では、こども施策をしっかり進めていくため、こども施策の基本的な方針とな

る「こども大綱」を策定することが定められた。こども大綱により、すべてのこども・若者が、身体

も心も元気に、周りの人とよい関係で、将来にわたって幸せに生活できる「こどもまんなか社会」を

目指していくこととなった。 

令和４年に改正・令和６年４月に施行された改正児童福祉法（以下「令和４年改正児童福祉法」と

いう。）においては、社会的養護の下にあるこどもの権利擁護に係る取組として、こどもの権利擁護

の環境整備を行うことを都道府県の業務として位置づけ、都道府県知事又は児童相談所長が行う措

置等の決定時において、こどもの意見聴取等を行うことが規定された。また、こどもの意見表明等を

支援するための事業（意見表明等支援事業）を制度に位置づけ、都道府県はその体制整備に努めるこ

ととされた。さらに、これらの取組を進めるに当たって、令和５年 12月に「こどもの権利擁護スタ

ートアップマニュアル」（以下「スタートアップマニュアル」という。）が策定されており、こどもの

意見形成や意見表明の支援に関する取組や方法について示されているところである。 

障害児支援の分野においても、令和６年４月から、障害児通所支援事業や障害児入所施設の運営基

準において、事業所・施設に対し、こどもの意思の尊重、こどもの意見の尊重とこどもの最善の利益

の優先考慮の下での個別支援計画の作成や個別支援会議の実施、支援の提供を求めている。障害のあ

るこどもは、障害の特性等により自分の意見を表明することが難しい場合も多いことから、スタート

アップマニュアルに加え、障害のあるこどもの特性等を踏まえたこどもの意見形成や意見表明の支

援に関する取組や方法について示し、日々の障害児支援の場面において、こどもの意思や意見の尊

重、こどもの最善の利益の優先考慮が適切になされるよう、「障害児支援におけるこどもの意思の尊

重・最善の利益の優先考慮の手引き」を作成した。 

また、障害のあるこどもの支援に当たっては、保護者の意見や意向を優先・尊重した支援になりや

すいことも想定される。保護者の意見や意向を丁寧に把握し、尊重することは非常に重要であるが、

権利の主体はあくまでこどもであることを十分に理解し、こどもに寄り添い、こどもの意思をくみ取

り、こどもの意見を聴き、こどもの最善の利益の実現を目的として支援していくことが必要である。 
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こどもの支援に関わる事業所・施設の職員は、このことを十分に理解し、こどもの権利擁護に関す

る学びを続けていくことが必要である。 

各事業所・施設において、障害のあるこどもの意思や意見の尊重、こどもの最善の利益を優先考慮

した支援の提供がより一層図られるよう、本手引きを参考に、取組を進めていただきたい。 

 

２．障害児支援に求められるこどもの意思の尊重・最善の利益の優先考慮の実

現に向けた取組 

障害児支援事業所・施設においては、障害児支援におけるこどもの最善の利益を保障するため、運

営基準により、こどもの意見の尊重と最善の利益の優先考慮の下での個別支援計画の作成や個別支

援会議の実施、支援の提供が求められている。 

具体的には、事業所・施設は、①こどもが自立した日常生活又は社会生活を営むことができるよ

う、個別支援計画の作成時をはじめ、適時に、日々の支援の内容や将来の生活に関して、こどもや保

護者の意向を丁寧に把握し、その意思をできる限り尊重するための配慮をするとともに、②個別支援

計画の作成に当たっては、例えば、個別支援会議の場にこどもや保護者に参加してもらったり、個別

支援会議の開催前に担当者等がこどもや保護者に直接会ったりするなど、こどもの年齢や発達の程

度に応じて、様々な形でこどもや保護者の意見を聴くことが考えられる。 

なお、その際は、言葉だけでなく、身体の動きや表情、発声なども観察し、こどもの意見を尊重す

ることが重要である。 

事業所・施設の職員が、これらの取組を含め、日々の支援を行うに当たっては、３．以降に記載す

る様々な留意点や取組例を参考に、こどもの意思の尊重・最善の利益の優先考慮の実現に向けて実践

していくことが必要である。 

 

３．障害児支援に求められるこどもの意思の尊重・最善の利益の優先考慮の実

現に向けた取組の進め方 

こどもの意思の尊重・最善の利益の優先考慮の実現に向けては、「こどもとの信頼関係の構築」―

「意思形成支援」―「意思表出支援」―「意見形成支援」―「意見表明支援」―「意見実現支援」を

丁寧に進めていくことが重要であり、日常生活や個別面談等を通じてこどもと関わりながら、個別に

コミュニケーションをとっていくことが想定される。 

障害のあるこどもにおいては、必ずしも言語的なコミュニケーションが可能ではないことや、様々

な事情で余暇や文化的活動の経験が限られてきた場合がある。また、こどもによっては、これまでの

育ちの中で主体性が育っておらず、意思の表出に関わる意欲が委縮している場合等もある。 

支援に当たる事業所・施設の職員は、こうした場合があることにも留意しながら、まずはこどもの

育ちについて理解した上で、こどもとの信頼関係を構築し、愛着を土台として、安全・安心な環境の

中でこどもの自己肯定感を育んでいくことが重要である。 

また、こどもが、遊びや豊かな活動等を通じて様々な経験を積み重ねながら、自分が権利の主体で

あることを理解するとともに、様々な選択肢があることを学ぶことや、自分で選択する経験を増やし

ていくことが土台となることを認識して「意思形成支援」をしていくことが重要である。 
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その上で、日常の遊びや活動、生活場面の中で、こどもが表出したことに応答し、こどもが受け止

められたと実感し、また表出したいと思えるようなコミュニケーションの繰り返しの中で、こどもの

自己肯定感を育んでいくことが重要である。それぞれのこどもの独自の意思表示の方法を理解し、育

まれた意思が、言葉やそれ以外の方法で表出されるように工夫し、「意思表出支援」をしていくと同

時に、様々な経験を通して「意見形成支援」を積み重ねていくことが大切である。 

さらに、こどもの形成された意見を言語化し、こどもにその内容を必ず確認した上で、こどもが思

っていることを他の人にも伝わるように言語化・通訳し伝えていくことなどによって「意見表明支

援」を行っていくとともに、こどもが表明した意見を反映していくよう「意見実現支援」に努め、こ

どもが自ら判断し行動することを支えていくことが重要である。 

この際、年齢や発達の特性等により、言葉による意思の表出が困難であるこどもに対しては、手話

やトーキングエイド、文字盤や絵カードなどの様々なコミュニケーションツールの活用など適切な

合理的配慮の実施により、意思表出を支援していくことが重要である。また、意見を言えないと決め

つけるのではなく、こどもとともに時間を過ごしている事業所・施設の職員が、こどもとの間で信頼

関係を構築する過程で、こどもの生活スタイルや選好等を理解し、それらをもとにそのこどもの意思

を推察することや、言葉のみならず、その態様や行動変化など客観的な状況をくみ取ることにより意

見形成や意見表明を支援していくことが重要である。 

また、こどもが表明する意見と職員がそのこどもの最善の利益と考えることに相違が生じる場合、

将来も見据えたこどもの最善の利益を考え、こどもの意見や希望を実現できないこともある。そのよ

うな場面においては、こどもの意見を否定せず、意見を受容し傾聴することが重要であり、事業所・

施設の各職員が役割分担を行い対応することや、事業所・施設の職員以外の意見表明等支援員1（※）

を活用することも考えられる。 

障害のあるこどもの中には表現することが難しいこどももいる。また、表現をしていても本人の意

図とは違う言葉遣いになってしまうこどももいる。そのため、その都度こどもに意思を確認すること

が必要である。その際、大人主導の誘導的な関わりになりやすいことを職員が意識した上で、こども

に確認を行っていくことが重要である。 

これらの「信頼関係構築」から「意見表明支援」までのプロセスが常に繰り返されることで、こど

もの自己肯定感や自尊心の向上につながり、こども自身が困難な課題に直面した際にも、「自分なら

できる」という自己効力感をもって対応することができる。こどもが本来持っている力が湧き出さ

れ、自分らしく生きていくというエンパワメントにつながっていく。これらが、こども自身の意見形

成や意見表明の実現、こどもの意思の尊重・最善の利益の優先考慮の実現につながっていくものであ

る。 

上述した流れを下図に示すとともに、これらの取組の実施に当たっての基本的な考え方や方法等

について、以下（１）から（８）までに示す。 

 

 

 

 

 

1 独立性を担保するとされており、あくまでもこども主導で、こども側だけに立って、その真のニーズが達成できるようにこどもをエンパワメントしていく役割を担

う。 
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（１）こどもの育ちについての理解 

乳幼児期に必要な支援は、大人とこどもの安定した愛着関係の構築である。大人との安定した愛着

関係が構築されることで、人への期待や信頼感が育ち、こどもが自分の存在を肯定し、他者との適切

な関係を形成するための基礎となる。 

そのため、こどもの思いや要求を受け止め、こどもの状態や経緯を捉えてこどもの気持ちに寄り添

い、共感し、また時には励ますなど、こどもと受容的・応答的に関わることで、こどもは安心感や信

頼感を得て、甘えたいときに甘えられる、嫌なときは嫌と言える、怒りたいときは怒ることができる

等の自己主張ができるようになっていく。 

その上で、こども自身がより多くの体験・経験を積み、自分らしく生活できるよう、こどもが自分

でできそうなことに取り組み、成功体験を増やすことも重要である。大人に支えられながら「自分で

できた」という経験を積み重ねることで、達成感につながり、もっと色々なことをしたいというこど

もの意欲を引き出し、ひいては自分に自信が持てるようになり人生を前向きに進んでいけるように

なる。 

また、年齢や発達の段階に応じて、こどもが自ら判断し行動することを保障することも重要であ

り、その際、大人は、こどもの力を信じて見守るという姿勢で、こどもの主体的な活動を大切にする

ことが重要である。つまずきや失敗の体験も経ながら、自己決定・自己責任の経験を重ねて大人にな

っていく。 

こうした経験を積み重ねることで、こども自身が自らをエンパワメントし、本来の自分の力を発揮

していこうとする力を引き出していくことが重要である。 

 

（２）信頼関係の構築 

こどもの意思の尊重・最善の利益の優先考慮の実現に向けた取組の前提として、支援を行う事業

所・施設の職員等とこども本人に十分な信頼関係が構築できていることが重要である。 

職員は、こどもが気持ちを素直に出せる関係性を作っていける存在となるよう、こどもが安心でき

る人間関係を形成するように努める必要がある。 
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こどもとの信頼関係を構築していくに当たっては、まずは何よりも「傾聴」することが重要であ

る。 

「傾聴」するに当たっては、こどもの存在そのものを認め、こどもが表出する感情や言動をしっか

り受け止め、こどもを理解する必要がある。一見表出が非常に乏しいこどもであっても、こども一人

一人の成育環境、性格、心身の状況、成長・発達の状況、特性等を踏まえ、そのこどもの感情や意思

の表出方法に合わせ、こどもの表出することを傾聴する。たとえ、耳をふさぎたくなるような話であ

っても、職員はそのこどもの心情に想いを馳せながら傾聴し、一見実現不可能と考えられる意見でも

「そう考えているんだ」といった受容の姿勢が必要である。 

こどもの意見や気持ちを傾聴する際、職員は、こどもが安心して自分のペースで本音を話せるよう

に、安全な場所を選定して、こどもから表出される意見を丁寧に確認しながら、こどもが不安な気持

ちを軽減できるように、あるいは受け止められたと実感できるようにじっくりと傾聴する姿勢が大

切である。 

こどもが表明した内容を理解できない場合、職員は、聴き返すことはもとより、図や絵を描いたり

人形を用いて遊んだりしながらコミュニケーションを図る等の創意工夫が求められる。そのこども

に一番適したコミュニケーション方法を見つけ、その内容を理解できるまで諦めずに理解しようと

することが重要になる。 

「今日はどんな遊びをして楽しむか」など、小さなことであっても、こどもの思いや意見を丁寧に

傾聴しながらこどもの意思表示や自己決定を促し続けること、そしてこどもが成功体験などを積み

重ねることを通して、自己肯定感や自尊感情、自己効力感や自己責任感などを形成しながら自己実現

を図っていけるよう、取り組んでいくことが求められる。 

以下、こどもとの信頼関係の構築に関する取組例を示す。 

 

ア．こどもと信頼関係を築くコミュニケーション 

・ 親しみをもって日常の挨拶を交わす。 

・ こどもと目線を合わせて、表情を読み取りながらコミュニケーションをとる。 

・ 何気ない会話や、眼差しなどの非言語コミュニケーションを通して「大切な存在である」とい

うメッセージを伝え続ける。 

・ 遊びを通して信頼関係が構築されることや、こどもが身体や表情を用いて意思を表出するこ

とにつながることを理解し、こどもと一緒に遊びを楽しむ。 

・ 握手をする、肩に手をかけるなど、こどもの状態や年齢に応じたスキンシップをする。 

・ 職員からの働きかけに応答してくれたら、喜んだり、感謝の気持ちを表現したりする。 

・ こどもの困りごとについて、適切な援助を行い、一緒に問題の解決を図る。 

・ 対人コミュニケーションの楽しさを感じられるよう、こどもの発言に同意したり、笑いやユ

ーモアを交えながら笑顔で明るく関わったりするなど、肯定的な関わりを心がける。 

・ 小さな訴えでもしっかり聞く姿勢を持つなど、こどもと向き合う・寄り添う姿勢や意思を表

情と言動・行動で伝えていく。 

・ こども自身が大変な状況にある時、辛い時などは周囲に助けを求めてよいことや、その場合

どのように助けを求めればよいかを教える。 

・ こどもの欲求、思いや願いを敏感に察知し、その時々の状況やこれまでの経緯を捉えながら、
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時にはあるがままを温かく受け止め、共感し、また時には励ますなど、こどもと受容的・応答

的に関わる。 

・ 職員がこどもとの活動や生活を楽しむ。 

・ こどもが表出する感情や言動のみを取り上げるのではなく、理由や背景を理解する。 

・ こどもが意見を表明しても受け止められないと、「言っても仕方がない」となり、意見を表明

すること自体を諦めてしまう可能性があるため、どんな些細なことでも、こどもが表明した

ものを可能な範囲で実現できるよう支援する。 

 

イ．生活の中における意識 

・ いつでも安心して休息できる雰囲気やスペースを確保し、静かで心地よい環境の下で、こども

が心身の疲れを癒すことができるようにする。 

・ 一日の生活全体の流れを見通し、発散・集中・リラックスなど、静と動の活動のバランスや調

和を図る。 

・ 可能であれば、一人のこどもに特定・少数の職員が関わる体制とすることや、事業所・施設の

職員によるこどもの受け持ち制にすること等により、それぞれのこどもが「自分のことをしっ

かり気にかけてもらえている」という安心感を得られたり、職員との信頼関係を形成しやすく

したりする。 

・ こども一人一人の居場所が確保されている。 

・ 生活する場所が脅かされない安全な場であることを、こどもが意識できるようにする。 

 

ウ．遊びの工夫 

・ こどもの気持ちは、遊びや生活の様々な場面で表出されているものであることから、それら

を積極的に受け止め、様々な表現の仕方や感性を豊かにする経験となるようにする。 

・ こどもが試行錯誤しながら様々な表現を楽しむことや、自分の力でやり遂げる充実感などに

気付くことができるよう、温かく見守るとともに、適切に援助を行う。 

・ こどもが遊びの中で満足感や達成感を得られ、時には疑問や葛藤を感じ、さらに自発的に身の

回りの環境に関わろうとする意欲や態度の源となるよう、こどもの年齢や発達の段階に応じて、

こどもが夢中になって楽しむことができる遊びを提供する。 

・ こどものリズムやペースに合わせたレクリエーションや運動を行うとともにこどもの年齢や発達

の段階に応じた図書や玩具などの遊具、遊びの場を用意する。 

・ 遊びの時間や自然と触れ合える外遊びを職員との十分な交流を交えて提供する。 

 

エ．おやつや食事場面における工夫 

・ おやつや食事場面を通して、こどもが居場所や親密感を感じられるようにするため、楽しんでお

やつや食事ができるよう心がける。 

・ 一人一人のこどもが食べやすい環境や食べ方、食器等に配慮するとともに、こどもの嗜好に合

わせ、食器を選んで購入する、リクエストされたメニューを準備する等、こどもの希望に沿うよう

心がける。 
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・ 準備や片付け等、一人一人のこどもに合った役割を準備し、その役割を果たした際には、感謝の

言葉を伝える。 

 

オ．環境の整備 

・ 活動スペースや居室をはじめ、建物の内外装、設備、家具什器、庭の樹木、草花など、こどもを取

り巻く環境を綺麗に保つとともに、綺麗で適切な環境を常に維持するために、軽度の修繕は迅

速に行う。 

・ 壁にこどもの作品や写真、賞状を飾ることで、こどもが「自分が大切にされている」と感じるよう

にする。 

 

カ．こどもの自己領域と所有物の確保（主に障害児入所施設） 

・ でき得る限り他のこどもとの共有の物をなくし、個人所有とし、こどもが「自分の所有物」と

いう認識や喜びを得られるようにする。 

・ 食器や日用品など、一人一人のこどもの好みに応じて個々に提供する。 

・ 個人の所有物について記名する場合は、こどもの年齢や意向に配慮する。 

・ 個人の所有物が保管できるよう、個々にロッカーやタンス等を整備する。 

・ こどものパーソナルスペースには、こどもの意向が反映されるようにする。 

 

（３）豊かな経験を通じた選択肢と選択の機会の提供（意思形成支援） 

こどもが、多くの経験をすることで選択肢を拡げられるように、生活場面や活動等においてより多

くの体験の場を準備することが重要である。 

また、障害のあるこどもは、障害の特性等により、自分の気持ちを表現することが難しい場合も多

いことから、大人側の想いに基づく機会を一方的に提供してしまうことがあるため、こども時代に自

分で選ぶ機会を失いやすい。このため、こどもから選ぶ機会を奪わず、日常生活や社会生活の中でそ

の機会を創出し、こどもが選ぶ機会に参画できるよう働きかけていくことが重要である。 

こどもがより多くの体験をすることができるよう、まずは、「この支援者とだったらやってみたい」

というようなこどもの安心感と信頼感を育み、様々な体験の機会を準備することが重要である。そし

て、こどもが参加したい体験を自ら選び、支援者と一緒に参加し、肯定的な体験を積み重ねていくこ

とで、こども自身が「自分で選び、自分で決めた」と思えるような機会を設定し、やり遂げることに

より自己を肯定できるよう、支援を行うことが重要である。その際、こどもが選ぼうとする、チャレ

ンジしようとする体験に関する情報を、そのこどもの年齢や発達の段階、障害の特性等に応じて、こ

どもにわかりやすく伝えることが大切である。 

具体的には、以下のような働きかけや支援が考えられる。 

 

ア．活動場面における配慮事項や選ぶ機会の提供 

・ こどもの意向や発達の段階に合わせた活動や、個別・集団での活動を織り交ぜた活動を準備

し、自発的に活動ができるように支援する。 

21



9 

 

・ つまずきや失敗の体験を大切にし、こどもが主体的に解決していくプロセスを通して、自己

肯定感を形成しながら､自己実現を図ることができるよう支援する。 

・ こども一人一人に役割を与え、活動の中で成功体験などを積み重ね、責任感を形成しながら

活躍できるよう支援する。 

・ 障害種別や特性により、歩行や移動など活動に参加するに当たって必要となる用具や支援内

容が大きく異なることを前提に、用具や支援内容が本人の状況や意向に合うものとなるよう

配慮する。 

・ 苦手な音や他者の動き等の刺激を考慮し、利用する交通機関や座る位置等に配慮する。また、

こどもの特性に応じ、公共の場でこどもが困らないよう必要な用具を検討し使用する。 

・ こどもが様々な活動を選択して取り組む経験を積んでいくために、こどもの希望に応じた活

動や多彩な活動を用意するとともに、こどもがリラックスした雰囲気の中で自ら選択した活

動を行うことができるよう活動環境を工夫する。 

・ 行事などの企画・運営にこどもが主体的に関わり、こどもの意見を反映しながら、こどもと一

緒に行事を作り上げていく。 

・ 行事の開催に当たっては、行事当日だけでなく、事前の準備や行事後の振り返りをこどもと

一緒に行うとともに、行事の後には、写真を一緒に見ること等を通じて、思い出が残るような

工夫をする。 

・ 創作活動では、表現する喜びを体験できるようにするとともに、日頃からできるだけ自然に

触れる機会を設け、季節の変化に興味を持つことができるようにするなど、豊かな感性を養

えるよう支援する。 

・ 身近な自然や身の回りの事物に関わる中で、発見や心が動く経験が得られるよう、いろいろ

な感覚を働かせることを楽しむ遊びや素材を用意するなどの環境を整える。 

・ 公共交通機関の活用や公共の場での活動など、施設外の活動も実施する。 

 

イ．生活場面における配慮事項や選ぶ機会の提供（主に障害児入所施設） 

・ 日課を含めた生活全般について、こどもの意思を尊重するとともに、日常的にこどもと話し

合う機会を設け、生活改善に向けての取組を行う。 

・ こども自身が自分の生活について主体的に考えて、自主的に改善していくことができるよう

な活動（施設内のこども会、ミーティング等）を行うことができよう支援する。 

・ 生活の中で様々な音、形、色、手触り、動き、味、香りなどに気付いたり、感じたりできるよ

うな環境を整備する。 

・ こどもが好みに応じて衣服やシャンプー、タオル等を選び、購入することができるよう配慮

する。 

・ 季節や生活場面に応じた衣服の選択や整理、衣替えを含む保管等ができるよう支援する。 
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（４）意思表出支援 

「意思表出支援」は、形成された意思が言葉やそれ以外の方法で表出されるように工夫した支援を

行うことである。「意思表出支援」に当たっては、支援者が、こどもが日常的に表出している様々な

意思を見落とさずに汲み取ることが重要である。 

傾聴やその他の関わりで得たこどもとの信頼関係と、心理的・物理的に安全な環境を前提とし、こ

どもが表出する感情や言動をしっかり受け止め、こどもを理解するように努めることが必要である。 

障害のあるこどもについては、こどもの障害の特性や発達の段階等をよく理解し、職員間で共有し

たうえで、こどもが発する日々の小さなサインから心身の些細な変化まで気付けるよう、一人一人の

こどもの意思の表出を理解する必要がある。また、こども一人一人に合わせた環境の配慮も必要であ

る。 

こうした、こどもの目の動き、開き方、口元の緩み、声の出し方（声音、声質）、繰り返す、何度

も要求する、泣く、その場から離れる、ずっと居続ける、自ら見に行く、触りに行くといった細やか

な変化や行動を捉え、事業所・施設の職員は、以下のような方法により、こどもの考えや思いを汲み

取ることが求められる。 

また、事業所・施設の職員は、こどもの障害特性や状態に合わせ、配慮や工夫をしながら、こども

の意思表出を支援していくことが求められる。以下に、こどもの障害特性や状態に応じた配慮事項を

示しているが、これらはあくまでも一例であり、障害の種類は同じであっても、その程度や必要とす

る配慮・ニーズは一人一人異なるため、柔軟に対応していくことが重要である。 

＜こどもの日々の小さなサインや心身の些細な変化の例＞ 

〇 好きな音楽が流れると親指の先がぴくぴく動く。 

〇 声がすると、目で声のする方を追っている。 

〇 オムライスを食べるときは進みが早く、カレーライスを食べるときは進みが遅い。 

〇 大きな音がする部屋には入りたがらない。 

〇 散歩している時、犬が見えたら、口元や目元が緩んだ。 

〇 表情は変わらなかったが、クリスマスツリーの電飾の方に顔を向けており、電飾が消えると顔を

別の方に向けていた。 

＜こどもの考えや思いを汲み取る方法の例＞ 

〇 声の調子や雰囲気、行動などのわずかな違いから、こどもの気持ちを探る。 

〇 言葉を発することができないこどもの健康状態や精神状態を常に意識しながら支援に当たる。 

〇 指先、呼吸の速度、力のゆるみ等、わずかな動きであっても表現として汲み取り、こどもの感情を

推測する。 

〇 表情や目の輝き、雰囲気から、こどもの喜怒哀楽の感情を推測する。 

〇 「絵カード」「写真」「現物」「言葉で表示」「指さし」等の様々な手段を用意し、こどもが自分

で意見の表出ができるよう工夫を行う。 

〇 複数・多職種の職員間で、一つ一つの場面におけるこどもの表現や言葉を共有し、こどもの表現や

言葉の真意を推測し、考えや思いを汲み取る意思を推測。 

＜障害特性に応じた配慮事項＞ 
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〇 知的障害のあるこどもに対しては、非言語的な「絵カード」や身振り手振りといった「サイン」等

でこどもが意思を表出できるよう配慮する。具体的には、こどもに何かを伝える場合は、言葉で伝え

られると覚えられないことがあるため、「絵カード」や「サイン」のほか、模倣をするなどして伝え

る。言葉で伝えるときは、具体的に一つずつ伝える。また、「絵カード」や「サイン」については、

こどもが安心してリラックスしている場面で、遊びながら、身に付けられる機会を設けることが望ま

しい。 

〇 発達障害のあるこどもに対しては、予定等の見通しを分かりやすく伝えることや、感覚の特性（感

覚の過敏や鈍麻）に留意し、安心できる環境をつくることが必要である。見通しを持つためには、一

つずつ伝えたり、１番目・２番目というように順番に伝えたりするよう心がける。また、言葉で伝え

られると覚えられないことがあるため、メモ等を用いて常に確認できる形で伝えたりするよう配慮

する。気になる予定や視覚や聴覚等の感覚から入る情報がある場面は避け、話していることに集中で

きる場を準備する。 

〇 視覚障害のあるこどもに対しては、聴覚、触覚及び保有する視覚等を十分に活用しながらコミュニ

ケーションが行われるように配慮する。仕草、ジェスチャー、点字等、こどものコミュニケ－ション

手段に合わせて配慮する。 

〇 聴覚障害のあるこどもに対しては、視覚的な情報や保有する聴覚等を十分に活用しながらコミュ

ニケーションが行われるように配慮する。サイン、ジェスチャー、手話等、こどものコミュニケーシ

ョン手段に合わせる配慮をする。 

〇 精神的に強い不安や緊張を示すこどもに対しては、活動内容や環境の設定を創意工夫する必要が

ある。こどもにとって信頼できる職員が一緒に活動しながら、少しずつ場に慣れていったり、人間関

係を広げていったりする等の配慮が必要である。少人数でゆったりと落ち着いた受容的な環境を用

意することや、事前に一緒に練習すること等の配慮も必要である。 

〇 病弱・身体虚弱のこどもや医療的ケアが必要なこども、重症心身障害のあるこどもに対しては、病

気の状態等に十分に考慮し、適宜休息等を取り入れるなど、こどもの心身に負担がないような配慮が

必要である。 

〇 重症心身障害のあるこどもに対しては、意思表示の困難さに配慮し、こどもの小さなサインを読み

取るよう努める必要がある。音声のほか、目の動きや表情、筋緊張の状態変化など、かすかな表出と

なる場合が多く見られることから、生理的指標（酸素飽和度・心拍数・血圧・体温・脳波・筋電図な

ど）を利用してそのこどもの意思を捉えたり、視線入力意思伝達装置やバイタルサインによる会話

等、ICT を活用して表現を促したり、遊び等を通じて表出されるサインを読み取ったりするなど、様々

な工夫によりこどもの意思を汲み取ることが重要である。 

〇 複数の種類の障害を併せ有するこどもに対しては、それぞれの障害の特性に配慮した支援が必要

である。 

＜トラウマを受けたこどもに対する配慮事項＞ 

〇 トラウマを受けたこどもに対しては、強いストレス経験や衝動的な経験をしてきたことにより、生

じているかもしれない不穏状態や不安・緊張状態に注意を向け、こどもにとって安全・安心な環境を

整えることが必要である。 
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事業所・施設において大事なことは、こどもが意思を表出しやすい場づくりや雰囲気づくりであ

る。日常的なコミュニケーションの中で、聴かれる権利を保障したコミュニケーションが取られてい

ることや、当たり前に聴かれる状況をいかに作っていくかが、意見形成や意見表出につながってい

く。 

こどもが意思を表出し、表出した意思が受け止められたと実感し、また表出したいと思うことを繰

り返していくことが重要であり、これがこどもの自己肯定感を育んでいくことにもつながっていく

ものである。 

一見反応が乏しいと思われるこどもであっても、こうした取組や支援を通じて、周囲からの働きか

けを受け止め、意識し、感じ、意思の表出につながっていく可能性があることから、日々の支援の場

面において、こどもの小さなサインや心身の些細な変化を見落とさず、こどもと関わっていくことが

重要である。 

 

（５）意見形成支援 

こどもが何らかの意見表明をしたいと考えた場合に、誰かに伝えたいことを意識化したり言葉に

したりできるようにするのが「意見形成支援」である。表明したい気持ちの言語化を苦手としている

こどもは少なくないことから、こどもが納得のいくまで十分に時間をかけてじっくり話を聴き、意見

をまとめる手助けをする必要がある。 

その際は、こどもと普段の生活を共にしたり、一緒に遊んだりするなどの方法により、こどもが自

分の関心や好き嫌いを自由に表現できる関係性を構築すること等を通し、意見形成を支援すること

が重要である。 

〇 こどもの目の前の言動は、そのこどもが出さざるを得ない言動であり、こどもの言動の背景にある

考えや気持ちを理解する必要があるが、簡単なことではないため、職員間や外部の専門家を招いてケ

ースカンファレンス等を開き、チームでこどもの状態像の検討や理解を進めるように心がけるなど

の仕組みが必要である。職員は、こどもを理解し、支援技術を身に付けるとともに、こどもとの肯定

的な関わりや、こどもの長所を褒めるなどストレングスの視点でのコミュニケーションを心がける

ことが重要である。 

＜意見形成支援の例＞ 

〇 こどもが悩みごとや話したいことがあった際に気軽に話せるように「話を聞いてくださいカード」の

設置を行う。 

〇 こどもたちが司会進行や書記を務めるこども会議を定期的に開催し、活動計画（やりたいこと・食べた

い物・行きたい場所）を話し合うなどの取組を実施する。 

〇 発語はあるものの、自分の気持ちを言葉にすることに抵抗感があるこどもに対して、「意思表示カー

ド」を用意し、カードを見せれば伝えられるように支援する。 

〇 言語によるコミュニケーションが苦手なこどもに対しては、SNSやアプリを使い、文字によるコミュニ

ケーションを行う。 

〇 「写真」や「絵カード」をこどもの目線に合わせて、手の届きやすいところに掲示し、「〇〇がやりた
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（６）意見表明支援 

「意見表明支援」は、「意思表出支援」や「意見形成支援」等を通して把握できたこどもの関心や好き嫌

い等を踏まえ、こどもがその思いや気持ちを言語化したり表現したりすることを支援するものである。

また、意見を表明したいものの、言語的な表出をすることが困難なこどもについては、事業所・施設の職

員が、こどもの求めに応じて、その内容をこどもに確認した上で、その意見を代弁することも必要であ

る。 

 

〈意見表明支援の例〉 

〇 特別支援学校への進学を進められていたこどもが、本心では、普通校に進学した後、専門学校に進学

したいと考えており、その旨を里親と放課後等デイサービスの職員には伝えることができた。その後、

里親と放課後等デイサービス職員が、そのこどもの意見を学校教員に伝え、希望通りに普通校に進学す

ることができた。 

 

（７）意見実現支援 

こどもは、自分が表明した意見を大人が傾聴してくれた経験や、表明した意見が実現する肯定

的な体験を積み重ねることによって、「意見を表明してよかった」「また表明してみたい」という

気持ちを育んでいく。 

しかしながら、こどもが表明した意見（主観的な最善の利益）と、大人がこどもの将来を考慮し最

善と考える対応（客観的な最善の利益）が必ずしも一致するとは限らない。こどもの発達にとって明

らかに不利益だと考えられる場合には、周りの大人が抑止しなければならず、「こどもの最善の利益」

という観点から、判断能力や経験が十分に備わっていないこどもの意見が必ずしも「客観的な最善の

利益」とはならないケースにおいては、こどもの不利益につながらないよう大人が回避する必要があ

る。 

こうした「こどもの最善の利益」と、こどもが自分のことを自分で決める権利をどこまで尊重する

かは、こどもの意向や年齢、発達の段階や判断能力、意見の内容など様々な要素を勘案し、考えてい

くことが必要である。 

   事業所・施設の職員は、常にこどもの言動を受け止め、傾聴し、こどもの自分で自分のことを

決める権利を大切にしながら、こどもが表明した意見を実現できるよう努めるとともに、こど

もの最善の利益を考慮した場合、実現できない場合があっても、こどもに丁寧に説明し理解を

求めるなど、こどもが「自分の意見を最大限尊重してくれた」と思えるような支援に努めること

が重要である。 

 

い」という要求をこどもから訴えられるよう環境設定を行う。 

〇 発語がないこどもや、「自分の気持ちを察してほしい」と待ちの姿勢が強いこどもに対しては、「絵

カード」や「写真」をこどもの手の届きやすいところに用意し、「〇〇がやりたい」という要求を伝

えられるよう工夫する。 
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４．こどもの権利擁護に関する取組を進めるに当たっての事業所・施設の組織

運営における留意点 

（１）職員のこどもの権利擁護に関する意識の向上 

こどもの「意思形成支援」「意思表出支援」「意見形成支援」「意見表明支援」などを行うに当たっ

ては、まずは、職員がこどもの権利擁護の意義や重要性を理解し、なぜこどもの意思形成や意思表

出、意見形成や意見表明などを支援する必要があるのか、それにより何が実現されるのか等の基本的

な意識を向上させることが求められる。 

（２）「職員の知識・技術等の向上」とあわせ、研修等で理解を深めていくとともに、研修等の受

講の動機づけや、日々の支援の場面において常にこどもの権利を意識した関わりができるようにす

ることをねらい、法人や事業所・施設の基本理念や運営方針への明記、こどもの権利擁護の重要性を

記した掲示物の掲示、施設長やスーパーバイザー等による日頃からの権利擁護の重要性の発信等を

進めることも非常に効果的である。 

 

（２）職員の知識・技術等の向上 

職員にこどもの権利擁護を大切にする意識があっても、これを実現するには一定の知識・技術等の

向上が必要となる。 

本手引きも活用して研修を実施するとともに、「意思形成支援」「意思表出支援」「意見形成支援」

「意見表明支援」に関する事例検討を積み重ねることが重要である。また、書籍による文献学習、事

業所・施設内部の勉強会、実地研修（ＯＪＴ）や外部研修の受講等、具体的な研修計画を立て、これ

に基づき取組を進めていくことも重要である。こうした取組は、事業所・施設全体の権利擁護の意識

醸成や支援力の向上にも効果的である。 

こうした研修や学習機会の提供が個々の事業所・施設、法人のみでは難しい場合は、市区町村や都

道府県、社会福祉協議会といった公的機関が実施する研修を活用することも有用である。 

 

（３）こどもの権利擁護に関する組織体制の整備 

事業所・施設において、こどもの権利擁護の取組をより組織的に進めるため、責任者の配置や会議

の設置等の仕組みを構築することにより、個々の職員の意識や判断に過度に依存せず、どのこどもに

も一定・同様に権利擁護に関する支援を提供できるようになることが期待できる。 

例えば、こどもの権利擁護に関する責任者を配置し、責任者を中心として、個々のこどもの意思の

確認方法やこどもの意見の実現に向けたプロセスについて検討したり、このような権利擁護に関す

る事項について検討する会議を定期的に開催したりすることなどが考えられる。 

また、事業所・施設は、こどもや家族からの苦情について、迅速かつ適切に対応するために、苦情

を受け付けるための窓口の設置や第三者委員の配置等の必要な措置を講じることが求められている。

こどもの権利擁護に関する苦情についても、こどもの権利擁護に関する支援を行う職員と、苦情受付

担当者、苦情解決責任者、第三者委員とが協働して対応することが必要である。 
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（４）こどもに対する権利擁護に関する説明等 

事業所・施設の職員は、こどもに対し、こどもが意見を表明しその意見が尊重される権利の主体で

あることや、権利擁護に関する苦情解決の手順等について、可能な限り分かりやすい方法で説明する

必要がある。 

 

（５）こどもの権利擁護に関する支援の記録の作成・保存・活用 

こどもの「意思形成支援」「意思表出支援」「意見形成支援」「意見表明支援」を進めるためには、

こどものこれまでの生活環境や家族関係、人間関係や嗜好等の情報を把握しておくことが重要であ

り、これらの情報が本人の意向を推定する手がかりとなる。 

また、こどもの日常生活における意見表明の方法や、こどもの特定の表情や行動から読み取れる意

向、感情等について記録・蓄積し、本人の意向を推定する際の根拠とすることが重要である。意見形

成・意見表明が難しい場合でも、「このときのエピソードには、こどもの意向を読み取る上で重要な

『様子』が含まれている」という場合がある。そういった、客観的に整理や説明ができないような

「様子」を記録に残し、積み上げることは、こどもの理解と適切なアセスメントにつながり、また

「意思形成支援」「意思表出支援」「意見形成支援」「意見表明支援」における重要な参考資料にもな

る。 

また、今後の支援において役立て、よりこどもの権利擁護の取組の充実を図るため、なぜそのよう

な「意思形成支援」「意思表出支援」「意見形成支援」「意見表明支援」を行ったのかについての判断

の根拠や支援の結果について記録しておくことも重要である。 

なお、こうした記録の際には、その意見がこども本人のものであるか、保護者のものであるかを明

記しておくことが、こどもを権利の主体とした支援を行うに当たり重要である。 

また、これらの記録の作成・保存や活用については、組織全体として進めることが大切である。 

 

 

（６）関係機関・関係者との連携 

事業所・施設は、保護者のほか、他の関係機関・関係者と連携して、こどもの権利擁護に関する取

組を進めることが重要である。関係機関・関係者等との連携に当たっては、（２）の研修等の機会や

（自立支援）協議会の場の活用などを通じて、連携の体制を構築していくことが重要である。 

 

＜記録の作成・保存・活用の例＞ 

〇 アイコンタクトや視線、表情、仕草、身体の動き、行動等の感情の表出方法や、快・不快の反応や

好みなど、些細なものであってもを記録として残し、会議等の場も活用し、職員間で共有する。 

〇 記録を作成する際は、こどもの反応だけでなく、学校行事や天候の情報もあわせて記録を行い、多

角的にこどもの様子を分析できるように工夫する。 

〇 こども本人及び保護者の承諾を得た上で、画像や動画で本人の様子を記録し、こどもの表情や様子

をより正確かつ客観的に記録し、関係者間で共有する。 
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（７）事業所・施設の運営へのこどもの参画 

事業所・施設で行われる活動や、事業所・施設の運営に関する事項は、管理者や職員が様々な要素

を考慮し決めていくことが前提である。一方で、特にこどもへの支援に関することは、主体であるこ

ども自身の意見を取り入れていくという観点や、こどもが「自分の意見が取り入れられ役に立った」

という自己肯定感を得たり、意見を表明することの大切さや有意義さを体感できたりするという観

点から、事業所・施設の運営に関する事項の検討の場に、こどもを参画させ、一緒に検討することも

考えられる。 

例えば、職員等で構成される会議等の場に、こどもも参加し意見を言ってもらうことや、こどもが 

集まって意見を言い合う会を定期的に開催し、そこで出た意見のフィードバックを職員が受けるな

どといった方法が考えられる。 

 

（８）障害児入所施設の生活単位・活動単位の小規模化 

こどもの権利擁護の取組を適切に進めるには、その前提として、こどもとの信頼関係の構築が極め

て重要である。そして、信頼関係の構築のためには、「この職員・この大人なら信頼できる」「話を聞

いてくれる」「自分の身近なところで一緒にいてくれる」という、特定の大人を中心とした継続的で

安定した関係性を築くことが大きな一助になると考えられる。 

上記の観点から、障害児入所施設おいては、生活単位をより小規模なユニット単位としたり、本体

施設とは別の建物・敷地にサテライトを設置したりすること等により、こどもと大人（職員）がより

密接な関係性を構築できる環境を整え、こどもが意見や気持ちを表現しやすくなるように対応して

いくことが考えられる。 

なお、この点は、障害児入所施設が、こどもができる限り良好な家庭的環境において支援を受ける

ことができるよう努めなければならないとされているとともに、より家庭的な環境による支援を促

進する観点から小規模グループケアやサテライト型について報酬上評価が行われていることも踏ま

え、取組を進めていくことが大切である。 
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こ 支 障 第 168号 

令和６年７月４日 

 

 

各            殿 

 

 

こども家庭庁支援局長 

（ 公 印 省 略 ） 

 

 

児童発達支援ガイドライン、放課後等デイサービスガイドライン 

及び保育所等訪問支援ガイドラインの改訂等について 

 

障害児支援行政の推進につきましては、日頃より御尽力を賜り厚く御礼申し

上げます。 

児童発達支援、放課後等デイサービス及び保育所等訪問支援の提供及び事業

所運営については、児童福祉法（昭和 22 年法律第 164 号）等の関係法令等に基

づき行われているところですが、今般、児童発達支援、放課後等デイサービス及

び保育所等訪問支援の質の向上を図るため、別紙１から別紙３までのとおり、

「児童発達支援ガイドライン」、 「放後等デイサービスガイドライン」を見直すと

ともに、「保育所等訪問支援ガイドライン」を新たに定めたので、より一層の支

援の質の向上に取り組まれるよう、各都道府県におかれては、貴管内の市町村及

び事業所に対して、各指定都市、中核市及び児童相談所設置市におかれては、貴

管内の事業所に対して、遺漏なく周知していただき、格段のご指導をお願いいた

します。 

なお、「児童発達支援ガイドラインについて」（平成 29 年７月 24 日障発第１

号厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部長通知）及び 「放課後等デイサービス

ガイドラインについて」（平成 27 年４月１日障発第２号厚生労働省社会・援護

局障害保健福祉部長通知）は廃止します。 

 

 

 

 

 

 

都 道 府 県 知 事 

指 定 都 市 市 長 

中 核 市 市 長 

児童相談所設置市市長 
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【別添２】障害児通所支援事業所における事業所全体の自己評価の流れ 
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（別紙３）保育所等訪問支援ガイドライン 

【別添】障害児通所支援事業所における事業所全体の自己評価の流れ 
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第 1 章 総論

児童発達支援ガイドライン（令和６年７月）（詳細版①）

１．ガイドラインの目的

児童発達支援について、障害のあるこどもやその家族に対して質の高い支援を提供するため、児童発達支援センター及び児童発達支援事業所 （以下単に「事業所等 」とい
う。）における児童発達支援の内容や運営及びこれに関連する事項を定めるもの。

２．こども施策全体の基本理念

○ 全てのこどもは大切にされ、基本的な人権が守られ、差別されないこと。
○ 全てのこどもは、大事に育てられ、生活が守られ、愛され、保護される権利が守られ、平等に教育を受けられること。
○ 年齢や発達の程度により、自分に直接関係することに意見を言えたり、社会の様々な活動に参加できること。
○ 全てのこどもは年齢や発達の程度に応じて、意見が尊重され、こどもの今とこれからにとって最もよいことが優先して考えられ
ること。

○ 子育ては家庭を基本としながら、そのサポートが十分に行われ、家庭で育つことが難しいこどもも、家庭と同様の環境が確保さ
れること。

○ 家庭や子育てに夢を持ち、喜びを感じられる社会をつくること。

こども施策の基本理念

３．障害児支援の基本理念

○ こどもの発達全般や障害の特性・行動の特性等を理解し、こどものウェルビーイングの向上につながるよう、必要な発達支援
を提供すること。
○ こどもの特性に合わない環境や不適切な働きかけにより二次障害が生じる場合があることを理解した上で支援を提供すると
ともに、 こども自身が内在的に持つ力を発揮できるよう、エンパワメントを前提とした支援をすること。

障害の特性を踏まえた
ニーズに応じた発達支援の提供

（１）

○ 障害のあるこどもや保護者と対話を重ね、物理的な環境や意思疎通、ルールや慣行など、何が障害のあるこどもの活動を制限
する社会的なバリアとなっているのか、また、それを取り除くために必要な対応はどのようなものがあるか、などについて検討し
ていくこと。

合理的配慮の提供（２）

○ 家族の支援にあたっても、こどもの支援と同様、家族のウェルビーイングの向上につながるよう取り組んでいくこと。家族自身
が内在的に持つ力を発揮できるよう、エンパワメントを前提とした支援をすること。

家族支援の提供（３）

○ 障害児支援だけでなく、こども施策全体の中での連続性を意識し、こどもの育ちと個別のニーズを共に保障した上で、インク
ルージョン推進の観点を常に持ちながら、こどもや家族の意向も踏まえ、保育所、認定こども園、幼稚園等の一般のこども施策と
の併行利用や移行に向けた支援や、地域で暮らす他のこどもとの交流などの取組を進めていくこと。

地域社会への
参加・包摂（インクルージョン）の推進

（４）

○ こどものライフステージに沿って、地域の保健、医療、障害福祉、保育、教育、社会的養護、就労支援等の関係機関や障害当事者
団体を含む関係者が連携を図り、切れ目のない一貫した支援を提供する体制の構築を図ること。

事業所や関係機関と連携した
切れ目ない支援の提供

（５）
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第 ２ 章 児童発達支援の全体像

１．定義

２．役割

○ 主に就学前の障害のあるこども又はその可能性のあるこどもに対し、個々の障害の状態及や発達の状況、障害の特性等に応じた発
達上のニーズに合わせて本人への発達支援（本人支援）を行うほか、こどもの発達の基盤となる家族への支援（家族支援）を行うこと。

○ 全てのこどもが共に成長できるよう、障害のあるこどもが、可能な限り、地域の保育、教育等を受けられるように支援（移行支援）を
行うほか、こどもや家庭に関わる関係機関と連携を図りながら、こどもや家族を包括的に支援（地域支援・地域連携）していくこと。

児童発達支援の役割（１）

○ 地域の障害児支援の中核的役割を担う機関として、（１）の役割に加えて、自治体や、障害福祉・母子保健・医療・子育て支援・教育・社
会的養護など、こどもの育ちや家庭の生活に関わる様々な分野の関係機関との連携を進め、地域の支援体制の構築を図っていくこと。

児童発達支援センターの
中核的役割

（２）

３．児童発達支援の原則

○ 児童発達支援とは、障害児につき、児童発達支援センターその他の内閣府令で定める施設に通わせ、日常生活における基本的な動作及び知識技能の習得並びに集団生活
への適応のための支援を供与し、又はこれに併せて児童発達支援センターにおいて治療・・・を行うことをいう。
○ 児童発達支援センターは、地域の障害児の健全な発達において中核的な役割を担う機関として、障害児を日々保護者の下から通わせて、高度の専門的な知識及び技術を
必要とする児童発達支援を提供し、あわせて障害児の家族、指定障害児通所支援事業者その他の関係者に対し、相談、専門的な助言その他の必要な援助を行うことを目的
とする施設とする。

こどもが充実した毎日を過ごし、望ましい未来を作り出し、ウェルビーイングを実現していく力の基礎を培うことが重要であることから、以下を目
標として支援を提供していくことが必要である。

乳幼児期は、障害の有無にかかわらず、こどもの生涯にわたる人間形成にとって極めて重要な時期であることから、安定したアタッチメント （愛
着） を形成していくこと。将来のこどもの発達・成長の姿を見通しながら、日常生活や社会生活を円滑に営めるよう、障害の状態や発達の状況、障
害の特性等に応じ、様々な遊びや多様な体験活動の機会を提供することを通じて、こどもの自尊心や主体性を育てつつ、発達上のニーズに合わせ
て、こどもの育ちの充実を図ること。

こどもの家族の意向を受け止め、こどもと家族の安定した関係に配慮し、きょうだいを含めた家族をトータルに支援していくことを通じて、こど
もの暮らしや育ちを支えること。

こどもや家族の意向を踏まえながら、保育所、認定こども園、幼稚園等との併行利用や移行を推進していくとともに、地域との交流を図るなど、
地域において全てのこどもが共に成長できるよう支援することを通じて、こどもと地域のつながりを作っていくこと。

こどもの育ちや家庭の生活の支援に関わる地域の関係機関や他の事業所等との連携を通じて、こどものライフステージや家庭の状況に応じて、
切れ目のない一貫した支援を提供することにより、こどもと家族が包括的に支えられ、地域で安心して暮らすことができる基盤を作っていくこと。

児童発達支援
の目標

（１）

〇 アタッチメントの形成とこどもの育ちの充実

〇 家族への支援を通じたこどもの暮らしや育ちの安定

〇 こどもと地域のつながりの実現

〇 地域で安心して暮らすことができる基盤づくりの推進

児童発達支援ガイドライン（令和６年７月）（詳細版②）
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３．児童発達支援センターの原則（続き）

○ こどもの発達の過程や障害の特性等に応じた発達上のニーズ等を丁寧に把握し理解した上で、全てのこどもに総合的な支援を提供することを
基本としつつ、こどもの発達段階や特性など、個々のニーズに応じて、特定の領域に重点を置いた支援を組み合わせて行うなど、包括的かつ丁寧
にオーダーメイドの支援を行っていくことが重要である。

本人支援の５領域（｢健康・生活｣、｢運動・感覚｣、｢認知・行動｣、｢言語・コミュニケーション｣、｢人間関係・社会性｣）の視点等を踏まえたアセスメント
を行うことが必要

個々のこどもに応じた、生活や遊び等の中での、５領域の視点を網羅したオーダーメイドの支援

５領域の視点を網羅した支援（総合的な支援）を行うことに加え、理学療法士等の有する専門性に基づきアセスメントを行い、計画的及び個別・集
中的に行う、５領域のうち特定（又は複数）の領域に重点を置いた支援

○ こどもは家庭や地域社会における生活を通じて、様々な体験等を積み重ねながら育っていくことが重要であることから、上記の「本人支援」に加
え、「家族支援」、「移行支援」、「地域支援・地域連携」もあわせて行われることが基本である。

児童発達支援
の方法

（２）

○ こどもが興味関心を拡げ、こどもによる選択ができるよう配慮すること。
○ こどもの活動が豊かに安全・安心に展開されるよう、設備や環境を整え、衛生管理や安全の確保等に努めること。
○ 温かで、親しみやすく、くつろげる場となるようにするとともに、個々のニーズに配慮した環境の中で、生き生きと活動できる場となるように配
慮すること。

○ こどもが人と関わる力を育てていくため、こども自らが周囲のこどもや大人と関わっていくことができる環境を整えること。

児童発達支援
の環境

（３）

○ 権利行使の主体としてこどもの人権に十分配慮することを徹底するとともに、こども一人ひとりの人格や意見を尊重して児童発達支援を行うこ
と。

○ こどもの家族の意向を受け止め、支援に当たるとともに、家族に対し、児童発達支援の内容について適切に説明し、相談や申入れ等に対し適切
に対応すること。

○ 地域社会との交流や連携を図り、地域社会に、事業所等が行う児童発達支援の内容を適切に説明すること。
○ 支援の内容や役割分担について定期的に点検し、その質の向上が図られるようにするとともに、こどもが安心して支援を受けられるよう、安全
管理対策等を講じること。

○ 通所するこどもやその家族の個人情報を適切に取り扱うこと。

児童発達支援
の社会的責任

（４）

第 ３ 章 児童発達支援の提供すべき支援の具体的内容

１．児童発達支援の提供に当たっての留意事項

こどもの育ちの連続性を意識した支援が求められていることから、保育所等との連携及び併行利用や移行に向けた支援を行うために、「保育所保育指針」、「幼稚園教育要
領」、「特別支援学校幼稚部教育要領」及び「幼保連携型認定こども園教育・保育要領」の内容についても理解し、支援に当たることが重要である。

■ こどもの発達の過程や障害特性に応じた発達のニーズ等の把握

■ 総合的な支援

■ 特定の領域に重点を置いた支援

児童発達支援ガイドライン（令和６年７月）（詳細版③）
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①本人支援

実際の支援場面においては、下記の要素を取り入れながら、こどもの支援ニーズや、現在と当面の生活の状況等を踏まえて、こどもの育ち全体に必要な支援を組み立て
ていく必要。

④地域支援・地域連携③移行支援②家族支援

こどもの育ちや家庭の生活の支援に関わる保健・医療・福
祉・教育・労働等の関係機関や障害福祉サービス等事業所等
と連携して、こどもや家族の支援を進めていくことが必要。

支援の中に「移行」という視点を取り入れ、具体的な移行先
が既にある場合は、その移行先への移行に向けた支援を、現
時点で特段の具体的な移行先がない場合は、こどもが地域
で暮らす他のこどもと繋がりながら日常生活を送ることが
できるように支援を提供していくことが重要。

こどもの成長や発達の基盤となる親子関係や家庭生活を
安定・充実させることが、こどもの「育ち」や「暮らし」の安定・
充実につながる。

２．児童発達支援の内容

視覚障害、聴覚障害、知的障害、発達障害、精神的な強い不安等、場面緘黙（選択性かん黙）、肢体不自由、病弱・身体虚弱、医療的ケア、重症心身障害、
複数の種類の障害、強度行動障害、高次脳機能障害など、それぞれの障害特性や状態等に応じて必要な配慮を行うことが必要。

障害特性に応じた配慮事項

こどもの行動や態度、表情など、支援に当たって気に留めておくべき点（例：虐待が疑われるこども、生活困窮が疑われる家庭のこども、外国にルーツ
のあるこどもに応じた留意点）に加え、日頃から保護者との関係づくりを丁寧に行うことで保護者の孤立を防ぐとともにこどもの変化に気付きやすくし
ておくこと、さらには専門機関やボランティア・NPO団体などの地域資源についての情報を収集しておくことが重要。

特に支援を要する家庭のこども
に対する支援にあたっての留意点

〇健康状態の維持・改善

〇生活習慣や生活リズムの形成

〇基本的生活スキルの獲得

〇姿勢と運動・動作の基本的技

能の向上

〇姿勢保持と運動・動作の補助

的手段の活用

〇身体の移動能力の向上

〇保有する感覚の活用

〇感覚の補助及び代行手段の活

用

〇感覚の特性への対応

〇認知の特性についての理解と

対応

〇対象や外部環境の適切な認知

と適切な行動の習得
（感覚の活用や認知機能の発達、

知覚から行動への認知過程の発

達、認知や行動の手掛かりとな

る概念の形成）

〇行動障害への予防及び対応

〇コミュニケーションの基礎的

能力の向上

〇言語の受容と表出

〇言語の形成と活用

〇人との相互作用によるコミュ

ニケーション能力の獲得

〇コミュニケーション手段の選

択と活用

〇状況に応じたコミュニケー

ション 等

〇アタッチメント（愛着）の形

成と安定

〇遊びを通じた社会性の発達

〇自己の理解と行動の調整

〇仲間づくりと集団への参加

健康・生活 運動・感覚 認知・行動 言語・コミュニケーション 人間関係・社会性

〇アタッチメント（愛着）の形成

〇家族（きょうだいを含む。）からの相談に対する適切

な助言等

〇障害の特性に配慮した家庭環境の整備

〇保育所等への移行支援

〇ライフステージの切替えを見据えた将来的な移行に向け

た準備

〇保育所等と併行利用している場合における併行利用先と

の連携

〇同年代のこどもをはじめとした地域における仲間づくり

〇通所するこどもに関わる地域の関係者・関係機関と連

携した支援

５
領
域

児童発達支援ガイドライン（令和６年７月）（詳細版④）
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２．児童発達支援の内容

第 ４ 章 児童発達支援計画の作成及び評価
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保育所・認定こども園、幼稚園等

個別の教育支援計画等

① ②

④

⑤

⑥
⑦

⑧

⑨ ⑩

⑪

児童発達支援計画の作成の流れ

③

⑪

⑪

⑩

相談支援専門員は、こどもや家族との面談により、こどもの心身の状況や置かれている環境、日常生活の状況、
現に受けている支援、支援の利用の意向等をこどもや家族から聞き取った上で、それらに基づいたアセスメント
によりニーズを明らかにし、総合的な援助方針を提案する。

相談支援専門員は、こどもや家族の意向と総合的な援助方針に基づき、障害児通所支援や障害福祉サービスの
中から、必要な支援を選択又は組み合わせ、個々の支援の目的や内容及び量について検討し、こども又は保護者
の同意のもと、障害児支援利用計画案を作成する。

障害児支援利用計画の作成の流れ

①

②

市町村は、作成された障害児支援利用計画案を勘案し、事業所等の利用についての支給決定を行う。
③

相談支援専門員は、支援を提供する事業所等を集めた担当者会議を開催する。担当者会議には、こどもや家族、
事業所等の児童発達支援管理責任者や職員、他の支援等を利用している場合にはその担当者、その他必要に応じ
て、こどもや家族への支援に関係する者が招集される。

④

相談支援専門員は、担当者会議を踏まえ、こども又は保護者の同意のもと障害児支援利用計画を確定し、こども
や保護者をはじめ、支給決定を担当する市町村、事業所等の支援を提供する者に交付する。

⑤

児童発達支援管理責任者は、こどもや家族への面談等により、本人支援の５領域（「健康・生
活」、「運動・感覚」、「認知・行動」、「言語・コミュニケーション」、「人間関係・社会性」）の視点等
を踏まえたアセスメントを実施する。
※ 市町村による支給決定の際の「５領域20項目の調査」の活用が望ましい。

⑥

児童発達支援管理責任者は、障害児支援利用計画やアセスメントを踏まえ、児童発達支援
計画を作成する。
将来に対する見通しを持った上で、障害種別や障害の特性、こどもの発達の段階を丁寧に
把握し、それらに応じた関わり方を考えていくとともに、こどもや保護者の意思の尊重、こど
もの最善の利益の優先考慮の観点を踏まえて作成することが必要である。

⑦

個別支援会議の開催に当たっては、こどもの支援に関わる職員を積極的に関与させること
が必要である。オンラインの活用や、個別支援会議を欠席する職員がいる場合の会議の前後
での情報共有も可能である。いずれにしても、こどもの支援に関わる全ての職員に必ず意見
を聴く機会を設けることが求められる。
また、こどもの意見を尊重し、こどもの最善の利益を保障することが重要であることに鑑み、
当該こどもの年齢や発達の程度に応じて、こども本人や保護者の意見を聴くことが求められ
る。そのため、例えば、会議の場にこどもと保護者を参加させることや、会議の開催前にこど
も本人や保護者に直接会って意見を聴くことなどが考えられる。

⑧

児童発達支援計画には、「利用児と家族の生活に対する意向」、「総合的な支援の方針」、
「長期目標」、「短期目標」、「支援の標準的な提供時間等」、「支援目標及び具体的な支援内容
等」（「本人支援・家族支援・移行支援・地域支援・地域連携の項目」、「支援目標」、「支援内容
（５領域との関連性を含む。）」、「達成時期」、「担当者・提供機関」、「留意事項」）を記載する。
それぞれの記載項目については、こどもと家族の意向とアセスメントを踏まえて、つながり
を持って作成していくことが必要であり、「利用児と家族の生活に対する意向」を踏まえて
「総合的な支援の方針」を設定し、それを受けた「長期目標」と「短期目標」、それを達成するた
めの「支援目標及び具体的な支援内容等」を設定することが必要である。
児童発達支援計画は、障害児相談支援事業所へ交付を行うことが必要である。

⑨

障害児支援利用計画は、一定期間毎に、モニタリングを行うことになっており、各事業所か
ら支援の提供状況や効果について確認した結果、現在の支援がニーズの充足のために適切
でなかったり、当初のニーズが充足してニーズが変化していたり、新たなニーズが確認され
た場合は、必要に応じて担当者会議を開催し、障害児支援利用計画を見直す。

児童発達支援計画は、概ね６か月に１回以上モニタリングを行うことになっているが、こど
もの状態や家庭状況等に変化があった場合には、６か月を待たずしてモニタリングを行う必
要がある。
障害児支援利用計画との整合性のある児童発達支援計画の作成と児童発達支援の実施が
重要であることから、モニタリング時においても、障害児相談支援事業所と相互連携を図り
ながら、情報共有を行うことが重要である。
モニタリングにより、児童発達支援計画の見直しが必要であると判断された場合は、児童
発達支援計画の積極的な見直しを行う。

⑩

⑪

支
援
提
供
の
流
れ

児童発達支援ガイドライン（令和６年７月）（詳細版⑤）
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第 ５ 章 関係機関との連携

〇 障害のあるこどもの発達支援は、こども本人を支援の輪の中心として考え、様々な関係者や関係機関が関与して行われる必要があり、これらの関係者や関係機関は連携を密にし、適切に情報
を共有することにより、障害のあるこどもに対する理解を深めることが必要である。
〇 このため、事業所等は、日頃から、関係機関との連携を図り、児童発達支援が必要なこどもが、円滑に児童発達支援の利用に繋がるようにするとともに、その後も、こどもの支援が保育所等や
学校等に適切に移行され、支援が引き継がれていくことが必要である。
〇 セルフプランにより複数の事業所等を利用するこどもについては、適切な障害児支援の利用の観点から、利用する全ての事業所間において、こどもの状態や支援状況の共有等を行うなど、
特に連携を図ることが重要である。

市町村

支援の必要なこどもと家族を地域全体で支えていくため、
地域のニーズや資源等を把握し、地域全体の支援の体制整
備を行う市町村との連携が必要。

こども家庭センター・児童相談所

こども家庭センターによる支援が必要な場合や既に支援
が行われている場合、きょうだいがヤングケアラーである
と疑われる場合等には、こども家庭センターとの連携が重
要。また、虐待が疑われる場合には速やかに事業所内で情
報共有を行うとともに、児童相談所等と連携して対応を図
ることが必要。

医療機関等

こどもの事故やケガ、健康状態の急変が生じた場合に備
え、近隣に協力医療機関を定めておく必要がある。また、こ
どもが服薬している場合等には、保護者と連携を図りなが
ら主治医との情報共有を行うとともに、医療ケア児に支援
を行う場合には、医療的ケア児支援センターや医療的ケア
児等コーディネーター等との連携が必要。

他の事業所等

合同の研修や相互の助言、複数事業所を利用するこども
の場合のこどもの状態像や必要な支援の見立てについて
の共通認識・支援内容の相互理解などの連携が必要。
児童発達支援センターの場合は、地域における連携・ネッ
トワーク構築の核として、地域の事業所へのスーパーバイ
ズ・コンサルテーションの実施や、研修・事例検討会の開催
等も必要。

（自立支援）協議会

自立支援協議会こども部会等へ積極的に参加による連
携が必要。
自治会の会合等への参加や地域のボランティア組織との
連絡、地域住民との交流活動や地域住民も参加できる行
事の開催などの地域との関わりの機会の確保が重要。

保育所や幼稚園等

保育所等への移行時の情報共有や移行後のフォローアッ
プ、保育所等との併行利用の場合の支援内容の共有や
バックアップ、保育所等との交流や同年代の障害のないこ
どもと活動する機会の確保などの連携が必要。

学 校

進学時におけるこどもの発達状況や障害特性、支援内容
の情報共有・相互理解などの連携が必要。

放課後等デイサービス事業所

放デイ利用開始時におけるこどもの発達状況や障害特性、
支援内容の情報共有・相互理解などの連携が必要。利用開
始後も連携体制を継続することが望ましい。

児童発達支援センター等

児童発達支援ガイドライン（令和６年７月）（詳細版⑥）
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第 ６ 章 児童発達支援の提供体制

〇 自己評価については、従業者評価及び保護者評価を踏まえ、全職員による共通理解の下で、事業所全体として行う必要がある。
〇 事業所等は、従業者評価及び保護者評価を踏まえた事業所全体としての自己評価の結果、さらに強化・充実を図るべき点（事業所等の強み）や、課題や改善すべき点
（事業所等の弱み）を職員全員の共通理解の下で分析し、課題や改善すべき点と考えられる事項について、速やかにその改善を図る必要がある。
〇 事業所等の自己評価の結果及び保護者評価の結果並びにこれらの評価を受けて行った改善の内容については、概ね１年に１回以上、保護者に示すとともに、広く地域
に向けて、インターネットのホームページや会報等で公表しなければならない。保護者に示す方法としては、事業所等で発行している通信に掲載したり、保護者の目につ
きやすい場所に掲示したりする方法が考えられる。
○ 事業所等は、自己評価の結果及び保護者評価の結果並びにこれらの評価を受けて明らかになった事業所等の強みや弱みを踏まえ、全職員が一体となって、日々の支
援の中で、さらなる支援の充実や改善に向けて取組を進めていく必要がある。

自己評価の
実施・公表・活用

○ 総合的な支援の推進と事業所等が提供する支援の見える化を図るため、５領域（｢健康・生活｣、｢運動・感覚｣、｢認知・行動｣、｢言語・コミュニケーション｣、｢人間関係・社
会性｣）との関連性を明確にした事業所等における支援の実施に関する計画（支援プログラム）を作成する必要がある。
○ 作成された支援プログラムについては、事業所等の職員に対し理解を促し、これに基づき適切な支援の提供を進めていくとともに、利用者や保護者等に向けて、重要
事項説明書や個別支援計画等の説明時に併せて丁寧に説明し、インターネットのホームページや会報等で公表していくことが求められる。支援プログラムの公表について
は、令和６年度中は努力義務とされているが、総合的な支援の推進と支援の見える化を進める観点から、取組を進めることが望ましい。
なお、支援プログラムの内容に変更があった場合は、速やかに変更後の支援プログラムを公表することが望ましい。

支援プログラム
の作成・公表

１．組織運営管理

〇 感染症及び食中毒の予防・まん延の防止のため、対策を検討する委員会の定期的な開催や、指針の整備、研修や訓練の定期的な実施が必要である。
〇 こどもの健康状態の把握及び感染症発生の早期発見のために、こどもの来所持の健康チェック及び保護者との情報共有の体制を構築しておくことが必要である。
〇 感染症が発生した場合であっても、重要な事業を継続又は早期に業務再開を図るため、事業継続計画（ＢＣＰ）を策定するとともに、ＢＣＰに従い、職員に対して必要な
研修及び訓練（シミュレーション）を実施することが必要である。 ※新興感染症の場合は、インフルエンザ等の感染症とは異なる対応も想定されることを念頭に置く必要。
〇 アレルギー対策として、除去食や制限食で対応できる体制を整えることや、事業所等で飲食を伴う活動を実施する際に事前に提供する内容について周知すること等が
必要である。

衛生管理
健康管理

○ 非常災害に備えて、消火設備等の必要な設備、非常災害に関する具体的計画の作成や周知、定期的な避難訓練（地震や火事、風水害など非常災害の内容を明確にした
上で、それぞれの災害に対する訓練を行うことが重要）、事業継続計画（BCP）の策定が必要である。
〇 障害のあるこどもについては、個別避難計画の作成が市町村の努力義務とされており、その作成に当たっては、こどもの状況等をよく把握する福祉専門職等の関係者
の参画が極めて重要であるとされていることから、保護者のほか、相談支援事業所や主治医の参画が想定されるため、当該相談支援事業所等との間で、災害発生時の対
応について綿密に意思疎通を図っておくことが重要である。

非常災害対策

２．衛生管理・安全管理対策等

〇 こどもの事故やケガ、健康状態の急変が生じた場合の保護者、協力医療機関及び主治医への連絡や、緊急時における対応方法についてのマニュアルの策定・訓練、医
療的ケア児について生命に関わる事態が起きた場合の対応を学び実践できるようにしておくこと等が必要である。
○ こどものケガや病気の応急処置の方法について、日頃から研修や訓練に参加し、救急対応（心肺蘇生法、気道内異物除去、ＡＥＤ（自動体外式除細動器）、「エピペン®」
等の使用）に関する知識と技術の習得に努めることが必要である。

緊急時対応

児童発達支援ガイドライン（令和６年７月）（詳細版⑦）
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第 ６ 章 児童発達支援の提供体制

２．衛生管理・安全管理対策等（続き）

〇 安全計画の策定・周知、研修や訓練の定期的な実施、安全点検や安全管理マニュアル（リスクの高い場面において気を付けるべき点や職員の役割等を明確にしたもの）
の作成が必要である。
※ 送迎、睡眠中、プール活動・水遊び中、食事・おやつ中など、それぞれの場面に応じて具体的な注意喚起を促す必要。
〇 事故が発生した場合は、速やかに都道府県、市町村、家族等に連絡を行うとともに、必要な措置を講じることが求められていることから、指定権者である都道府県、支
給決定の実施主体である市町村及び事業所等の所在する市町村が、どのような事故の場合に報告を求めているかや、事故が発生した場合にどのような方法により報告
を求めているかについて、必ず都道府県や市町村のホームページ等で確認し、適切な対応を行う必要がある。
※ 事故事例の検証やヒヤリ・ハット事例の検証、事故原因の共有と再発防止の取組が必要。
○ 送迎や事業所外での活動のために自動車を運行する場合は、こどもの乗降時の際の点呼や自動車にブザー等の安全装置を装備することが必要である。
○ 医療的ケアを必要とするこどもについては、人工呼吸器や痰の吸引機等の医療機器の電源の確保やバッテリー切れの防止などに常に留意する必要がある。また、職員
の見守り等により、こども同士の接触によるチューブの抜去などの事故の防止にも取り組む必要がある。

安全管理

第 ７ 章 支援の質の向上と権利擁護

〇 職員の資質の向上の支援に関する計画を策定し、その計画に係る研修の実施又は研修の機会を確保することが必要である。職員の知識・技術の向上

１．支援の質の向上の取組

〇 研修の実施・参加等のほか、喀痰吸引等の研修の受講（医療的ケア児や重症心身障害児への適切な支援のため）や、強度行動障害支援者養成研修や中核的人材
養成研修を受講（強度行動障害のあるこどもへの適切な支援のため）させることも重要である。

研修の受講機械等の提供

〇 児童発達支援センターによるスーパーバイズ・コンサルテーションを受けることにより、対応が難しいこどもや家族をはじめ、個別ケースへの支援も含め、支援の
質の向上につなげていくことが望ましい。

スーパーバイズ等の活用

〇 身体拘束等の適正化を図る措置（①身体拘束等の記録、②身体拘束適正化検討委員会の定期開催、③指針の整備、④研修の実施）を講じる必要がある。
〇 やむを得ず身体拘束を行う場合は、切迫性、非代替性、一時性の３つの要件を全て満たすことが必要となる。身体拘束の検討が必要なケースについては、代替性がな
いか等について慎重に検討した上で、組織的に決定する必要があり、児童発達支援計画に、身体拘束が必要となる状況、身体拘束の態様・時間等について、こどもや保護
者に事前に十分に説明をし、了解を得た上で記載することが必要である。
○ 身体拘束を行った場合には、記録を行うことが必要である。

身体拘束への対応

〇 虐待防止委員会の定期的な開催やその結果の職員への周知徹底、職員に対する研修の定期的な実施やこれらの措置を適切に実施するための担当者の配置が必要で
ある。
〇 職員からの虐待（特に性的虐待）は、密室化した場所で起こりやすいことから、送迎の車内を含め、密室化した場所を極力作らないよう、常に周囲の目が届く範囲で支
援を実施できるようにする必要がある。
〇 職員による虐待を発見した場合は市町村の窓口に、保護者による虐待を発見した場合は、市町村、福祉事務所又は児童相談所等へ通報する必要がある。

虐待防止の取組

２．権利擁護

児童発達支援ガイドライン（令和６年７月）（詳細版⑧）
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第 1 章 総論

放課後等デイサービスガイドライン（令和６年７月）（詳細版①）

１．ガイドラインの目的

放課後等デイサービスについて、障害のあるこどもやその家族に対して質の高い支援を提供するため、放課後等デイサービスにおける支援の内容や運営及びこれに関連する
事項を定めるものである。

２．こども施策の基本理念

○ 全てのこどもは大切にされ、基本的な人権が守られ、差別されないこと。
○ 全てのこどもは、大事に育てられ、生活が守られ、愛され、保護される権利が守られ、平等に教育を受けられること。
○ 年齢や発達の程度により、自分に直接関係することに意見を言えたり、社会の様々な活動に参加できること。
○ 全てのこどもは年齢や発達の程度に応じて、意見が尊重され、こどもの今とこれからにとって最もよいことが優先して考えられ
ること。

○ 子育ては家庭を基本としながら、そのサポートが十分に行われ、家庭で育つことが難しいこどもも、家庭と同様の環境が確保さ
れること。

○ 家庭や子育てに夢を持ち、喜びを感じられる社会をつくること。

こども施策の基本理念

３．障害児支援の基本理念

○ こどもの発達全般や障害の特性・行動の特性等を理解し、こどものウェルビーイングの向上につながるよう、必要な発達支援
を提供すること。
○ こどもの特性に合わない環境や不適切な働きかけにより二次障害が生じる場合があることを理解した上で支援を提供すると
ともに、 こども自身が内在的に持つ力を発揮できるよう、エンパワメントを前提とした支援をすること。

障害の特性を踏まえた
ニーズに応じた発達支援の提供

（１）

○ 障害のあるこどもや保護者と対話を重ね、物理的な環境や意思疎通、ルールや慣行など、何が障害のあるこどもの活動を制限
する社会的なバリアとなっているのか、また、それを取り除くために必要な対応はどのようなものがあるか、などについて検討し
ていくこと。

合理的配慮の提供（２）

○ 家族の支援にあたっても、こどもの支援と同様、家族のウェルビーイングの向上につながるよう取り組んでいくこと。家族自身
が内在的に持つ力を発揮できるよう、エンパワメントを前提とした支援をすること。

家族支援の重視（３）

○ 障害児支援だけでなく、こども施策全体の中での連続性を意識し、こどもの育ちと個別のニーズを共に保障した上で、インク
ルージョン推進の観点を常に持ちながら、こどもや家族の意向も踏まえ、放課後児童クラブ等の一般のこども施策との併行利用
や移行に向けた支援や、地域で暮らす他のこどもとの交流などの取組を進めていくこと。

地域社会への
参加・包摂（インクルージョン）の推進

（４）

○ こどものライフステージに沿って、地域の保健、医療、障害福祉、保育、教育、社会的養護、就労支援等の関係機関や障害当事者
団体を含む関係者が連携を図り、切れ目のない一貫した支援を提供する体制の構築を図ること。

事業所や関係機関と連携した
切れ目ない支援の提供

（５）
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第 ２ 章 放課後等デイサービスの全体像

１．定義

２．役割

３．放課後等デイサービスの原則

○ 放課後等デイサービスとは、学校教育法第１条に規定する学校（幼稚園及び大学を除く。）又は専修学校等（同法第124条に規定する専修学校及び同法第134条第１項に
規定する各種学校をいう。以下同じ。）に就学している障害児（専修学校等に就学している障害児にあっては、その福祉の増進を図るため、授業の終了後又は休業日におけ
る支援の必要があると市町村長（特別区の区長を含む。）が認める者に限る。）につき、授業の終了後又は休業日に児童発達支援センターその他の内閣府令で定める施設に
通わせ、生活能力の向上のために必要な支援、社会との交流の促進その他の便宜を供与することをいう。

一人一人の人間性の成長にしっかりと目を向けながら、こどもが安全・安心で自分らしく過ごせる居場所として、学校や家庭とは異なる時間、空間、人、多様な遊
びや体験活動等の機会を提供することにより、こどもが自己肯定感や自己有用感を高め、ウェルビーイングを実現していく力を培うことが重要であることから、以
下を目標として支援を提供していくことが必要である。

一人一人の人間性の成長にしっかりと目を向け、単に知識やスキルを身につけるのではなく、生きる力や自立心を育てていくとともに、将来のこどもの発達・
成長の姿を見通しながら、日常生活や社会生活を円滑に営めるよう、障害の状態や発達の状況・障害の特性等に応じ、様々な遊びや学び、多様な体験活動の機
会を提供することを通じて、こどもの自尊心や主体性を育てつつ、発達上のニーズに合わせて、こどもの育ちの従事を図ること。

こどもの家族の意向を受け止め、こどもと家族の安定した関係に配慮し、きょうだいを含めた家族をトータルに支援していくことを通じて、こどもの暮らしや育

ちを支えること。

こどもや家族の意向を踏まえながら、地域の学校等や放課後児童クラブ、児童館等の教育や子育て支援施策、地域の活動と連携し交流を進めるとともに、放課

後児童クラブを併用している場合には、十分な連携を図る等を通じて、こどもと地域のつながりを作っていくこと。

こどもの育ちや家庭の生活の支援に関わる地域の関係機関や他の放課後等デイサービス事業所、地域の障害児支援の中核的な役割を担う児童発達支援セン
ター等との連携を通じて、こどものライフステージや家庭の状況に応じて、切れ目のない一貫した支援を提供することにより、こどもと家族が包括的に支えられ、
地域で安心して暮らすことができる基盤を作っていくこと。

放課後等デイ
サービスの目標

（１）

〇 生きる力の育成とこどもの育ちの充実

〇 家族への支援を通じたこどもの暮らしや育ちの安定

〇 こどもと地域のつながりの実現

〇 地域で安心して暮らすことができる基盤づくりの推進

〇 学齢期の障害のあるこどもに対し、個々の障害の状態や発達の状況・障害の特性等に応じた発達上のニーズに合わせて本人への発達支援（本人支援）を行うほか、こども
の発達の基盤となる家族への支援（家族支援）を行うことが求められる。
また、全てのこどもが共に成長できるよう、学校、特別支援学校、専修学校等（以下「学校等」という。）と連携を図りながら、小学生の年齢においては放課後児童クラブ等

との併行利用や移行に向けた支援を行うとともに、学齢期全般において地域の一員としての役割の発揮や地域の社会活動への参加・交流を行うことができるよう支援（移
行支援）を行うことも求められる。
さらに、こどもや家庭に関わる関係機関と連携を図りながら、こどもや家族を包括的に支援（地域支援・地域連携）していくことも求められる。

放課後等デイサービスガイドライン（令和６年７月）（詳細版②）
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３．放課後等デイサービスの原則（続き）

〇 それぞれの時期のこどもの発達の過程や特性等に応じた発達上のニーズ、適応行動の状況や特に配慮が必要な事項等を丁寧に把握し理解し
た上で、放課後等デイサービスを利用する全てのこどもをありのままに受け止めて、こどもが自分らしく過ごせる場であるという安全・安心の土
台の上で、総合的な支援を提供することを基本としつつ、こどもの発達段階や特性など、個々のニーズに応じて、特定の領域に重点を置いた支
援を組み合わせて行うなど、包括的かつ丁寧にオーダーメイドの支援を行っていくことが重要である。

こどもの発達の過程や特性等に応じた、発達上のニーズの把握に当たっては、本人支援の５領域（｢健康・生活｣、｢運動・感覚｣、｢認知・行動｣、
｢言語・コミュニケーション｣、｢人間関係・社会性｣）の視点等を踏まえたアセスメントを行うことが必要である。

総合的な支援とは、本人支援の５領域の視点等を踏まえたアセスメントを行った上で、生活や遊び等の中で、５領域の視点を網羅した個々の
こどもに応じたオーダーメイドの支援が行われるものである。

また、特定の領域に重点を置いた支援とは、本人支援の５領域の視点等を踏まえたアセスメントを行った上で、５領域の視点を網羅した支援
（総合的な支援）を行うことに加え、理学療法士等の有する専門性に基づきアセスメントを行い、５領域のうち、特定（又は複数）の領域に重点を
置いた支援が計画的及び個別・集中的に行われるものであり、一対一による個別支援だけでなく、個々のニーズに応じた配慮がされた上で、小
集団等で行われる支援も含まれるものである。

〇 こどもは家庭や地域社会における生活を通じて、様々な体験等を積み重ねながら育っていくことが重要である。そのため、「本人支援」に加え、
「家族支援」、「移行支援」、「地域支援・地域連携」もあわせて行われることが基本である。

放課後等デイ
サービスの方法

（２）

〇 こども自らが環境に関わり、自発的に活動し、様々な経験を積んでいくことにより、興味関心を拡げ、こどもによる選択ができるよう配慮するこ
と。

〇 こどもの活動が豊かに安全・安心に展開されるよう、放課後等デイサービス事業所の設備や環境を整えるとともに、事業所の衛生管理や安全の
確保等に努めること。

〇 こどもが生活する空間は、温かで、親しみやすく、くつろげる場となるようにするとともに、障害の特性を踏まえ、時間や空間を本人にわかりや
すく構造化することや、不安な気持ちを落ち着かせる環境を整えるなど、個々のニーズに配慮した環境の中で、生き生きと活動できる場となる
ように配慮すること。

〇 こどもが人と関わる力を育てていくため、こども自らが周囲のこどもや大人と関わっていくことができる環境を整えること。

放課後等デイ
サービスの環境

（３）

○ 権利行使の主体として、こどもの人権に十分配慮することを徹底するとともに、こども一人ひとりの人格や意見を尊重して支援を行うこと。
○ こどもの家族の意向を受け止め、支援に当たるとともに、家族に対し、支援の内容について適切に説明し、相談や申入れ等に対し適切に対応す
ること。

○ 地域社会との交流や連携を図り、地域社会に、事業所等が行う支援の内容等の情報を適切に発信すること。
○ 支援の内容や役割分担について定期的に点検し、その質の向上が図られるようにするとともに、こどもが安心して支援を受けられるよう、安全
管理対策等を講じること。

○ 通所するこどもやその家族の個人情報を適切に取り扱うこと。

放課後等デイ
サービスの
社会的責任

（４）

■ こどもの発達の過程や特性等に応じた発達上のニーズの把握

■ 総合的な支援

■ 特定の領域に重点を置いた支援

放課後等デイサービスガイドライン（令和６年７月）（詳細版③）

42



第 ３ 章 放課後等デイサービスの提供すべき支援の具体的内容

１．放課後等デイサービスの提供に当たっての留意事項

こどもの育ちの連続性を意識した支援が求められていることから、放課後児童クラブ等との連携及び併行利用や移行に向けた支援を行うために、放課後児童クラブ運営指針
の「育成支援（放課後児童クラブにおけるこどもの健全な育成と遊び及び生活の支援）の内容」を理解するとともに、特別支援学校小学部・中学部学習指導要領及び特別支援
学校高等部学習指導要領についても理解し、支援に当たることが重要である。

○ こどもは学校生活の中で、読み書きや計算の基本的技能を習得し、日常生活に必要な概念を学習し、係や当番等の社会的役割を担う中
で、自らの成長を自覚していく。一方で、同時にまだ解決できない課題にも直面し、他者と自己とを比較し、葛藤も経験する。
○ 遊び自体の楽しさの一致によって群れ集う集団構成が変化し、そこから仲間関係や友達関係に発展することがある。ただし、遊びへの参
加がその時の気分に大きく影響されるなど、幼児的な発達の特徴も残している。
○ ものや人に対する興味が広がり、遊びの種類も多様になっていき、好奇心や興味が先に立って行動することが多い。
○ 大人に見守られることで、努力し、課題を達成し、自信を深めていくことができる。その後の時期と比べると、大人の評価に依存した時期
である。

おおむね６歳～８歳
（小学校低学年）

（１）

○ 論理的な思考や抽象的な言語を用いた思考が始まる。道徳的な判断も、結果だけに注目するのではなく、動機を考慮し始める。また、お
金の役割等の社会の仕組みについても理解し始める。
○ 遊びに必要な身体的技能がより高まる。
○ 同年代の集団や仲間を好み、大人に頼らずに活動しようとする。他者の視線や評価に一層敏感になる。
○ 言語や思考、人格等のこどもの発達諸領域における質的変化として表れる「９、10歳の節」と呼ばれる大きな変化を伴っており、特有の
内面的な葛藤がもたらされる。この時期に自己の多様な可能性を確信することは、発達上重要なことである。

おおむね９歳～10歳
（小学校中学年）

（２）

○ 学校内外の生活を通じて、様々な知識が広がっていく。また、自らの得意不得意を知るようになる。
○ 日常生活に必要な様々な概念を理解し、ある程度、計画性のある生活を営めるようになる。
○ 大人から一層自立的になり、少人数の仲間で「秘密の世界」を共有する。友情が芽生え、個人的な関係を大切にするようになる。
○ 身体面において第２次性徴が見られ、思春期・青年期の発達的特徴が芽生える。しかし、性的発達には個人差が大きく、身体的発育に心
理的発達が伴わない場合もある。
○ 個々のこどもの性的な発達段階や性への興味・関心に応じ、心や身体の発育や発達に関して正しく理解することができるよう、性に関し
て学ぶ機会を多く作ることが重要である。

おおむね11歳～12歳
（小学校高学年）

（３）

○ 思春期は、こどもから大人へと心身ともに変化していく大切な時期であり、第二次性徴などの身体的変化や精神的変化に戸惑いを感じ
る時期である。こうした戸惑いと親からの自立を目指した一連の動きは、反抗的あるいは攻撃的な態度として表れることも多く、家族を含
め周囲の大人の対応によっては情緒的・精神的に不安定となる危険性がある。
○ この時期、共通の立場にある仲間とお互いに共感し心を通じ合わせることで、危機を乗り越えていくことも可能となる。
○ 一方で、同じ年齢や同性の仲間との間に生じるストレスや心理的ショックなどが「劣等感」となって定着してしまうこともある。
○ 思春期前に培われた自己有能感を基盤として、大人とだけではなく仲間との関係性も重視し、進学や就労など次のステージに向かう力
が生まれるようにサポートすることが求められる。
○ 個々のこどもの性的な発達段階や性への興味・関心に応じ、心や身体の発育や発達に関する正しい理解をもとに適切な行動をとること
ができるよう、性に関して学ぶ機会を多く作ることが重要である。

おおむね13歳以降
（思春期）

（４）

放課後児童クラブ運営指針も参考に、目安として４つの区分に分けて、留意事項を示す。なお、この区分は、同年齢のこどもの均一的な発達の基準ではなく、個人差や障害の
特性等によりその発達過程は様々であることを十分に理解した上で、あくまでも一人一人のこどもの発達過程を理解する目安として捉えるべきものである。
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①本人支援

実際の支援場面においては、下記の要素を取り入れながら、こどもの支援ニーズや、現在と当面の生活の状況等を踏まえて、こどもの育ち全体に必要な支援を組み立て
ていく必要。また、学齢期には、二次障害やメンタルヘルスの課題を抱える場合もあり、こどもがこれらの課題を乗り越えていくためには、自尊感情や自己効力感を育むこと
が重要である。

２．放課後等デイサービスの内容

視覚障害、聴覚障害、知的障害、発達障害、精神的な強い不安等、場面緘黙（選択性かん黙）、肢体不自由、病弱・身体虚弱、医療的ケア、重症心身障害、
複数の種類の障害、強度行動障害、高次脳機能障害など、それぞれの障害特性や状態等に応じて必要な配慮を行うことが必要。また、思春期のこどもや
不登校状態にあるこどもに対しても必要な配慮を行うことが必要。

障害特性等に応じた配慮事項

こどもの行動や態度、表情など、支援に当たって気に留めておくべき点（例：虐待が疑われるこども、生活困窮が疑われる家庭のこども、外国にルーツ
のあるこどもに応じた留意点）に加え、日頃から保護者との関係づくりを丁寧に行うことで保護者の孤立を防ぐとともにこどもの変化に気付きやすくし
ておくこと、さらには専門機関やボランティア・NPO団体などの地域資源についての情報を収集しておくことが重要。

特に支援を要する家庭のこども
に対する支援に当たっての留意点

〇健康状態の維持・改善

〇生活習慣や生活リズムの形成

〇基本的生活スキルの獲得

〇生活におけるマネジメント

スキルの育成

〇姿勢と運動・動作の基本的技

能の向上

〇姿勢保持と運動・動作の補助

的手段の活用

〇身体の移動能力の向上

〇保有する感覚の活用

〇感覚の特性への対応 等

〇認知の特性についての理解と

対応

〇対象や外部環境の適切な認知

と適切な行動の習得

〇行動障害への予防及び対応等

〇コミュニケーションの基礎的

能力の向上

〇言語の受容と表出

〇コミュニケーション手段の選

択と活用

〇状況に応じたコミュニケー

ション 等

〇情緒の安定

〇他者との関わり（人間関係）

の形成

〇遊びを通じた社会性の発達

〇自己の理解と行動の調整

〇仲間づくりと集団への参加

健康・生活 運動・感覚 認知・行動 言語・コミュニケーション 人間関係・社会性

５
領
域

こどもの発達に応じて必要となる日常生活における基本的な動作や自立を支援するための活動を行う。こどもが意欲的に関われるような遊びを通し
て、成功体験の積み増しを促し、自己肯定感を育めるようにする。将来の自立や地域生活を見据えた活動を行う場合には、こどもが通う学校で行われて
いる教育活動を踏まえ、その方針や役割分担等を共有できるよう、学校と連携を図りながら支援を行う。

日常生活の充実と
自立支援のための活動

４
つ
の
基
本
活
動

遊び自体の中にこどもの発達を促す重要な要素が含まれていることから、挑戦や失敗を含め、屋内外を問わず、自由な遊びを行う。また、体験したこと
や、興味を持ったことに取り組めることは、新たにやってみたいと感じる機会につながることから、多様な体験の機会を提供していく。こどもが望む遊び
や体験、余暇等を自分で選択しながら取り組むことができるよう、多彩な活動プログラムを用意する。その際には、個別性に配慮された環境やこどもが
リラックスできる環境の中で行うことができるよう工夫することが重要である。

多様な遊びや体験活動

障害があるがゆえにこどもの社会生活や経験の範囲が制限されてしまわないように、地域の中にこどもの居場所をつくりながらこどもの社会経験の
幅を広げていく。他の社会福祉事業や地域において放課後等に行われている多様な学習・体験・交流活動など地域資源も活かして、遊びや体験の機会
を創出していくとともに、ボランティアの受入れ等により、積極的に地域との交流を図っていく。こうした取組は、こどもにとって、地域そのものが安全・
安心な居場所となることにもつながる。

地域交流の活動

こどもとともに活動を企画したり過ごし方のルールをつくったりするなど、こどもが主体的に参画できる機会を設け、こどもが意見を表明しやすい環
境づくりを行いながら、こどもとともに活動を組み立てていく取組を行っていく。その際には、こどもの意思を受け止めつつ、一人一人の個別性に配慮
するとともに、こどもに寄り添いながら進めていくことが重要である。こうした取組は、こどもにとって自分自身が権利の主体であることを実感すると
ともに、こどもの権利を守ることにもつながる。

こどもが主体的に
参画できる活動

本人支援において、複数組み合わせて行うことが求められる４つの基本活動を提供するに当たっては、こどもの意見を聴きながら自己選択や自己決定を促すとともに、こども同士の関わりの
中でこどもが主体性を発揮しながら参加できるよう、支援していくことが求められる。

放課後等デイサービスガイドライン（令和６年７月）（詳細版⑤）
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〇アタッチメント（愛着）の安定
〇家族（きょうだいを含む。）からの相談に対する適切な助言等
〇障害の特性に配慮した家庭環境の整備

〇放課後児童クラブ等への移行支援
〇ライフステージの切替えを見据えた将来的な移行に向けた準備
〇放課後児童クラブ等と併行利用している場合における併行利用先との連携
〇同年代のこどもをはじめとした地域における仲間づくり

〇通所するこどもに関わる地域の関係者・関係機関と連携した支援

２．放課後等デイサービスの内容（続き）

学齢期は、こどもが行動上の課題やメンタルヘルスの課題、不登校など様々な課題を抱える年代にあることや、学齢期になってから障害特性が明確化する場合も多いことなども踏まえ、家族が
様々な葛藤に直面する時期である。そのため、こどもと家族をトータルに支援していくことが重要である。
〇 父親やきょうだい、さらには祖父母など、家族全体を支援していく観点が必要である。
○ 家族支援は、家族がこどもの障害の特性等を理解していくために重要な支援であるが、理解のプロセス及び態様は、それぞれの家族で異なることを理解する。
○ こどもの障害の特性等の理解の前段階として、「気づき」の支援も「家族支援」の重要な内容であり、個別性に配慮して慎重に行う。
○ 虐待（ネグレクトを含む。）の疑いや保護者自身の精神的な状態、経済的な課題、ＤＶ等の家族関係の課題等に応じて心理カウンセリング等、専門的な支援が必要な場合は、適切な関係機関に
つないでいく等の対応を行う。
○ 必要に応じて、障害児相談支援事業所、児童発達支援センターや他の放課後等デイサービス事業所等、居宅介護（ホームヘルプ）や短期入所（ショートステイ）等の障害福祉サービス事業所、発
達障害者支援センター、医療的ケア児支援センター等、児童相談所、こども家庭センター、専門医療機関、保健所等と緊密に連携を図る。

地域社会で生活する平等の権利の享受と、地域社会への参加・包摂（インクルージョン）の考え方に立ち、全てのこどもが共に成長できるよう、障害のあるこどもが、可能な限り、地域において放
課後等に行われている多様な学習・体験・活動や居場所を享受し、その中で適切な支援を受けられるようにしていくことや、同年代のこどもをはじめとした地域における仲間づくりを図っていく
ことが必要である。
特に入学・進学・就職時等のライフステージの移行時における「移行支援」は、こどもを取り巻く環境が大きく変化することも踏まえ、支援の一貫性の観点から、より丁寧な支援が求められる。

「地域支援・地域連携」を行うに当たっては、こどものライフステージに応じた切れ目のない支援（縦の連携）と関係者間のスムーズな連携の推進（横の連携）の両方（縦横連携）が重要である。
なお、ここでいう「地域支援・地域連携」とは、こどもや家族を対象とした支援を指すものであり、地域の事業所への後方支援や、研修等の開催・参加等を通じた地域の支援体制の構築に関する
ものではないことに留意すること。
「地域支援・地域連携」は、放課後等デイサービスを利用するこどもが地域の様々な場面で適切な支援を受けられ、地域の中に居場所を持つことができるよう、関係機関等と連携することが重
要であることから、普段から、地域全体の子育て支援を活性化するためのネットワークを構築しておくという視点が必要である。

こどもの成長や発達の基盤となる親子関係や家庭生活を安定・充実させる
ことが、こどもの「育ち」や「暮らし」の安定・充実につながる。

家族支援②

支援の中に「移行」という視点を取り入れ、具体的な移行先が既にある場合
は、その移行先への移行に向けた支援を、現時点で特段の具体的な移行先
がない場合は、こどもが地域で暮らす他のこどもと繋がりながら日常生活を
送ることができるように支援を提供していくことが重要。

移行支援③

こどもの育ちや家庭の生活の支援に関わる保健・医療・福祉・教育・労働等
の関係機関や障害福祉サービス等事業所等と連携して、こどもや家族の支援
を進めていくことが必要。

地域支援
地域連携

④

放課後等デイサービスガイドライン（令和６年７月）（詳細版⑥）
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２．放課後等デイサービスの内容

第 ４ 章 放課後等デイサービス計画の作成及び評価
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保育所・認定こども園、幼稚園等

個別の教育支援計画等

① ②

④

⑤

⑥
⑦

⑧

⑨ ⑩

⑪

放課後等デイサービス計画（個別支援計画）の作成の流れ

③

⑪

⑪

⑩

相談支援専門員は、こどもや家族との面談により、こどもの心身の状況や置かれている環境、日常生活の状況、
現に受けている支援、支援の利用の意向等をこどもや家族から聞き取った上で、それらに基づいたアセスメント
によりニーズを明らかにし、総合的な援助方針を提案する。

相談支援専門員は、こどもや家族の意向と総合的な援助方針に基づき、障害児通所支援や障害福祉サービスの
中から、必要な支援を選択又は組み合わせ、個々の支援の目的や内容及び量について検討し、こども又は保護者
の同意のもと、障害児支援利用計画案を作成する。

障害児支援利用計画の作成の流れ

①

②

市町村は、作成された障害児支援利用計画案を勘案し、事業所等の利用についての支給決定を行う。
③

相談支援専門員は、支援を提供する事業所等を集めた担当者会議を開催する。担当者会議には、こどもや家族、
事業所等の児童発達支援管理責任者や職員、他の支援等を利用している場合にはその担当者、その他必要に応じ
て、こどもや家族への支援に関係する者が招集される。

④

相談支援専門員は、担当者会議を踏まえ、こども又は保護者の同意のもと障害児支援利用計画を確定し、こども
や保護者をはじめ、支給決定を担当する市町村、事業所等の支援を提供する者に交付する。

⑤

児童発達支援管理責任者は、こどもや家族への面談等により、本人支援の５領域（「健康・生
活」、「運動・感覚」、「認知・行動」、「言語・コミュニケーション」、「人間関係・社会性」）の視点等
を踏まえたアセスメントを実施する。
※ 市町村による支給決定の際の「５領域20項目の調査」の活用が望ましい。

⑥

児童発達支援管理責任者は、障害児支援利用計画やアセスメントを踏まえ、放課後等デイ
サービス計画を作成する。
将来に対する見通しを持った上で、障害種別や障害の特性、こどもの発達の段階を丁寧に
把握し、それらに応じた関わり方を考えていくとともに、こどもや保護者の意思の尊重、こど
もの最善の利益の優先考慮の観点を踏まえて作成することが必要である。

⑦

個別支援会議の開催に当たっては、こどもの支援に関わる職員を積極的に関与させること
が必要である。オンラインの活用や、個別支援会議を欠席する職員がいる場合の会議の前後
での情報共有も可能である。いずれにしても、こどもの支援に関わる全ての職員に必ず意見
を聴く機会を設けることが求められる。
また、こどもの意見を尊重し、こどもの最善の利益を保障することが重要であることに鑑み、
当該こどもの年齢や発達の程度に応じて、こども本人や保護者の意見を聴くことが求められ
る。そのため、例えば、会議の場にこどもと保護者を参加させることや、会議の開催前にこど
も本人や保護者に直接会って意見を聴くことなどが考えられる。

⑧

放課後等デイサービス計画には、「利用児と家族の生活に対する意向」、「総合的な支援の
方針」、「長期目標」、「短期目標」、「支援の標準的な提供時間等」、「支援目標及び具体的な支
援内容等」（「本人支援・家族支援・移行支援・地域支援・地域連携の項目」、「支援目標」、「支
援内容（５領域との関連性を含む。）」、「達成時期」、「担当者・提供機関」、「留意事項」）を記載
する。
それぞれの記載項目については、こどもと家族の意向とアセスメントを踏まえて、つながり
を持って作成していくことが必要であり、「利用児と家族の生活に対する意向」を踏まえて
「総合的な支援の方針」を設定し、それを受けた「長期目標」と「短期目標」、それを達成するた
めの「支援目標及び具体的な支援内容等」を設定することが必要である。
放課後等デイサービス計画は、障害児相談支援事業所へ交付を行うことが必要である。

⑨

障害児支援利用計画は、一定期間毎に、モニタリングを行うことになっており、各事業所か
ら支援の提供状況や効果について確認した結果、現在の支援がニーズの充足のために適切
でなかったり、当初のニーズが充足してニーズが変化していたり、新たなニーズが確認され
た場合は、必要に応じて担当者会議を開催し、障害児支援利用計画を見直す。

放課後等デイサービス計画は、概ね６か月に１回以上モニタリングを行うことになっている
が、こどもの状態や家庭状況等に変化があった場合には、６か月を待たずしてモニタリング
を行う必要がある。
障害児支援利用計画との整合性のある放課後等デイサービス計画の作成と支援の実施が
重要であることから、モニタリング時においても、障害児相談支援事業所と相互連携を図り
ながら、情報共有を行うことが重要である。
モニタリングにより、放課後等デイサービス計画の見直しが必要であると判断された場合
は、放課後等デイサービス計画の積極的な見直しを行う。

⑩

⑪

支
援
提
供
の
流
れ

放課後等デイサービスガイドライン（令和６年７月）（詳細版⑦）

46



第 ５ 章 関係機関との連携

〇 障害のあるこどもの発達支援は、こども本人が支援の輪の中心となり、様々な関係者や関係機関が関与して行われる必要があり、これらの関係者や関係機関は連携を密にし、適切に情報を
共有することにより、障害のあるこどもに対する理解を深めることが必要である。
〇 このため、事業所等は、日頃から、関係機関との連携を図り、支援が必要なこどもが、円滑に放課後等デイサービスの利用に繋がるようにするとともに、こどもの支援が、こどもの通う学校等
に適切に共有され、連携して行われることが必要である。
〇 セルフプランにより複数の事業所等を利用するこどもについては、適切な障害児支援の利用の観点から、利用する全ての事業所間において、こどもの状態や支援状況の共有等を行うなど、
特に連携を図ることが重要である。

市町村

支援の必要なこどもと家族を地域全体で支えていくため、
地域のニーズや資源等を把握し、地域全体の支援の体制整
備を行う市町村との連携が必要。

こども家庭センター・児童相談所

こども家庭センターによる支援が必要な場合や既に支援
が行われている場合、きょうだいがヤングケアラーである
と疑われる場合等には、こども家庭センターとの連携が重
要。また、虐待が疑われる場合には速やかに事業所内で情
報共有を行うとともに、児童相談所等と連携して対応を図
ることが必要。

医療機関等

こどもの事故やケガ、健康状態の急変が生じた場合に備
え、近隣に協力医療機関を定めておく必要がある。また、こ
どもが服薬している場合等には、保護者と連携を図りなが
ら主治医との情報共有を行うとともに、医療的ケア児に支
援を行う場合には、医療的ケア児支援センターや医療的ケ
ア児等コーディネーター等との連携が必要。

他の事業所・児童発達支援センター等

こどもの状態像や必要な支援の見立てについて共通認
識を持つとともに、支援内容を相互に理解することが重要。
児童発達支援センターは、地域における連携・ネットワー
ク構築の核として、地域の事業所へのスーパーバイズ等の
実施や、研修・事例検討会の開催等を行う役割を担ってお
り、日常的な連携体制を構築することが重要。

（自立支援）協議会

自立支援協議会こども部会等へ積極的に参加すること等
の連携が必要。
自治会等への参加や地域のボランティア組織との連絡、地
域住民との交流活動や地域住民も参加できる行事の開催
などの地域との関わりの機会の確保が重要。

学校等

保護者の同意を得た上で、学校等から個別の教育支援計
画をはじめとした支援内容の情報提供を受けるとともに、
事業所からも放課後等デイサービス計画をはじめとした支
援内容の情報を提供するなど、積極的に連携を図ることが
必要。

放課後児童クラブ・児童館等

放課後児童クラブや児童館等に移行する際には、こども
の発達支援の連続性を図るため、保護者の同意を得た上
で、放課後等デイサービス計画等を含め、こども本人の発
達の状況や障害の特性、事業所で行ってきた支援内容等
について情報を共有し、移行後のフォローアップを行うこ
とが必要である。並行利用している場合は、支援内容等を
共有し、支援をバックアップしていくことが重要。

ライフステージに応じた関係機関

就学前に利用していた事業所等や、こどもが就職する場
合や他の障害福祉サービス事業所等を利用する場合には、
支援の連続性を図るため、保護者の同意を得た上で、情報
共有を行うなど、積極的に連携を図ることが重要である。

放課後等デイサービス

放課後等デイサービスガイドライン（令和６年７月）（詳細版⑧）
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第 ６ 章 放課後等デイサービスの提供体制

〇 自己評価については、従業者評価及び保護者評価を踏まえ、全職員による共通理解の下で、事業所全体として行う必要がある。
〇 事業所等は、従業者評価及び保護者評価を踏まえた事業所全体としての自己評価の結果、さらに強化・充実を図るべき点（事業所等の強み）や、課題や改善すべき点
（事業所等の弱み）を職員全員の共通理解の下で分析し、課題や改善すべき点と考えられる事項について、速やかにその改善を図る必要がある。
〇 事業所等の自己評価の結果及び保護者評価の結果並びにこれらの評価を受けて行った改善の内容については、概ね１年に１回以上、保護者に示すとともに、広く地域
に向けて、インターネットのホームページや会報等で公表しなければならない。保護者に示す方法としては、事業所等で発行している通信に掲載したり、保護者の目につ
きやすい場所に掲示したりする方法が考えられる。
○ 事業所等は、自己評価の結果及び保護者評価の結果並びにこれらの評価を受けて明らかになった事業所等の強みや弱みを踏まえ、全職員が一体となって、日々の支
援の中で、さらなる支援の充実や改善に向けて取組を進めていく必要がある。

自己評価の
実施・公表・活用

○ 総合的な支援の推進と事業所等が提供する支援の見える化を図るため、５領域（｢健康・生活｣、｢運動・感覚｣、｢認知・行動｣、｢言語・コミュニケーション｣、｢人間関係・社
会性｣）との関連性を明確にした事業所等における支援の実施に関する計画（支援プログラム）を作成する必要がある。
○ 作成された支援プログラムについては、事業所等の職員に対し理解を促し、これに基づき適切な支援の提供を進めていくとともに、利用者や保護者等に向けて、重要
事項説明書や個別支援計画等の説明時に併せて丁寧に説明し、インターネットのホームページや会報等で公表していくことが求められる。支援プログラムの公表について
は、令和６年度中は努力義務とされているが、総合的な支援の推進と支援の見える化を進める観点から、取組を進めることが望ましい。
なお、支援プログラムの内容に変更があった場合は、速やかに変更後の支援プログラムを公表することが望ましい。

支援プログラム
の作成・公表

１．組織運営管理

〇 感染症及び食中毒の予防・まん延防止のための対応として、対策を検討する委員会の定期的な開催や、指針の整備、研修や訓練の定期的な実施が必要である。
〇 こどもの健康状態の把握及び感染症発生の早期発見のために、こどもの来所持の健康チェック及び保護者との情報共有の体制を構築しておくことが必要である。
〇 感染症が発生した場合であっても、重要な事業を継続又は早期に業務再開を図るため、事業継続計画（ＢＣＰ）を策定するとともに、ＢＣＰに従い、職員に対して必要な
研修及び訓練（シミュレーション）を実施することが必要である。 ※新興感染症の場合は、インフルエンザ等の感染症とは異なる対応も想定されることを念頭に置く必要。
〇 アレルギー対策として、除去食や制限食で対応できる体制を整えることや、事業所等で飲食を伴う活動を実施する際に事前に提供する内容について周知すること等が
必要である。

衛生管理
健康管理

○ 非常災害に備えて、消火設備等の必要な設備、非常災害に関する具体的計画の作成や周知、定期的な避難訓練（地震や火事、風水害など非常災害の内容を明確にした
上で、それぞれの災害に対する訓練を行うことが重要）、事業継続計画（BCP）の策定が必要である。
〇 障害のあるこどもについては、個別避難計画の作成が市町村の努力義務とされており、その作成に当たっては、こどもの状況等をよく把握する福祉専門職等の関係者
の参画が極めて重要であるとされていることから、保護者のほか、相談支援事業所や主治医の参画が想定されるため、当該相談支援事業所等との間で、災害発生時の対
応について綿密に意思疎通を図っておくことが重要である。

非常災害対策

２．衛生管理・安全管理対策等

〇 こどもの事故やケガ、健康状態の急変が生じた場合の保護者、協力医療機関及び主治医への連絡や、緊急時における対応方法についてのマニュアルの策定・訓練、医
療的ケア児について生命に関わる事態が起きた場合の対応を学び実践できるようにしておくこと等が必要である。
○ こどものケガや病気の応急処置の方法について、日頃から研修や訓練に参加し、救急対応（心肺蘇生法、気道内異物除去、ＡＥＤ（自動体外式除細動器）、「エピペン®」
等の使用）に関する知識と技術の習得に努めることが必要である。

緊急時対応

放課後等デイサービスガイドライン（令和６年７月）（詳細版⑨）
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第 ６ 章 放課後等デイサービスの提供体制

２．衛生管理・安全管理対策等（続き）

〇 安全計画の策定・周知、研修や訓練の定期的な実施、安全点検や安全管理マニュアル（リスクの高い場面において気を付けるべき点や職員の役割等を明確にしたもの）
の作成が必要である。
※ 送迎、睡眠中、プール活動・水遊び中、食事・おやつ中など、それぞれの場面に応じて具体的な注意喚起を促す必要。
〇 事故が発生した場合は、速やかに都道府県、市町村、家族等に連絡を行うとともに、必要な措置を講じることが求められていることから、指定権者である都道府県、支
給決定の実施主体である市町村及び事業所等の所在する市町村が、どのような事故の場合に報告を求めているかや、事故が発生した場合にどのような方法により報告
を求めているかについて、必ず都道府県や市町村のホームページ等で確認し、適切な対応を行う必要がある。
※ 事故事例の検証やヒヤリ・ハット事例の検証、事故原因の共有と再発防止の取組が必要。
○ 送迎や事業所外での活動のために自動車を運行する場合は、こどもの乗降時の際の点呼や自動車にブザー等の安全装置を装備することが必要である。
○ 医療的ケアを必要とするこどもについては、人工呼吸器や痰の吸引機等の医療機器の電源の確保やバッテリー切れの防止などに常に留意する必要がある。また、職員
の見守り等により、こども同士の接触によるチューブの抜去などの事故の防止にも取り組む必要がある。

安全管理

第 ７ 章 支援の質の向上と権利擁護

〇 職員の資質の向上の支援に関する計画を策定し、その計画に係る研修の実施又は研修の機会を確保することが必要である。職員の知識・技術の向上

１．支援の質の向上の取組

〇 研修の実施・参加等のほか、喀痰吸引等の研修の受講（医療的ケア児や重症心身障害児への適切な支援のため）や、強度行動障害支援者養成研修や中核的人材
養成研修を受講（強度行動障害のあるこどもへの適切な支援のため）させることも必要である。

研修の受講機会等の提供

〇 児童発達支援センターによるスーパーバイズ・コンサルテーションを受けることにより、対応が難しいこどもや家族をはじめ、個別ケースへの支援も含め、支援の
質の向上につなげていくことが望ましい。

スーパーバイズ等の活用

〇 身体拘束等の適正化を図る措置（①身体拘束等の記録、②身体拘束適正化検討委員会の定期開催、③指針の整備、④研修の実施）を講じる必要がある。
〇 やむを得ず身体拘束を行う場合は、切迫性、非代替性、一時性の３つの要件を全て満たすことが必要となる。身体拘束の検討が必要なケースについては、代替性がな
いか等について慎重に検討した上で、組織的に決定する必要があり、放課後等デイサービス計画に、身体拘束が必要となる状況、身体拘束の態様・時間等について、こど
もや保護者に事前に十分に説明をし、了解を得た上で記載することが必要である。
○ 身体拘束を行った場合には、記録を行うことが必要である。

身体拘束への対応

〇 虐待防止委員会の定期的な開催やその結果の職員への周知徹底、職員に対する研修の定期的な実施やこれらの措置を適切に実施するための担当者の配置が必要で
ある。
〇 職員からの虐待（特に性的虐待）は、密室化した場所で起こりやすいことから、送迎の車内を含め、密室化した場所を極力作らないよう、常に周囲の目が届く範囲で支
援を実施できるようにする必要がある。
〇 職員による虐待を発見した場合は市町村の窓口に、保護者による虐待を発見した場合は、市町村、福祉事務所又は児童相談所等へ通報する必要がある。

虐待防止の取組

２．権利擁護

〇 こどもの権利擁護に関する研修会を実施するなど、こどもの人権や意思を尊重した支援を行うために必要な取組を進めることが必要である。その他

放課後等デイサービスガイドライン（令和６年７月）（詳細版⑩）
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第 1 章 総論

保育所等訪問支援ガイドライン（令和６年７月）（詳細版①）

１．ガイドラインの目的

保育所等訪問支援について、障害のあるこどもやその家族に対して質の高い支援を提供するため、保育所等訪問支援事業所における保育所等訪問支援の内容や運営及び
これに関連する事項を定めるもの。

２．こども施策全体の基本理念

○ 全てのこどもは大切にされ、基本的な人権が守られ、差別されないこと。
○ 全てのこどもは、大事に育てられ、生活が守られ、愛され、保護される権利が守られ、平等に教育を受けられること。
○ 年齢や発達の程度により、自分に直接関係することに意見を言えたり、社会の様々な活動に参加できること。
○ 全てのこどもは年齢や発達の程度に応じて、意見が尊重され、こどもの今とこれからにとって最もよいことが優先して考えられ
ること。

○ 子育ては家庭を基本としながら、そのサポートが十分に行われ、家庭で育つことが難しいこどもも、家庭と同様の環境が確保さ
れること。

○ 家庭や子育てに夢を持ち、喜びを感じられる社会をつくること。

こども施策の基本理念

３．障害児支援の基本理念

○ こどもの発達全般や障害の特性・行動の特性等を理解し、こどものウェルビーイングの向上につながるよう、必要な発達支援
を提供すること。

○ こどもの特性に合わない環境や不適切な働きかけにより二次障害が生じる場合があることを理解した上で支援を提供すると
ともに、 こども自身が内在的に持つ力を発揮できるよう、エンパワメントを前提とした支援をすること。

障害の特性を踏まえた
ニーズに応じた発達支援の提供

（１）

○ 障害のあるこどもや保護者と対話を重ね、物理的な環境や意思疎通、ルールや慣行など、何が障害のあるこどもの活動を制限
する社会的なバリアとなっているのか、また、それを取り除くために必要な対応はどのようなものがあるか、などについて検討し
ていくこと。

合理的配慮の提供（２）

○ 家族の支援に当たっても、こどもの支援と同様、家族のウェルビーイングの向上につながるよう取り組んでいくこと。家族自身
が内在的に持つ力を発揮できるよう、エンパワメントを前提とした支援をすること。

家族支援の提供（３）

○ 障害児支援だけでなく、こども施策全体の中での連続性を意識し、こどもの育ちと個別のニーズを共に保障した上で、インク
ルージョン推進の観点を常に持ちながら、こどもや家族の意向も踏まえ、保育所、認定こども園、幼稚園等の一般のこども施策と
の併行利用や移行に向けた支援や、地域で暮らす他のこどもとの交流などの取組を進めていくこと。

地域社会への
参加・包摂（インクルージョン）の推進

（４）

○ こどものライフステージに沿って、地域の保健、医療、障害福祉、保育、教育、社会的養護、就労支援等の関係機関や障害当事者
団体を含む関係者が連携を図り、切れ目のない一貫した支援を提供する体制の構築を図ること。

事業所や関係機関と連携した
切れ目ない支援の提供

（５）
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第 ２ 章 保育所等訪問支援の全体像

１．定義

２．役割

〇 保育所等訪問支援とは、保育所その他の児童が集団生活を営む施設として内閣府令で定めるものに通う障害児又は乳児院その他の児童が集団生活を営む施設として内
閣府令で定めるものに入所する障害児につき、当該施設を訪問し、当該施設における障害児以外の児童との集団生活への適応のための専門的な支援その他の便宜を供与
することをいう。
○ 「内閣府令で定める施設」は、乳児院、保育所、児童養護施設、幼稚園、小学校及び特別支援学校、認定こども園その他児童が集団生活を営む施設として市町村が認める施
設とする。
○ 「市町村が認める施設」としては、放課後児童クラブや児童館、中学校や高校などが想定される。

○ 保育所・幼稚園・認定こども園、小学校・中学校・高等学校、特別支援学校、乳児院、児童養護施設、放課後児童クラブ（以下「保育所等」という。）など、こどもが集団生活を
営む施設を訪問し、集団生活への適応のために専門的な支援を行うもの

保育所等において障害のあるこどもの育ちと個別のニーズを共に保障した上で、地域社会への参加・包摂（インクルージョン）を推進し
ていくことが重要であることから、以下を目標として支援を提供していくことが必要である。

こどもが保育や教育等の集団生活の場で安全・安心に過ごすことができるように支えるとともに、訪問先施設と共に将来のこどもの発達・成長の姿を
見通しながら、日常生活や社会生活を円滑に営めるよう、障害の状態や発達の状況、障害の特性等に応じ、様々な遊びや多様な体験活動の機会を通じて、
こどもの自尊心や主体性を育てつつ、発達上のニーズに合わせて、こどもの育ちの充実を図ること。

こどもの成長や発達を心配する不安な気持ちや、少しでも保育所等に適応してほしいという期待感など、家族の心情を理解した上で、家族がこどもの
発達状況や特性を理解し、その成長を喜びあうことができる土台を作るとともに、こどもの家族の意向を受け止め、きょうだいを含めた家族をトータル
に支援していくことを通じて、こどもの暮らしや育ちを支えること。

訪問先施設の意向を受け止め、こどもとの関わりの中で困っていること等を丁寧に把握した上で、訪問先施設に対し、こどもの発達段階や特性を踏ま
えた関わり方や訪問先施設の環境等について助言することなどを通じて、訪問先施設のこどもに対する支援力を向上させ、こどもの育ちを支えること。

こどもや家族、訪問先施設の意向を踏まえながら、こどもが地域の中で安心して過ごすことができるよう、こどもが利用している保育や教育等の集団生
活の場における環境等を整えることを通じて、保育所等において全てのこどもが共に成長できるよう支援していくこと。

保育所等訪問支援の目標

３．保育所等訪問支援の原則

〇 こどもの集団生活への適応とこどもの育ちの充実

〇 成長を喜びあえる土台作りと家族への支援を通じたこどもの暮らしや育ちの安定

〇 訪問先施設への支援を通じたこどもの育ちの安定

〇保育所等における全てのこどもの育ちの保障

保育所等訪問支援ガイドライン（令和６年７月）（詳細版②）
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○ こどもや家族への面談や訪問先施設への訪問等によるアセスメントにより把握したニーズに基づき、訪問先施設の都合に合わせなが
ら訪問日の日程調整を行った上で、保育所等を訪問し、こどもの様子を丁寧に観察し、こども本人に対する支援（集団生活への適応や
日常生活動作の支援など）や訪問先施設の職員に対する支援（こどもへの理解や特性を踏まえた支援方法や関わり方の助言など）、支
援後のカンファレンス等におけるフィードバック（支援の対象となるこどものニーズや今後の支援の進め方など）を提供することを通じ
て、こどもの集団生活への適応を支援するとともに、こどもの特性を踏まえた関わり方や環境の調整などについて助言していく。

○ こどもは家庭や地域社会における生活を通じて、様々な体験等を積み重ねながら育っていくことが重要であることから、訪問支援の
実施後は、家族への報告を行い、家庭生活において、支援の内容を踏まえたこどもとの関わり方の改善や環境の調整等を促していくと
ともに、こどもの育ちや家庭の生活の支援に関わる地域の様々な関係者や関係機関と連携して支援を進めていくことが重要である。

保育所等訪問支援の方法

○ 権利行使の主体としてこどもの人権に十分配慮することを徹底するとともに、こども一人ひとりの人格や意見を尊重して保育所等訪
問支援を行うこと。

○ こどもの家族の意向を受け止め、支援に当たるとともに、家族に対し、保育所等訪問支援の内容等の情報を適切に発信し、相談や申入
れ等に対し適切に対応すること。

○ 地域社会との交流や連携を図り、地域社会に、事業所等が行う保育所等訪問支援の内容を適切に説明すること。
○ 支援の内容や役割分担について定期的に点検し、その質の向上が図られるようにするとともに、こどもが安心して支援を受けられる
よう、安全管理対策等を講じること。

○ 利用するこどもやその家族の個人情報を適切に取り扱うこと。

保育所等訪問支援の社会的責任

３．保育所等訪問支援の原則（続き）

○ 保育所等において障害のあるこどもの育ちと個別のニーズをともに保障した上で、地域社会への参加・包摂（インクルージョン）を推進していく役割が期待されている。ま
た、訪問先の保育所等が大事にしている理念や支援方法を尊重しながら、訪問支援を進めていくことが求められる。
○ 「児童発達支援ガイドライン」や「放課後等デイサービスガイドライン」の内容を理解するとともに、これに加え、「保育所保育指針」、「幼稚園教育要領」、「幼保連携型認定こ
ども園教育・保育要領」、「小学校学習指導要領」、「中学校学習指導要領」、「高等学校学習指導要領」、「特別支援学校幼稚部教育要領」、「特別支援学校小学部・中学部学習指
導要領」、「特別支援学校高等部学習指導要領」、「放課後児童クラブ運営指針」、「児童館ガイドライン」の内容についても理解し、留意しながら、支援に当たる必要がある。

１．保育所等訪問支援の提供に当たっての留意事項

第 ３ 章 保育所等訪問支援の具体的内容

保育所等訪問支援ガイドライン（令和６年７月）（詳細版③）
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２．保育所等訪問支援の内容

○ 「こども本人に対する支援」の大きな目標は、将来、日常生活や社会生活を円滑に営めるようにするものである。
「こども本人に対する支援」は、訪問先施設や家庭での生活に活かしていくために行われるものであり、訪問先施設に引き継
がれていくものである。
○ このため、 こどもが集団生活の場で安全・安心に過ごすことができるよう、訪問先施設における生活の流れの中で、集団生
活への適応や日常生活動作の支援を行うことが必要である。

こども本人に対する支援（１）

○ 「訪問先施設の職員に対する支援」の大きな目標は、こどもが利用している保育や教育等の集団生活の場において、全てのこ
どもが共に成長できるよう、こどもの育ちと個別のニーズを共に保障した上で、こどもに対し適切な支援や関わりが行われるよ
うにしていくことであり、これらの支援がこどもの将来の円滑な生活の営みにつながっていくものである。
○ このため、訪問先施設のこどもに対する支援力を向上させることができるよう、こどもの発達段階や特性の理解を促すとと
もに、こどもの発達段階や特性を踏まえた関わり方や訪問先施設の環境等について助言を行うことが必要である。

訪問先施設の職員に対する
支援

（２）

○ こどもは、保護者や家庭生活から大きな影響を受けることから、こどもの成長や発達の基盤となる親子関係や家庭生活を安
定・充実させることが、こどもの「育ち」や「暮らし」の安定・充実につながる。
○ このため、家族が安心して子育てを行うとともに、安心してこどもを保育所等に通わせることができるよう、保護者に対し、訪
問先施設におけるこどもの様子や、訪問先施設の職員のこどもへの関わり方などを含め、提供した保育所等訪問支援の内容を
伝えることが必要である。

家族に対する支援（３）

○ 市町村において、２週間に１回程度、ひと月に２回程度の支給量を基本と想定して支給決定されている。
○ 保育所等訪問支援事業所は、これを前提として訪問支援を行っていくが、必ず２週間に１回、ひと月に２回などと機械的に行
うのではなく、個々の障害のあるこどもの状態に応じて柔軟に対応していくする必要がある。
○ 利用するこどもの状況に応じて適切な頻度で訪問できるよう、支給量の適切な設定の観点から、障害児相談支援事業所や市
町村と密に連携していくことが重要である。

訪問頻度（４）

○ 保育所等訪問支援は、保育所等を訪問し、こども本人に対する支援や訪問先施設の職員に対する支援、支援後のカンファレン
ス等におけるフィードバックを行うものであり、支援の提供時間については、保育所等訪問支援計画に定めた上で、30分以上
とすることが求められている。
○ ただし、保育所等訪問支援が、こども本人の行動観察や、集団生活への適応や日常生活動作の支援、訪問先施設のこどもへ
の支援力向上のための支援を丁寧に行うものであることを踏まえると、こども本人や訪問先施設の職員に対する支援は１時間
程度、訪問支援後のカンファレンス等を通じた訪問先施設への報告は30分程度は行うことが基本になると考えられる 。

訪問時間（５）

保育所等に通う障害のあるこどもについて、当該保育所等を訪問し、対象となるこども以外のこどもとの集団生活への適応のために行う、専門的な支援である。支援の対象
となるこどもを集団生活に合わせるのではなく、こどもの特性等に応じた集団生活の環境の調整や活動の流れの変更・工夫が行われるよう進めていくことが必要である。

保育所等訪問支援ガイドライン（令和６年７月）（詳細版④）
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児 童 発 達 支 援 ガ イ ド ラ イ ン ～改訂の概要⑤～

第 ４ 章 保育所等訪問支援計画の作成及び評価
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⑥

⑦
⑧

⑨ ⑩

⑪

保育所等訪問支援計画の作成の流れ

③

⑪

⑪

⑩

相談支援専門員は、訪問先施設に連絡や訪問するなどして実態把握を行うとともに、こどもや家族との面談によ
り、こどもの心身の状況や置かれている環境、日常生活の状況、現に受けている支援、支援の利用の意向等をこ
どもや家族から聴き取った上で、それらに基づいたアセスメントによりニーズを明らかにし、総合的な援助方針
を提案する。

相談支援専門員は、こどもや家族の意向と総合的な援助方針に基づき、個々の支援の目的や内容及び量につい
て検討し、こども又は保護者の同意のもと、障害児支援利用計画案を作成する。

障害児支援利用計画の作成の流れ

①

②

市町村は、作成された障害児支援利用計画案を勘案し、保育所等訪問支援の利用についての支給決定を行う。
③

相談支援専門員は、支援を提供する事業所等を集めた担当者会議を開催する。担当者会議には、こどもや家族、
保育所等訪問支援事業所の児童発達支援管理責任者や職員、他の支援等を利用している場合にはその担当者、そ
の他必要に応じて、訪問先の保育所等の職員、こどもや家族への支援に関係する者が招集される。

④

相談支援専門員は、担当者会議を踏まえ、こども又は保護者の同意のもと障害児支援利用計画を確定し、こども
や保護者をはじめ、支給決定を担当する市町村、事業所等の支援を提供する者に配付し、共有する。

⑤

児童発達支援管理責任者は、こどもや家族への面談や訪問先施設への訪問等により、こど
もの状況や家族の意向に加え、訪問先施設の意向や理念、環境、こどもの訪問先施設での生
活の様子を把握することなど、より多くの側面からアセスメントを実施する必要がある。
※ 可能な範囲で、個別の指導計画・教育支援計画等についても聴き取りを行い、課題を整理する必要。
※ 市町村による支給決定の際の「５領域20項目の調査」の活用が望ましい。

⑥

児童発達支援管理責任者は、障害児支援利用計画やアセスメントを踏まえ、保育所等訪問
支援計画を作成する。
将来に対する見通しを持った上で、障害種別や障害の特性、こどもの発達の段階を丁寧に
把握し、それらに応じた関わり方を考えていくとともに、こどもや保護者の意思の尊重、こど
もの最善の利益の優先考慮の観点を踏まえて作成することが必要である。

⑦

保育所等訪問支援計画の作成に係る個別支援会議の開催に当たっては、こどもの支援に
関わる職員及び訪問先施設の職員を関与させることが必要であり、オンラインの活用も可
能とされている。個別支援会議を欠席する職員がいる場合は、個別支援会議の前後に情報
共有を行ったり意見を求めたりするなど、必ず意見を聴く機会を設けることが重要である。
また、こども本人や保護者の意見を聴くことが求められる。

⑧

保育所等訪問支援計画には、「利用児と家族の生活に対する意向」、「総合的な支援の方
針」、「長期目標」、「短期目標」、「支援目標及び具体的な支援内容等」（「支援目標」、「支援内
容」、「達成時期」、「担当者・提供機関」、「留意事項」）を記載する。
それぞれの記載項目については、こどもと家族の意向とアセスメントを踏まえて、つながり
を持って作成していくことが必要であり、「利用児と家族の生活に対する意向」を踏まえて
「総合的な支援の方針」を設定し、それを受けた「長期目標」と「短期目標」、それを達成するた
めの「支援目標及び具体的な支援内容等」を設定することが必要である。
「支援目標」及び「支援内容」については、インクルージョンの観点を踏まえたものとする必
要があり、保育所等訪問支援そのものがインクルージョンを推進するものであることを踏ま
え、こどもが訪問先施設での生活に適応し、将来の日常生活及び社会生活を円滑に送ること
ができるよう、今の生活と将来の生活の両方を充実させていく観点から組み立てていく必
要がある。 ※ 保育所等訪問支援計画は、障害児相談支援事業所へ交付を行うことが必要である。

⑨

障害児支援利用計画は、一定期間毎に、モニタリングを行うことになっており、各事業所か
ら支援の提供状況や効果について確認した結果、現在の支援がニーズの充足のために適切
でなかったり、当初のニーズが充足してニーズが変化していたり、新たなニーズが確認され
た場合は、必要に応じて担当者会議を開催し、障害児支援利用計画を見直す。

保育所等訪問支援計画は、概ね６か月に１回以上モニタリングを行うことになっているが、
こどもの状態や家庭状況等に変化があった場合には、６か月を待たずしてモニタリングを行
う必要がある。
障害児支援利用計画との整合性のある保育所等訪問支援計画の作成と保育所等訪問支援
の実施が重要であることから、モニタリング時においても、障害児相談支援事業所と相互連
携を図りながら、情報共有を行うことが重要である。
モニタリングにより、保育所等訪問支援計画の見直しが必要であると判断された場合は、
保育所等訪問支援計画の積極的な見直しを行う。

⑩

⑪

支
援
提
供
の
流
れ

保育所等訪問支援ガイドライン（令和６年７月）（詳細版⑤）
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○ 訪問先施設の都合に合わせながら、訪問支援を行うに当たり優先度が高い場面やこどもに支援が必要な時間帯、訪問先施設の職員
が対応の難しさ等を感じている時間に訪問できるようよう調整を行う。

①訪問先施設との日程調整

○こどもの発達段階や障害特性を踏まえながら、こども本人の訪問先施設の職員や他のこどもとの関わりの状況や集団活動への参加の
様子、訪問先施設の環境や職員のこどもに対する接し方など、丁寧に観察を行い、発達の過程を捉え、何が課題となっているのか、ど
のような支援が適切なのか等、検討する。

②行動観察

○ 保育・教育活動の妨げにならないよう十分に配慮しながら、訪問先施設における生活の流れの中で、集団生活への適応や日常生活
動作の支援などを行う。
○ 自由遊びなどの時間に集団から抜き出して、訪問先施設の職員とともに、こどもの発達上のニーズにアプローチしていくなどの方法
も想定される。その際には、集団生活への適応につなげるための、個別的な支援であることを踏まえる必要がある。

③こども本人に対する支援

○ 訪問先施設の職員に対し、こどもとの関わりの中で把握したこどもの強みや、訪問支援員がこどもに対してどのような意図をもって
支援を行ったのかなどについてしっかりと伝えていくことが重要である。また、周囲のこどもとの関係などを考慮した座る位置の決め
方、机や椅子、棚類の位置などを具体的に提案するなどの環境の整備や、活動の組み立てなどの助言、学習発表会や運動会などの行
事への参加方法や練習方法の検討等を行うことも重要である。

④訪問先施設職員に対する支援

○ 訪問先施設とは、なるべくその日のうちにカンファレンスを行い、支援の対象となるこどものニーズや今後の支援の進め方を共有す
る（オンラインの実施でも可能）。
○ 具体的には、保育所等訪問支援事業所から、今回訪問時における支援の内容のフィードバックや、次回訪問時までに訪問先施設にお
いて取り組むべき課題、こどもとの関わりにおいて留意すべき点などについて伝達することが重要である。

⑤カンファレンス（訪問先施設への報告等）

○ 訪問先施設におけるこどもの様子や、訪問先施設の職員のこどもへの関わり方などを含め、提供した保育所等訪問支援の内容を
しっかりと伝えることに加え、家庭生活で活かせるような内容についても丁寧に伝えていく視点が重要である。
○ 保護者への報告に当たっては、保護者の負担に配慮しつつ、柔軟な方法で対応していく必要がある。

⑥保護者への報告

○ 保育所等訪問支援計画に基づき提供した支援の内容やこどもの様子、訪問先施設の職員に対する助言の内容などを具体的に記録す
る。保護者の承諾を得た上で、こどもの写真を撮り、記録することも考えられる。
○ 作成した記録については、必要に応じて、訪問先施設や保護者に共有することも考えられる。

⑦訪問支援の記録

支援の実施（支援実施の流れ）

モニタリングに基づく保育所等訪問支援計画の見直し及び保育所等訪問支援の終結

○ 保育所等訪問支援計画の支援目標の大幅な変更や保育所等訪問支援の終結に当たっては、保育所等訪問支援事業所から家族や障害児相談支援事業所、訪問先の保育所
等との連絡調整を実施し、障害児支援利用計画の変更等を促す。
○ 支援終了のポイントとしては、目標が達成された場合（※）や、就学や転園・転校など、現在通っている保育所等へ通うことがなくなった場合などが想定されるが、これに当
てはまるからといって一律に終了と判断するのではなく、こどもや家族のニーズを丁寧に把握した上で、支援の継続の要否を判断する必要がある。
（※） 保育所等の職員のこどもの障害や特性に関する理解が深まり、保育所等においてこどもに適した環境や活動を設定でき、職員が安心して楽しみながらこどもと関われるようになったり、
保護者が保育所等を信頼し安心してこどもを任せることができるようになったりするなどの様子が見られた場合

保育所等訪問支援ガイドライン（令和６年７月）（詳細版⑥）
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～改訂の概要⑥～

第 ５ 章 関係機関との連携

〇 障害のあるこどもの発達支援は、こども本人を支援の輪の中心として考え、訪問先施設をはじめとした様々な関係者や関係機関が関与して行われる必要があり、これらの
関係者や関係機関は連携を密にし、適切に情報を共有することにより、障害のあるこどもに対する理解を深めることが必要である。
○ このため、保育所等訪問支援事業所は、日頃から、関係機関との連携を図り、保育所等訪問支援が必要なこどもが、円滑に保育所等訪問支援の利用に繋がるようにすると
ともに、その後も、こどもの支援が保育所や学校等に適切に移行され、支援が引き継がれていくことが必要である。
〇 セルフプランにより複数の事業所等を利用するこどもについては、適切な障害児支援の利用の観点から、利用する全ての事業所間において、こどもの状態や支援状況の共
有等を行うなど、特に連携を図ることが重要である。

市町村

支援の必要なこどもと家族を地域全体で支えていくため、
地域のニーズや資源等を把握し、地域全体の支援の体制整
備を行う市町村との連携が必要。
市町村に対し、保育所等訪問支援の制度についての地域
への周知が効果的に行われるよう、具体的な提案をするな
ど働きかけていくことも重要。 こども家庭センター・児童相談所

こども家庭センターによる支援が必要な場合や既に支
援が行われている場合のこども家庭センターとの連携や、
虐待が疑われる場合の児童相談所等との連携が必要。

児童発達支援センター

地域のインクルージョン推進の中核機能を担う児童発達
支援センターとよく連携を図りながら、地域全体の障害の
あるこどもへの支援力の向上に努めることが重要。
日々の支援の中で把握した地域のニーズや得た知見等を
互いに共有するなど、児童発達支援センターによる保育所
等訪問支援との連携を図りながら、地域全体の障害児支援
の質の向上に努めることが望ましい。

児童発達支援・放課後等デイサービス

こどもの状態像や必要な支援の見立てについて共通認
識を持つとともに、支援内容を相互に理解し、こどもの育
ちや暮らしの連続性を図り、円滑な移行や移行後の集団生
活における適切な支援を進めることが重要。

（自立支援）協議会

（自立支援）協議会こども部会等への参加による連携が
必要。
自治会の会合等へ参加することや、地域のボランティア
組織と連絡を密にすること等の対応が必要。

保育所・学校等（訪問先施設）

保育所等訪問支援計画の作成に当たっての個別支援会
議における連携のほか、保育所等訪問支援計画と個別の
指導計画・教育支援計画等を含め、こどもの発達支援の連
続性を図るため、保護者の同意を得た上で、こども本人の
発達の状況や障害の特性、それぞれの支援内容等につい
て情報を共有しながら相互理解を図り、訪問先施設との共
通理解のもとで、保育所等訪問支援を行うことが必要。

保育所等訪問支援と類似する事業の実施機関

都道府県や市町村が実施する「地域障害児支援体制強化
事業」や「障害児等療育支援事業」を提供する機関と連携
を図りながら、役割分担を行い、取組を進めていくことが
重要。

保育所等訪問支援

児童発達支援ガイドライン（詳細版⑥）保育所等訪問支援ガイドライン（令和６年７月）（詳細版⑦）
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第 ７ 章 支援の質の向上と権利擁護

第 ６ 章 保育所等訪問支援の提供体制

○ 自己評価については、従業者評価、保護者評価及び訪問
先施設評価を踏まえ、全職員による共通理解の下で、事業
所全体で行う必要がある。

○ 事業所は、従業者評価、訪問先施設評価及び保護者評価
を踏まえた事業所全体としての自己評価の結果、さらに強
化・充実を図るべき点（事業所の強み）や、課題や改善すべ
き点（事業所の弱み）を職員全員の共通理解の下で分析し、
課題や改善すべき点と考えられる事項について、速やかに
その改善を図る必要がある。

○ 事業所の自己評価の結果、保護者評価の結果及び訪問先
施設評価の結果並びにこれらの評価を受けて行った改善
の内容については、概ね１年に１回以上、保護者及び訪問先
施設に示すとともに、広く地域に向けて、インターネットの
ホームページや会報等で公表しなければならない。保護者
に示す方法としては、事業所で発行している通信に掲載し
たり、事業所内の保護者の目につきやすい場所に掲示した
りする方法が、訪問先施設に示す方法としては、インター
ネットのホームページ等の掲載場所を案内したり、事業所で
発行している通信に掲載した場合は当該通信を渡したりす
る方法が考えられる。

○ 事業所は、自己評価の結果、保護者評価の結果及び訪問
先施設評価の結果並びにこれらの評価を受けて明らかに
なった事業所の強みや弱みを踏まえ、全職員が一体となっ
て、日々の支援の中で、さらなる支援の充実や改善に向け
て取組を進めていく必要がある。

自己評価の実
施・公表・活用

＜虐待防止の取組＞
○ 虐待防止委員会の定期的な開催やその結果の職員への周
知徹底、職員に対する研修の定期的な実施やこれらの措置を
適切に実施するための担当者の配置が必要である。

〇 職員からの虐待（特に性的虐待）は、密室化した場所で起こ
りやすいことから、設置者・管理者は、訪問先施設において、
密室化した場所での支援の提供の機会を極力作らないよう、
訪問先施設と連携し、常に周囲の目が届く範囲で支援を実施
できるようにする必要がある。

○ 職員は、訪問先施設の職員による虐待を発見した場合は、
自治体に相談するなどの対応が考えられる。

＜身体拘束への対応＞
○ 身体拘束等の適正化を図る措置（①身体拘束等の記録、②
身体拘束適正化検討委員会の定期開催、③指針の整備、④研
修の実施）を講じる必要がある。

権利擁護

○ 訪問先施設に滞在する間は、訪問先施設の定める運営規
程等に従うことが必要であり、事前に訪問先施設に確認の
上、ルールやマニュアル等も確認し、訪問する職員に周知徹
底しておくことが必要である。
〇 衛生管理：感染症対応として、対策を検討する委員会の定
期的な開催や、指針の整備、研修や訓練の定期的な実施、業
務継続計画（BCP）の策定が必要である。
〇 安全管理対策：安全計画の策定・訪問先施設との共有、事
故発生時の都道府県・市町村・家族等への報告、訪問先施設
における事故発生時の対応方法の事前確認が必要である。

衛生管理・
安全管理対策等

○ 訪問先施設が、障害のあるこどもに対する理解を深め、安心
して障害のあるこどもと関わることができるようになるため
に、提供する支援の内容を訪問先施設とともに考える姿勢を
持ち、訪問先施設の職員に対する丁寧な説明を常に心がけ、
訪問先施設の悩みや困りごとに寄り添い、大事にしている理
念や支援手法を尊重しながら、積極的なコミュニケーション
を図る必要がある。

○ 訪問先施設が相談しやすいような関係性や雰囲気をつくっ
ていくことが必要である。そのためには、日頃から訪問先施
設と意思疎通を図りながら、信頼関係を構築していくことが
重要である。

訪問先施設との
関わり

○ 職員の資質の向上の支援に関する計画を策定し、その計画
に係る研修の実施又は研修の機会を確保することが必要で
ある。

○ 研修の実施・参加等のほか、強度行動障害支援者養成研修
や中核的人材養成研修の受講（強度行動障害のあるこどもへ
の適切な支援のため）も必要である。

○ 児童発達支援センターによるスーパーバイズ・コンサルテー
ションを受けることにより、対応が難しいこどもや家族をはじ
め、個別ケースへの支援も含め、支援の質の向上につなげて
いくことが望ましい。

支援の質の向上の
取組

保育所等訪問支援ガイドライン（令和６年７月）（詳細版⑧）
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こ 支 障 第 1 6 9 号 

令 和 ６ 年 ７ 月 ４ 日 

都道府県 

   指定都市       

中核市      

   児童相談所設置市 

 

こども家庭庁支援局長 

（ 公 印 省 略 ） 

 

 

障害児支援における安全管理について 

 

 障害児支援行政の推進につきましては、日頃より御尽力を賜り厚く御礼申し

上げます。 

 障害児通所支援事業所や障害児入所施設等（以下「事業所等」という。）にお

ける安全の確保に関する取組については、児童福祉法（昭和 22年法律第 164号）

において、都道府県が条例で定めることとされている指定通所支援の事業及び

運営に関する基準並びに指定障害児入所施設等の設備及び運営に関する基準の

うち、「児童の安全の確保」に関するものについては、国が定める基準（府令）

に従わなければならないこととされており、国が定める基準（府令）（※１）に

おいて、こどもの安全の確保を図るため、安全計画の策定が義務付けられている

ところです。 

 また、事故発生時には、速やかに、都道府県、市町村（障害児通所支援事業所

のみ）、家族等に連絡を行うとともに、必要な措置を講じなければならないこと

とされています。 

さらに、今般、令和５年度子ども・子育て支援等推進調査研究事業「障害児支

援における安全管理等に関する調査研究」において、「障害児支援における安全

管理に関するガイドライン（案）」（以下「ガイドライン（案）」という。）が策定

されました。 
障害児支援における安全の確保に関する取組については、既に、「児童福祉施

設における事故防止について」（昭和 46 年７月 31 日児発第 418 号厚生省児童家

庭局長通知）や「福祉サービスにおける危機管理（リスクマネジメント）に関す

る取り組み指針」（平成 14 年３月 28 日福祉サービスにおける危機管理に関する

検討会）、「障害児通所支援事業所等における安全計画の策定に関する留意事項

等について」（令和５年７月４日こども家庭庁支援局障害児支援課事務連絡）等

において示しておりましたが、今般、改めて、安全計画の策定をはじめとした安

全管理対策や日々の支援における事故防止の取組、事故発生時の地方自治体へ

の報告や事故発生後の対応について、下記のとおり整理するとともに、ガイドラ

イン（案）を踏まえ「障害児支援の安全管理に関するガイドライン」を策定しま

した。 

各 障害児支援主管部(局) 御中 
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ガイドラインにおいては、特に重大事故が発生しやすい場面ごとの注意点や、

事故が発生した場合の具体的な対応方法等を盛り込んでおり、これを各事業所

等における安全管理対策の参考としていただくよう、各都道府県におかれては、

当該内容を十分御了知の上、貴管内の市町村及び事業所等に対して、各指定都市、

中核市及び児童相談所設置市におかれては、当該内容を十分御了知の上、貴管内

の事業所等に対して、遺漏なく周知していただくようお願いします。 
なお、本調査研究の報告書において、「障害児入所施設・障害児通所支援事業

所においても、教育・保育施設等と同じく国へ重大事故を報告する仕組みが重要

である。重大事故の実態や要因の把握・分析のため、報告された重大事故に関す

る情報は集約・データベース化されることが必要である」と提言されていること

も踏まえ、事故防止や再発防止策を推進し、よりこどもの安全確保の取組を進め

ていく観点から、今後、教育・保育施設等と同様に、国に重大事故を報告する仕

組み及び事故情報を集約し公表する仕組みの構築について検討していくことと

しています。 

これらの仕組みについては、検討が進み次第、追ってお示しすることとしてお

りますが、基本的には、教育・保育施設等と同様の仕組み（※２）の導入を検討

していくこととしておりますので、仕組みの導入に向けての準備の観点から、今

後、国が重大事故の報告を求めるに当たっての様式のイメージとして、教育・保

育施設等における重大事故の国への報告様式（別紙２）をお示しします。 

 

（※１）下記の３府令 

・ 児童福祉法に基づく指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営に関す

る基準（平成 24 年厚生労働省令第 15 号） 

・ 児童福祉法に基づく指定障害児入所施設等の人員、設備及び運営に関す

る基準（平成 24 年厚生労働省令第 16 号） 

・ 児童福祉施設の設備及び運営に関する基準（昭和23年厚生省令第63号） 

 

（※２）教育・保育施設等（※）においては、「教育・保育施設等における事故

の報告等について」（令和６年３月 22 日こ成安第 36 号、５教参学第 39 号）

等に基づき、教育・保育施設等で重大事故（①死亡事故、②意識不明事故、

③治療に要する期間が 30 日以上の負傷や疾病を伴う重篤な事故）が発生し

た場合、市町村・都道府県を通じて、国への報告が必要とされており、国に

おいて集約した事故情報は、「教育・保育施設等における事故情報データベ

ース」として、こども家庭庁 Web サイトで公表している。 

  URL:https://www.cfa.go.jp/policies/child-safety/effort/database/  
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（※）以下の施設・事業をいう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（別添資料） 

 別紙１ 「障害児支援の安全管理に関するガイドライン」 

 別紙２ 教育・保育施設等における重大事故の国への報告様式 

 

（参考） 

URL:「障害児支援における安全管理等に関する調査研究」報告書 

 

記 

 
１．安全計画の策定等について 

〇 指定障害児通所支援事業所及び指定障害児入所施設等（以下「事業所等」と

いう。）は、障害児の安全の確保を図るため、指定基準（※）において、 

・ 事業所等の設備の安全点検、職員や障害児等に対する事業所等外での活動、

取組等を含めた事業所等での生活その他の日常生活における安全に関する

指導、職員の研修及び訓練その他事業所等における安全に関する事項につ

いての計画（以下単に「安全計画」という）を策定し、当該安全計画に従

い必要な措置を講じること 

・ 職員に対し、安全計画について周知するとともに、職員の研修及び   

訓練を定期的に実施すること 

・ 定期的に安全計画の見直しを行い、必要に応じて安全計画の変更を行うこ

と 

 とされている（令和６年４月１日から義務化）。 

 

 （※）下記の２府令 

・ 児童福祉法に基づく指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営に関する

基準 

・ 児童福祉法に基づく指定障害児入所施設等の人員、設備及び運営に関する

基準 

 

・認定こども園（幼保連携型、幼稚園型、保育所型、地方裁量型）  

・幼稚園 ・認可保育所         ・小規模保育事業  

・家庭的保育事業           ・居宅訪問型保育事業  

・事業所内保育事業（認可）           ・一時預かり事業  

・病児保育事業                     

・子育て援助活動支援事業（ファミリー・サポート・センター事業）  

・子育て短期支援事業（ショートステイ、トワイライトステイ）  

・放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ） 

・認可外保育施設（企業主導型保育施設、地方単独保育施設、その他の認可外保育施設） 

・認可外の居宅訪問型保育事業 
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〇 安全計画の具体的な内容としては、 

・ 事業所等の設備（備品、遊具、防火設備、避難経路等）や、散歩コースや

公園など定期的に利用する場所も含めた事業所等内の安全点検 

・ 通常の支援の場面、リスクが高い場面（午睡、食事、プール・水遊び等）、

緊急対応が必要な場面（災害、不審者の侵入、火事等）における役割分担

や留意点を明確にしたマニュアルの策定・共有 

・ こどもに対する安全対策の周知（事業所等の生活における安全、災害や事

故発生時の対応、交通安全等） 

・ 保護者に対する説明・情報共有（安全計画や安全に関する取組の説明・共

有等） 

・ 職員の研修・訓練（地震・火災・地域特性に応じた様々な災害を想定した

避難訓練、救急対応の実技講習、不審者の侵入を想定した実践的な訓練、

事故予防に関する研修の受講等） 

・ 再発防止策の徹底（ヒヤリ・ハット事例の収集・分析・対策や職員間での

共有等） 

・ その他の安全確保に向けた取組（地域住民や地域の関係者・関係機関と連

携した取組、登降園システムを活用した安全管理等） 

などが挙げられる。 

 

（安全計画） 

〇 事業所等においては、安全確保に関する取組を計画的に実施するため、地方

自治体から発出されている事務連絡等も参考にしながら、各年度において、当

該年度が始まる前に、安全計画を定めることが求められている。 

 

〇 安全計画の策定に当たっては、「障害児通所支援事業所等における安全計画

の策定に関する留意事項等について」（令和５年７月４日こども家庭庁支援局

障害児支援課事務連絡）を参考にするとともに、安全計画の記載例については、

ガイドラインを参考にすること。 

【参考：安全計画の作成の例 ガイドラインｐ37～40】 

 

（安全点検） 

○ 事業所等の設備等の安全点検については、安全計画やマニュアルの策定時

のみならず、少なくとも毎学期１回（年３回）以上の頻度で定期的に点検を

行うことが重要である。安全点検の際には、事前に、活動や事業所等の状況

に応じたチェックリストを活用し、一人ではなく複数名で点検することが望

ましい。 

  安全点検の結果、危険箇所が見つかった場合には、すぐに対策について話し

合い、改善策を講じるとともに、日頃から、事業所等や活動の中で、安全が

確保されるよう環境整備を進めることも必要である。 

【参考：安全管理のチェックリストの例 ガイドラインｐ41、42】 

 

（マニュアル策定・共有） 
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○ 活動や事業所等の状況に応じ、リスクが高い場面（例：午睡、食事、プール・

水遊び、移動、送迎、事業所外活動時等）、緊急対応が必要な場面（災害、不

審者の侵入、火事や事故等）など、各場面に応じた、役割分担や留意点を明

確にした安全管理に関するマニュアルを作成し、職員に周知徹底するととも

に、対応が必要な際にすぐに確認できるよう、目に留まる場所に掲示してお

くことが必要である。 

○ 定期的な見直しとあわせて、緊急時に職員が適切に対応できるよう、平時か

らマニュアルの内容の確認や実践につながる訓練等の実施を行うことも必要

である。 

【参考：緊急時の対応・体制の確認 ガイドラインｐ34】 

【参考：災害時対応マニュアルの例 ガイドラインｐ47、48】 

 

（こどもに対する安全対策の周知） 

〇 こどもの特性や発達に応じた方法により、こども自身が安全や危険を認識

しやすいようにするとともに、災害や事故発生時の約束事や行動の仕方につ

いて伝えることが重要である。 

【参考：こどもに対する安全対策の周知 ガイドラインｐ７】 

 

（保護者に対する説明・情報共有） 

〇 事業所等内や活動における事故のリスクや、事故発生時の対応を含む事業

所等の安全管理について、契約時等に保護者に説明しておくことが重要であ

る。 

【参考：保護者への説明・共有 ガイドラインｐ７、８】 

 

（職員の研修・訓練） 

〇 安全計画やマニュアルを体得できるよう、例えば、読み合わせをする、指差

し確認をする、ロールプレイング等の実践的な研修や訓練を行うなどといっ

た取組が重要である。その際、状況に応じた対応ができるよう、例えば、災

害に関する避難訓練は、地震・火災だけでなく、地域特性に応じた様々な災

害を想定して具体的に行うことや、救急対応（心肺蘇生法、気道内異物除去、

ＡＥＤ（自動体外式除細動器）、「エピペン®」等の使用）や送迎時の安全等に

ついても実技講習を行うことなど、実践的な研修・訓練を行うことが重要で

ある。 

〇 地方自治体が行う研修や訓練（オンラインで共有されている事故予防に資

する研修動画も含む。）については、常勤・非常勤にかかわらず、事業所等の

全職員が受講することが重要である。 

【参考：全従業員を対象とした実践的な訓練や研修の実施 ガイドラインｐ６、７】 

 

（地域住民や地域の関係者・関係機関との連携） 

○ 事故発生時の協力体制や連絡体制を整えるとともに、関係づくりに日頃か

ら努める必要がある。行方不明時の捜索、災害時の協力等、地域の人など職員

以外の力を借り、こどもの安全を守る必要が生じる場合もあることから、事故
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発生時の協力体制や連絡体制を整えるとともに、日頃から顔の見える関係づ

くりを進め、緊急時の協力・援助の依頼についても検討しておくことが重要で

ある。 

【参考：地域や関係機関等との連携 ガイドラインｐ８】 

 

（安全管理に関する組織的体制） 

○ 事故の発生防止は組織で対応することが重要であり、事業所等の管理者等

によるリーダーシップの下、組織的に対応できる体制（例：安全管理委員会

の設置や責任者・担当者の配置等）を進めることが重要である。 

【参考：安全管理に関する組織的な体制、安全管理委員会の設置   

ガイドラインｐ５、６】 

 

２．日々の支援における事故防止の取組について 

○ 「障害児支援における安全管理等に関する調査研究」報告書においては、発 

生する事故について、サービスごとに、以下のような傾向がみられたと報告さ

れている。 

【児童発達支援センターや児童発達支援事業所】 

重篤な事故は、食事中の誤嚥や窒息、自らの転倒・衝突、遊具・窓等か

らの転落・落下、アナフィラキシー・アレルギー等により発生している。

また、自らの転倒・衝突、こども同士の衝突、他児からの危害、玩具・遊

戯施設・設備の安全上の不備等で、事故が起こりやすい状況にある。 

 
【放課後等デイサービス事業所】 

重篤な事故は、行方不明・見失い中（溺水等）、食事中の誤嚥や窒息、

遊具・窓等からの転落・落下、医療的ケアに関すること、病気（てんかん

発作等を含む。）、自らの転倒・衝突、こども同士の衝突、交通事故等によ

り発生している。 

 

【障害児入所施設】 

全体に事故の発生率が高くなっており、生活全般で幅広い安全対策を

行う必要がある。 

 
○ また、支援の時間が長くなることや、集団支援を行う場合には、より事故が

起こりやすい傾向があったことも報告されている。 

 

（場面ごとの注意点） 

○ まずは、事業所等の活動内容や１日・年間のスケジュール、場所・環境を振

り返り、それぞれの場面に、どのような危険があるかなどについて、事業所等

内で話し合い、全職員で共通認識を図ることが重要である。 

〇 その上で、午睡、食事、プール・水遊び、移動、送迎、事業所外活動時など、

活動の場所や内容を踏まえ、活動の場面に応じて、事故の発生防止に取り組む
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ことが重要である（※）。 

 

 （※）活動場面と事故の発生防止の取組例 

活動場面 事故の発生防止の取組例 

睡眠 仰向け寝、口の中の異物の有無の確認 

定期的なこどもの呼吸・体位・睡眠状態の確認 

食事 こどもの咀嚼・嚥下機能や食行動の発達状況、喫

食状況、アレルギー等の情報の職員間の共有等 

プール・水遊び 監視者とプール指導者を分けて配置、 

色のはっきりした帽子等の装着等 

送迎時 チェックシートの運転手席への備え付け、 

目視、点呼、乗降車確認、記録等 

散歩・外遊び 手をつなぐ等の配慮、常時の人数確認、 

飛び出しの危険があるこどもの場合は必要に応

じて一対一対応、先頭と最後に職員を配置等 

 

【参考：事故の発生防止・予防・対応のための場面ごとの注意点       

ガイドラインｐ９～30】 

 

（障害の特性に応じた留意事項） 

○ それぞれのこどもの障害特性、発達、興味関心等を理解することは、危険の

予測や事故の防止につながる。そのため、こどもの障害特性や発達の段階等の

理解を深め、こどもに関わる全ての職員で漏れなく共有し、支援に当たること

が必要である。 

【参考：障害の特性に応じて留意する事項 ガイドラインｐ32、33】 

 

３．事故発生時の地方自治体への報告について 

〇 事業所等は、指定基準において、支援の提供により事故が発生した場合は、

速やかに、 

・ 障害児通所支援事業所の場合は、都道府県、市町村、当該こどもの家族等

に、 

・ 障害児入所施設等の場合は、都道府県、当該こどもの家族等に、 

連絡を行うとともに、必要な措置を講じなければならないこととされている。 

 

〇 事業所等は、事故発生に適切に対応できるよう、 

・ 障害児通所支援事業所の場合は、指定権者である都道府県並びに支給決定

の実施主体である市町村及び当該事業所の所在する市町村が、 

・ 障害児入所施設等の場合は、指定権者及び支給決定の実施主体である都道

府県が、 
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どのような事故の場合に報告を求めているかや、事故が発生した場合にどのよ

うな方法により報告を求めているかについて、必ず都道府県や市町村のホーム

ページ等で確認し、適切な対応を行う必要がある。 

 

〇 また、事業所等は、当該事故が消費者事故等（※）に該当する場合は、消費

者安全法（平成 21 年法律第 50 号）に基づき、消費者庁に対し通知しなければ

ならないこととされており、詳細は、「消費者事故等の通知の運用マニュアル」

を参照すること。 

（※）消費生活において消費者に被害が発生した事故や事故を引き起こすよう

な事態のことであり、消費者の生命・身体に被害を与えるものと財産に影

響を与えるものとがある。 

【参考資料】消費者庁「消費者事故との通知の運用マニュアル」（平成 21

年 10 月 28 日制定） 

URL:https://www.caa.go.jp/policies/policy/consumer_safety/centralization_of_a
ccident_information/assets/centralization_of_accident_information_240312_01.p
df 
 

 

４．事故発生後の対応について 

（１）事業所等の対応 

〇 事業所等は、事故が発生した場合は、事故後の検証を行い、事故の要因等

を分析し、これまでの取組について改善すべき点を検討し、事故の再発防止

の取組を進めることが求められる。 

 

〇 具体的には、事故後の検証を踏まえ、 

・ 既に発生した事故が防げるものだったのか 

・ 今後、類似の事故の発生を防止するためには何をすべきか 

という視点で、具体的に再発防止策の検討を行うことが必要である。 

 

〇 策定した再発防止策については、事業所等の安全点検の実施箇所や安全管

理のマニュアル等に確実に反映させるとともに、従業者間での共有を図り、

その後の取組状況に応じて、随時見直しを図ることが必要である。 

 

〇 事業所等においては、死亡事故等の重大事故はもとより、それ以外の事故

（地方自治体で検証を行わない重大事故や重大事故以外の事故）であっても、

自ら事故後の検証を行い、事故の再発防止の取組を進めることが重要である。 

 

○ また、ヒヤリ・ハット事例の収集・分析も、重大事故の発生を防止する上

で非常に有効である。ヒヤリ・ハット事例を報告する組織内の仕組み（報告

手順や様式等）を整えるとともに、報告しやすい雰囲気づくりや、定期的な
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職員会議等におけるヒヤリ・ハット事例や安全対策についての共有等も重要

である。 

【参考：ヒヤリ・ハット事例の収集・分析の重要性 ガイドラインｐ５】 

 

（２）地方自治体の対応 

〇 事故の報告を受けた都道府県や市町村は、死亡事故等の重大事故が発生し

た場合は、情報収集や事業所等の安全確保の指導等を行うことが必要である。 

 

〇 死亡事故等の重大事故の場合は、事故後の検証を行い、事故の要因等を分

析し、事業所等に対し、再発防止策の検討を求め、事業所等から報告を受け

ながら、重大事故の再発防止の取組を進めることが求められる。 

 

以上 
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はじめに 
 
 安全があってこそ、よりよい支援ができます。こどもたちの安全を守る事は何より大事
なことです。こどもが成長していく過程でけがが一切発生しないことは現実的には考えに
くいものですが、特に、死亡や重篤な事故が起きないよう、事故の予防と事故後の適切な
対応は重要です。 

令和 4 年改正児童福祉法においては、都道府県等が条例で定めることとされている児童
福祉施設等の運営に関する基準のうち、「児童の安全の確保」に関するものについては、
国が定める基準（省令）に従わなければならないこととする改正が行われました。これに
伴い、障害児通所支援・入所支援においても、令和５年４月１日より、安全に関する事項
についての計画（以下「安全計画」という。）を各事業所等において策定することが努力
義務とされ、令和６年４月１日からは義務化されています。 

このような状況を踏まえて、本ガイドラインでは、障害児支援に関わる事業所・施設
（以下「事業所等」という。）が、安全計画やマニュアルの作成を含む事故防止のための
安全対策を各事業所等で講じる上で参考となる基本的な内容をとりまとめました。 

事故の予防と事故後の適切な対応をするには、マニュアルの作成や環境整備のほか、ヒ
ヤリ・ハットとその振り返りから得られる重大事故の予防、こども一人一人の理解、障害
に関する理解、組織や体制の構築、人材育成、時間的・人的な余裕、職員間や組織内外の
コミュニケーション等、様々な要素を重ね合わせ安全に関する取り組みを進めていく必要
があります。 

本ガイドラインを参考にして、各事業所等に適した形で安全管理に取り組んでいただく
ことで、事故をできるだけ減らし、特に、死亡や重篤な事故が起きないよう、こどもの安
全が守られることを切に願います。 

なお、本ガイドラインは、今後の運用状況等を踏まえて、見直しを行うべきものと考え
ています。 
 
（注１）このガイドラインが主として念頭に置いている対象は障害児入所施設及び障害児

通所支援事業所ですが、保育所等で障害児支援に携わる場合にも参考となるべき内容
を盛り込んでいます。 

（注２）本ガイドラインは、「障害児支援における安全管理等に関する調査研究（令和５
年度子ども・子育て支援等推進調査研究事業）」により作成されたものです。 
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１．障害児支援における事故・安全管理の現状 
 

本調査研究の一環として実施したアンケート調査によると、障害児支援においては、食
事中の誤嚥や窒息、行方不明・見失い中の事故（溺水等）、入所施設における夜間睡眠中
の事故、転倒や衝突、食事等によるアナフィラキシー・アレルギー反応によるもの、遊
具・窓等からの落下、医療的ケアに関する事故等の痛ましく重篤な事故が発生している。 

事故の起こりやすさや事故の誘因・発生状況は、事業所等の種別、支援内容、利用時間、
組織や体制、利用しているこどもの特性など様々な要因が影響を与えているが、事業種別
にみると、次のような傾向がみられる。 

児童発達支援センター、児童発達支援事業所においては、重篤な事故は、食事中の誤嚥
や窒息、自らの転倒・衝突、遊具・窓等からの転落・落下、食事等によるアナフィラキシ
ー・アレルギー反応等で発生している。また、自らの転倒・衝突、こどもの同士の衝突、
他児からの危害、玩具・遊戯施設・設備の安全上の不備等で、事故が起こりやすい状況に
ある。支援の時間が長くなることや、集団支援を行う場合には、より事故が起こりやすい
傾向があり、特に注意が必要である。 

放課後等デイサービスにおいては、重篤な事故は、行方不明・見失い中（溺水等）、食
事中の誤嚥や窒息、遊具・窓等からの転落・落下、医療的ケアに関すること、病気（てん
かん発作等を含む）、自らの転倒・衝突、こどもの同士の衝突、交通事故等で発生してい
る。 

障害児入所施設では、全体に事故の発生率が高くなっており、生活全般で幅広い安全対
策を行う必要がある。 

以上のようなおおよその傾向はあるものの、これらに限らず、実際には、様々な場面で
事故は発生している。事故をできるだけ減らし、特に、死亡や重篤な事故が起きないよう
にしていただくためには、本ガイドラインを参考にして、各事業所等に適した形で安全管
理に取り組み、事故の予防と事故後の適切な対応していただく必要がある。 
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２．障害児支援における安全管理のポイント 
 

安全計画の策定 
令和 4 年改正児童福祉法においては、都道府県等が条例で定めることとされている児童

福祉施設等の運営に関する基準のうち、「児童の安全の確保」に関するものについては、
国が定める基準（省令）に従わなければならないこととする改正が行われた。これに伴い、
障害児通所支援・入所支援においても、令和５年４月１日より、安全に関する事項につい
ての計画（以下「安全計画」という。）を各事業所等において策定することが努力義務と
され、令和６年４月１日からは義務化されている。 

事業所等は、安全確保に関する取組を計画的に実施するため、各年度において、当該年
度が始まる前に、施設・設備・園外環境（散歩コースや緊急避難先等）の安全点検、マニ
ュアルの策定・共有、児童への安全指導（事業所等の生活における安全、災害や事故発生
時の対応、交通安全等）、保護者への説明・共有、訓練・研修、再発防止策の徹底（ヒヤ
リ・ハット事例の収集・分析及び対策とその共有の方法等）、その他の安全確保に向けた
取組（地域住民や地域の関係者と連携した取組、登降園管理システムを活用した安全管理
等）等についての年間スケジュール（安全計画）を策定する。 

本ガイドラインを参照いただくとともに、自治体から発出されている事務連絡やお知ら
せ等も参考にし、それぞれの事業所等に合った安全計画を各事業所等で作成する。 

【安全計画の作成の例 P.37～】 
 
定期的な安全確認・点検、環境整備 

活動や事業所等の設備や危険箇所は、安全計画やマニュアル策定時のみならず年間の計
画の中で、少なくとも毎学期 1 回（年 3 回）以上の頻度で定期的に確認・点検することが
重要である。確認・点検の際には、事前に活動や事業所等の状態に合わせたチェックリス
トを活用し、一人ではなく複数の人で確認することが望ましい。また、職員自身が安全確
認・点検に参加することは、現場に即した安全管理につながるのみならず、各職員の安全
管理の意識向上にもつながるため、安全確認・点検に職員自身の参画を促す。第三者によ
る確認も効果的である。危険個所が見つかった場合には、すぐに対策を話し合い、改善策
を講じる。併せて、日常的な環境整備も重要である。見えるところだけではなく見えない
死角（例：棚の中、冷蔵庫、洗濯機等）の確認や、こどもの目線やこどもの特性に合わせ
た確認を行う。窓際の家具等を設置にあたっても、こどもの目線やこどもの特性に合わせ
た安全確認を行う。 

【チェックリストの例 P.41～】 
 
場面ごとの注意点 

事業所等によって活動内容、スケジュール、場所・環境は様々であるため、まずは、自
分の事業所等の活動内容や１日・年間のスケジュール、場所・環境を振り返り、どのよう
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な危険があるかを事業所等内で話し合い、認識することが重要である。その認識をした上
で、活動場所・内容等に留意した事故の発生防止に取り組むことが重要である。例えば、
送迎、睡眠中、プール活動・水遊び中、食事中、夏の屋外活動や閉鎖空間等の事故がおこ
りやすい場面・場所等については、特に本ガイドラインで提示している注意事項等も参考
に対応することが求められる。 

【事故の発生防止・予防・対応のための場面ごとの注意点 P.9～】 
 
基本的なマニュアルの策定と活用 

活動や事業所等の実情に応じ、リスクの高い場面（例：食事、プール、移動時、送迎、
屋外活動等）について職員が気をつけるべき点、役割等を明確にした安全管理に関するマ
ニュアルを作成する。作成にあたっては実際の運用を念頭におく。また、緊急時（災害、
不審者の侵入、火事、事故が起こった場合等）に、誰が何をすべきかの役割、連絡先、避
難先等を具体的にしておく。緊急時マニュアルは、緊急時にすぐ確認できるよう、簡潔で
わかりやすいものを作成し、目につく場所に掲示しておく。また、マニュアルは定期的に
見直すとともに、平時から内容の確認や実践につながる訓練等も実施する。 
 
ヒヤリ・ハット事例の収集・分析の重要性 

１件の重大事故の背後には、重大事故に至らなかった 29 件の軽微な事故が隠れており、
さらにその背後には 300 件のヒヤリ・ハットが隠れていると言われている。ヒヤリ・ハッ
トの収集・分析は重大な事故を予防するうえで非常に有効である。 

まずは、ヒヤリ・ハットを報告する組織内の仕組み（報告手順や様式等）を整えるとと
もに、報告しやすい雰囲気作りや事業所等内の文化の醸成も重要である。 

報告のあったヒヤリ・ハットについては、重大事故が発生するリスクについての要因の
分析を行い、対策を講じる。 

ヒヤリ・ハットについては、転倒しそうだった、把握漏れになりそうだったというよう
な、結果には繋がらなかったものの事故につながる可能性があったものも積極的にヒヤ
リ・ハットとして共有することで、事故の防止につながる。 

定期的な職員会議、研修等の場を活用して、事業所等内のヒヤリ・ハットや安全対策に
ついて、職員への情報共有・周知を行う。全職員が集まる機会のない事業所等では、回覧
や掲示板等のツールも活用して周知・共有を図る。 
 
安全管理に関する組織的な体制、安全管理委員会の設置 

事故の発生防止は組織で対応することが重要であり、事業所等の長等によるリーダーシ
ップの下、組織的に対応できる体制（安全管理委員会や責任者・担当者等）を整備する。
小規模な事業所等においては、管理者が責任者を兼ねても差し支えないが、一定規模以上
の組織においては、安全管理に関する委員会の設置が望ましい。 

安全管理委員会や安全管理責任者・担当者は、次の業務を担うことが想定される。 
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・安全計画の策定と活用 
・安全に関するマニュアルの策定と更新 
・ヒヤリ・ハットの把握と改善策の検討、実施 
・職員に対する実践的な訓練や研修 
・事業所等内の安全確認・点検・環境整備 
・事業所等内で起きた事故の検証と再発防止策の検討 
・保護者や関係機関との連携 
・安全に関する情報収集 
・安全に関する情報や対策（上記で検討したこと等を含む）の職員への周知・徹底 

 
障害特性と個々のこどもの理解 

それぞれのこどもの障害特性、発達、興味関心等を理解することは、危険の予測や事故
防止につながる。視覚障害、聴覚障害、盲ろう、知的障害、発達障害、精神的に強い不安
や緊張を示すこども、肢体不自由のこども、病弱・身体虚弱のこども、医療的ケアが必要
なこども、重症心身障害のあるこども、虐待等の不適切な養育等を受けたこども等、障害
や特性、こどもの発達についての理解を深める。それぞれのこどもの特性や興味関心は、
会議や研修等を通じて各職員にも共有し、安全管理に関する意識を高めて職員ひとりひと
りが、責任感を持てるようにする。 

【障害の特性に応じて留意する事項 P.32～】 
 
個別支援計画の重要性 

一人一人のこどもの障害特性やニーズを把握して、チームで個別支援計画を作る。アセ
スメントの際にアレルギーや投薬、医療的ケアなどの医療、補装具や介助等の対応、転び
やすい、突然走りだす、口に異物をいれる等の安全上で注意すべき点、こどもの安全に関
する保護者からの情報等についても確認し、把握する。医療的な対応が必要なこどもの場
合には診療情報提供書や、てんかん発作のあるこどもの場合にはてんかん発作時の発作マ
ネジメント共有シート等も確認する。把握した情報は、こどもに関わる全ての職員で漏れ
なく共有し、引き継ぐようにする。 
 
複数体制の支援と人員配置 

複数で役割を分担し支援にあたることは事故防止につながる。特にリスクの高い場面
（例：食事、プール、移動時、送迎、屋外活動等）では、全体を確認する職員や緊急時に
対応できる職員を配置する等、余裕をもった体制をとるようにすることが望ましい。個人
ではなくチームや組織で支援にあたる。また、こどもの特性に応じた人員配置をとること
も重要である。 
 
全職員を対象とした実践的な訓練や研修の実施 
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安全計画やマニュアルは、配布するだけではなく、体得することが重要である。体得で
きるようにするために、例えば、読み合わせをする、指差し確認、安全を守るための環境
整備や人の配置、ロールプレイング等の実践的な訓練や研修を行う。 

その際、状況に応じた対応ができるよう、例えば災害に対する避難訓練は、地震・火災
だけでなく地域特性に応じた様々な災害を想定して具体的に行う。救急対応（心肺蘇生法、
気道内異物除去、AED・エピペン®の使用等）、送迎時の安全等も実技講習を定期的に受け、
事業所等内でも訓練を行う。不審者の侵入を想定した実践的な訓練や 119 番の通報訓練を
行う。 

自治体が行う研修や訓練（オンラインで共有されている事故予防に資する研修動画も含
む。）については、常勤職員だけでなく非常勤職員も含め、事業所等の全職員が受講する。 
 
話しやすい組織づくり 

職員間や組織内の円滑なコミュニケーションは、チームワークを促進し、事故の防止に
つながる。事業所等内での情報の共有ができていない、助けや手伝いの声掛けを躊躇し、
1 人で対応したために起きる事故もある。情報の共有化、苦情（意見・要望）解決への取
組みを整えるともに、職員や組織間のコミュニケーションを円滑にし、お互いに助け合え
る風通しのよい組織を作る。 
 
個々の意識の重要性 

各職員が個人としても責任感を持てるような風土が大切である。事業者は、組織の方針
を職員に丁寧に伝え、責任をもって安全管理を踏まえた支援にあたってもらうようにする。
また、研修等を通じて、各職員の意識や専門性の向上に努める。安全対策に関する自己点
検表を用いる等により、個々の安全意識の向上に努めるとともに、チームでも対応できる
ようにしていく。 
 
こどもに対する安全対策の周知 

こども自身が安全や危険を認識すること、災害や事故発生時の約束事や行動の仕方につ
いて触れておくことは、事故を防ぐとともに、特に重大事故の防止につながる。こどもの
特性や発達に応じた方法で、こども自身が安全や危険を認識しやすいようにするとともに、
災害や事故発生時の約束事や行動の仕方について伝えることも重要である。 
 
保護者への説明・共有 

事業所等の活動や環境、安全のルール等について、保護者にも説明し、理解してもらう
ことは、事故の防止にも繋がるため重要である。事業所等において親子通園や、保護者が
送迎を行う場合等、保護者が関わる活動においても、安全対策について保護者と事前に共
有・連携する。アレルギー、こどもの特性等、安全に関するこどもの状況については、
日々の変化も含めて、保護者と情報を共有し、お互いに連携する。 
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このように保護者とも連携し事故を防ぎ、こどもの安全を守ることは重要である。しか
し転倒や突発的な行動などのこどもの障害特性により、発達支援のなかでけがや事故が発
生する場合もある。そのため事業所等内や活動における事故のリスクや、事故時の対応を
含む事業所等の安全管理について、契約時等に保護者に説明しておくことが重要である。 

事業所等でこどもへ配慮している事については、家族も家庭で同様に対応している事で
ある場合が多い。例えば、飛び出しがあった際の捜索体制や誤飲があった場合の対応等、
事前に家族の相談に応じ事業所等での対応を説明すると共に保護者に助言できるとよい。 

 
緊急時の対応・体制の確認 
 事故をゼロにすることはできないが、死亡や重篤な事故にならないよう、事故発生時の
適切な対応を行うことは重要である。そのためには、まずは、各事業所等でどのような緊
急事態が生じうるか、その場合にどのように対応すべきかを事業所等内で話し合い、事故
発生時の体制・対応マニュアルを作成しておく必要があるとともに、すべての職員が理解
しておくことが重要である。 

【緊急時の対応・体制の確認 P.34～】 
 
地域や関係機関等との連携 

事故発生時の協力体制や連絡体制を整えるとともに、関係づくりに日頃から努める必要
がある。行方不明時の捜索、災害時の協力等、地域の人など職員以外の力を借り、こども
の安全を守る必要が生じる場合もあり、常日頃から地域とのコミュニケーションを積極的
にとる。あわせて、いざという時の協力・援助を依頼しておくことについて検討する。 

 
自治体との連携 

各事業所等を所管する自治体からの事務連絡や案内については目を通すとともに、事故
発生時の対応、連絡先、報告対象、報告様式等含めて不明な点があれば、自治体に確認し
て、緊急時にはすぐ対応できるようにしておく。 
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３．事故の発生防止・予防・対応のための場面ごとの注意点 
 

事業所等によって活動内容、スケジュール、場所・環境は様々であるため、まずは、自
分の事業所等の活動内容や１日・年間のスケジュール、場所・環境を振り返り、それぞれ
の場面に、どのような危険があるか、事業所等内で話し合い、認識することが重要であ
る。その認識をした上で、場所・活動内容等に留意した事故の発生防止に取り組むことが
重要である。例えば、送迎、睡眠中、プール活動・水遊び中、食事中、事業所等外活動等
の場面等については、事故が起こる可能性が高いため、注意事項を踏まえて対応すること
が求められる。  
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（１）事故が発生する場面 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

児童発達支援の一日 
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（２）事故を防ぐための注意事項 
（すべての場面における注意事項） 

ア 所在確認・見守り・人数確認 
＜事故発生のポイント＞ 

こどもは、その場以外のことに興味や関心がある場合、こどもにとってその場にいるこ
とに何らかの不快を感じた場合等、何らかの理由で活動や集団から離れてしまうことがあ
る。こどもの興味関心等を普段から把握し事前にこどもの行動を予測するといった予防策
を行うことで、事故の防止につながるが、所在不明、飛び出し、置き去り等は、状況によ
っては死亡事故につながることもあり、事故が発生した時点で、早急に対応することも含
めた更なる対応を事前に決めておく必要がある。 
  
＜安全管理のポイント＞ 

 人数確認を徹底する。こどもの所在は絶えず把握しておくこと。把握できるよう連携
すること。 
【人数確認のタイミング例】 

 登園時 
 部屋の移動時：移動する前と移動した後 
 屋外活動時：出発するとき、目的地に着いた時、目的地を出るとき、到着時 
 帰宅前 

 人数確認は、名前で必ず確認し、その場を管理している者に報告する等を行う。 
 屋外活動の時には、一人の職員があらかじめ把握できるこどもの人数、グループを決
めておき、更に全体を把握する職員を置き、こどもにとって事故につながる危険があ
る出入り口等を常に確認する。人数の確認等は、職員は把握の責任のあるグループの
他、全体を把握する職員の協力も得て、特に重要な場面ではダブルチェック体制をと
る。（登園時には出欠確認者が各部屋等をまわって人数確認する、外から戻った時に
は職員室へ報告する等） 

 
＜事故発生時（所在不明時）の対応＞ 
１．厳守事項 

① こどもがいないことに気が付いたら､すぐに周りに大きな声で伝える。 
② 残ったこどもを担当する職員以外は事前に決められた事項に沿って捜索に出る。 
③ 職員室等に本部を設置し、対応の責任者を置く。 
④ 保護者の方に連絡し、状況を説明する。 
⑤ 職員が協力して捜索し、○分探しても見つからない場合は警察に連絡する。  
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２．捜索の手順 
［こどもの行方不明に気づいた時］ 

① 気づいた職員はすぐに大きな声で近くの職員に伝え、職員室に報告する。 
② いなくなったことを聞いた職員は次々に伝言していく。 
③ 職員室は、事前に協議されている事故対応の責任者、保護者に連絡する。 
④ 事業所等内の場合は、他のこどもの安全を確認するとともに、緊急事態であるこ

とから他のこどもの把握漏れがないよう、玄関、テラス、窓からのこどもの出入
りを職員が管理する。 

⑤ 事業所等外で活動している場合は、すぐに残っているこどもを一箇所に集め、帰
園する。 

 
［警察への連絡］ 

① こどもが行方不明になって、○分経って見つからない場合は、保護者に連絡後、
警察に連絡する。 

 
［こどもの捜索］ 

① いなくなったこどもの情報（氏名、年齢、服装、最後に確認した場所と時間、行
方不明時の状況、好きな場所、行きたいと言っていた場所等）を捜索本部に伝え
る。 

② 部署を守る(残ったこどもの安全を守る）職員以外は事前に決められた事項に沿
って捜索に出る。 

③ 事前に地域の関係各所へ行方不明の対応をお願いしている場合は、連絡し情報を
得る。捜索に協力してもらう。 

④ 捜索の状況は常に事故対応の責任者に情報を入れ、捜索に出ている職員全員に共
有する。 

⑤ いなくなったこどもを見つけ保護した時には、すぐに事故対応の責任者に見つけ
たこと、発見した場所を報告する。 

⑥ 保護者に見つかったことを伝え、謝罪する。 
⑦ 警察に連絡していた場合は、本部から警察に発見の連絡をする。 

 

イ 転倒・落下 
＜事故発生のポイント＞ 
 弱視や視野狭窄、歩行不安定、突発的な行動への配慮が必要なこども、安全への理解が
難しいこども等については、移動時や活動時等に転倒や遊具から落下する等の事故に対し
て特別な配慮が必要である。 
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 通常の移動時でも濡れている路面、凍結している路面等、その時々の状況に応じた対応
が必要である。またこどもの体調等も把握し対応することが望ましい。遊具の使用には細
心の注意を払うとともに、家具から落下、窓からの転落等、予期せぬ事故も起こりうるこ
とから、普段よりこどもの興味関心を理解するように努め、こどもの行動を予測、ありと
あらゆる可能性を想像し事前の対応を検討したうえで職員間で共有し、予防に努める必要
がある。 
 
＜安全管理のポイント＞ 

 遊具・窓等の安全確認・点検は、安全計画で位置づけ、担当を決め定期的に安全を確
認する。 
 こどもの状態に応じて、転落や窓からの飛び出し等の危険等ある場合は、事前に保護
者の同意を得たうえで、窓からの飛び出しや転倒を防ぐために、開閉や鍵の工夫をす
る等配慮する。 
 転倒した際に重大な事故につながらないよう、物理的な安全対策を講じるとともに、
環境整備や片付けを徹底する。（例：コーナーをガードするものを設置する、おもち
ゃ等の躓く恐れのあるものはすぐ片付ける、段差をなくす） 

 
<事故発生時（けが等）の対応＞ 

 事故発生時には、けが等の緊急度に応じて、誰が何をすべきか、わかりやく具体化
した手順書を事前に作成し、見やすい場所に掲示しておく。 
 全職員が緊急時にすぐ対応できるよう、手順書の内容や掲示場所は、研修や日常
的な確認により、全職員が把握しておく。 
 けがの状態は職員１人で判断せず、医療機関に受診することも含め軽度と思われ
るけがでも管理者に報告する。 

 
[緊急度が高いと思われる場合] 

 事前に決めている役割分担に基づき、直ちに対応する。 
 管理者へ報告する。 
 必要に応じて、心肺蘇生・応急処置を行う。動かせる場合は、けがをしたこどもを
安全な場所に移動させ、更なるけがを防ぐ。 
 保護者に事故の発生について直ちに連絡し、現在わかっている事実を説明する。病
院受診の了解を得、付添いができるか確認する。保護者の付添いがない場合、状況説
明し、指示に従って誠実に対応する。 
 医療機関を受診する。必要と判断した場合には、直ちに 119 番通報をする。 
 事故の状況を的確に把握する。（けが人、現場・周囲の状況等） 

 
[緊急度が中程度の場合（頭部・顔面の外傷の時等）] 
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 事前に決めている役割分担に基づき、直ちに対応する。 
 管理者へ報告する。 
 応急処置を行う。 
 保護者に事故の発生について連絡し状況を説明する。 
 医療機関を受診する。受診する場合には保護者の同意を得る。 
 事故の状況を的確に把握する。（けが人、現場・周囲の状況等） 

 
[緊急度が低いと思われる場合（軽度のすり傷、切り傷、軽微の打撲時等）] 

 事前に決めている役割分担に基づき、直ちに対応する。 
 管理者へ報告する。 
 応急処置を行う。 
 事故の状況を的確に把握する。（けが人、現場・周囲の状況等） 
 保護者に事故の発生について連絡し状況を説明する。医療機関の受診について保護
者と相談し、必要に応じて医療機関を受診する。 

 
[共有事項] 

・ こどもの生命と健康を優先し、応急処置は迅速に行う。 
・ 受診の判断に迷う場合には受診する。 
・ 職員は事故の状況やこどもの様子に動揺せず、またこどもの不安を軽減するように対

応する。 
 

ウ 危険物 
＜事故発生のポイント＞ 
 こどもは、発達の状況においては、器具等の使い方がわからない場合がある。また危険
について教えてもらっていない、理解が難しい場合等のために、器具等の使い方を誤り、
けがをする、または他の人を傷つけてしまう場合がある。 
 
＜安全管理のポイント＞ 

 ハサミ、カッターなど危険な物は、こどもの手の届く場所に置かず、規定の場所に置
き管理する。 
 刃物類を使う時は職員が寄り添う。(本来の目的とは違うことで使う可能性を考慮) 
 シュレッダー等は、使用後、必ず電源を切り、コンセントを抜く。 
 ガラスや食器が割れた時は、掃除機をかけ、割れた破片は新聞等に包み、テープでと
めて、割れ物と記載して、割れ物ゴミ箱に入れる。 
 洗剤、ハイターなどの薬品類に配慮が必要な場合は、こどもの手に触れない所に保管
し、規定の場所で管理する。 
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<事故発生時の対応＞ 
 けがをした場合は、イ．転落・落下の項参照 
 異物等を誤って飲み込んでしまった場合は、オ．薬対応・医療的ケア、サ．誤嚥参照 

 

エ 環境・衛生 
＜事故発生のポイント＞ 
 こどもが活動、生活する環境の整備は重要である。日常より掃除と整理整頓を行うこと
を基本としながら、修繕箇所が出来たら早急に修繕することや、机の角等、転倒した時に
ぶつかるとけがにつながるような箇所に配慮をする等のこどもの発達や障害特性に合わせ
た配慮も重要である。 
 衛生に関しても、消毒等を心がけるとともに、おやつや料理の活動、食事場面で食品を
扱う場合等の配慮も徹底する必要がある。 
 
＜安全管理のポイント＞ 

 活動や事業所等の危険箇所は、安全計画策定時のみならず年間の計画の中で定期的に
確認・点検することが重要である。確認・点検の際には、チェックリストを活用する。 
 日常的な環境整備が重要である。見えるところだけではなく見えない死角（例：棚の
中、冷蔵庫、洗濯機等）や、窓際の家具等の設置状況に関して安全に注意する。 
 食事前後のテーブルは、水拭き後アルコール消毒を行う。（食後は、表だけではなく
裏も拭く） 
 支援の基本は、整理整頓、清潔であるため毎日掃除を行う。 
 こどもが誤って口に入れてしまわないよう、落ちているごみはすぐ拾い、おもちゃ等
はすぐに片づける。 

【参考２：安全管理のチェックリストの例 P.41～】 
<事故発生時（けが等）の対応＞ 

 けがをした場合は、イ．転落・落下の項参照 
 異物等を誤って飲み込んでしまった場合は、オ．薬対応・医療的ケア、サ．誤嚥参
照 
 

オ 薬対応・医療的ケア 
＜事故発生のポイント＞ 
 食事場面前後等、職員のこどもへの支援がより重なる場面において、こどもへの誤与薬
等の事故が起こることは少なくない。また服薬については、引継ぎ不足等の要因から服薬
時間の間違えや飲ませ忘れ等の事故も起こっている。こどもの心理的な状態によっては薬
の過剰摂取等もあり、薬の管理も欠かせない。 
 医療的ケアが必要なこどもについては、呼吸器等の機器が外れる、機器の設定がずれる
こといように細心の注意を払い、外れる、設定がずれる等があった場合にすぐに気づける
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体制をとる必要がある。 
 
＜安全管理のポイント＞ 

 保護者との連携に努め、服薬については、服薬の事実が発生した時、服薬の変更があ
ったときには必ず連絡を受けるようにしておく。継続した服薬についても適時服薬に
ついて確認するように努める。 
 事業所等は、利用するすべてのこども毎に、薬の種類・服薬方法等が確実に分かるよ
う、情報・資料を整理しておく。 
 こどもが誤って飲んでしまわないよう、薬は保護者から必ず手渡しで預かる。 
 薬を預かった後は、ボード等に記載し職員間で当日の服薬情報が共有できるようにす
る。 
 薬は決められた場所で管理する。 
 こどもが誤って、他のこどもの薬を服用することのないよう、施錠した場所等への保
管など管理を徹底する。 
 服薬の際は、用量・用法の誤りや、重複・漏れが生じないよう、複数職員で確認を行
う。また、与薬後は観察を十分に行う。 
 薬の色や量がいつもと違う時、その他不明な点はすぐに報告する。 
 薬を飲ませる時は、こどもが多い場所は避け、落ち着いた場所で飲ませるようにする。
飲んだことを確認する。 
 薬を使う目的・薬効、副作用等を充分に理解するように努める 
 こども自身での服薬管理が可能な場合も、こどもに任せきりにせず服薬が適切に行わ
れているか適時確認する。 
 発作時等の、ダイアップ等の使用に関しては、事前に保護者と個別支援計画で確認す
る。実際使用する場合は必ず担当職員に連絡し、保護者に確認してから使用する。緊
急時は個別の支援計画に基づき看護師などチームで対応する。 
 医療的ケアの必要なこどもは、マニュアルに沿って対応し、細心の注意を払う。 
 

＜事故発生後（飲ませ忘れ、飲ませ違い、誤飲があった場合）の対応＞ 
 すぐに報告する。（報告の優先順位を事前に決めておく、（例）優先順位は①医務担当 
②管理者） 
 報告を受けたものは、状況に応じて医師に今後の対応を確認する。 
 保護者にも速やかに連絡をする。 
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（場面ごとの注意事項） 

カ 送迎 
ⅰ）送迎車への置き去り 
＜事故発生のポイント＞ 

送迎用バスの降車時に、運転手、乗務員ともに、送迎用バスにこどもが残っていないか
確認を行うことや、乗車時、降車時の人数確認等の手順を決めておくことが重要である。 

内閣官房、内閣府、文部科学省、厚生労働省の連名で、「こどものバス送迎・安全徹底
マニュアル」が取りまとめられている。 
 
＜安全管理のポイント＞ 

 送迎を誰が担当しても、確実に見落としを防ぐことが重要であり、毎日使えるチェッ
クシートを印刷して運転手席に備え付けておくなどして、見落としがないかの確認を
毎日確実に行う。 
 送迎におけるこどもの安全の確保のためには、全職員・関係者が共通認識をもって取
り組むこと、管理者の責任の下で、こどもの安全・確実な登園・降園のための安全管
理を徹底する体制を作ることが重要である。 
 安全管理を徹底する体制については管理者自ら定期的に確認する。特に年度初めや職
員の異動がある場合には必ず確認するようにする。 
 送迎業務にあたっては、登園時にすべきこと（事前準備、乗車時、降車時、降車後に
すべきこと）、降園時にすべきこと（事前準備、乗車時、降車時、降車後にすべきこ
と）を整理する。 
 特に、置き去りによる重篤な事故を防ぐために、次の点等に気を付ける。 
［事前準備］ 

 出席管理責任者は、当日の出欠を確認し、乗車名簿に反映する。 
 出席管理責任者は、乗車名簿を運転手、同乗職員、管理者、主任職員、担当職員

と共有する。 
［乗車時］ 

 同乗職員は、こどもの顔を目視し、点呼等し、乗車を確認し、記録する。 
 同乗職員は、乗車場所に乗車すべきこどもがいない場合や乗車しないはずのこど

もがいる場合などは、速やかに出席管理責任者に連絡する。 
 連絡を受けた出席管理責任者は、保護者に速やかに連絡して確認する。 

［降車時］ 
 同乗職員は、こどもの顔を目視し、点呼等し、降車を確認し、記録する。 
 運転手は、見落としがないか、車内の先頭から最後尾まで歩き、座席下や物かげ

なども含め一列ずつ車内全体を見回り、確認する。 
 その日の確認業務を補助する職員も同様に確認する。 
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 運転手は、置き去り防止を支援する安全装置が動作していることを確認してい
る。 

［降車後］ 
 降車後、担当職員は、乗車名簿とその日の出欠状況を照合し、出席管理責任者に

報告する。 
 情報に齟齬がある場合、出席管理責任者は、速やかに出欠について確認を行うと

ともに、管理者等に報告する。 
 車内清掃・点検等を行う者は、見落としがないか最終確認する。 

 送迎用バス内におけるこどもの席を指定しておくことは、所在確認をしやすくし、見
落としを防止する効果が期待されるため、事業所等の実情に応じて、席の指定を取り
入れる。 
 大人が万全の対応をすることでこどもを絶対に見落とさないことが重要だが、万が一
車内に取り残された場合の危険性をこどもたちに伝えるとともに、緊急時には外部に
助けを求めるための行動がとれるよう、こどもの発達に応じた支援を行うことも考え
られる。 
 その際、こどもたちが園生活を通じてのびのびと育つことを第一に考え、送迎車両に
乗ることに不安を与えないよう十分留意する必要がある。 
［支援の例］ 
・ 周囲に誰もいなくなってしまった場合を想定してクラクションを鳴らす訓練を実施 
・ 乗降口付近に、こどもの力でも簡単に押せ、エンジンを切った状態の時だけクラク

ションと連動して鳴らすことができるボタンを設置 
 事業所等の送迎車両（2 列以下の自動車を除く。）については、置き去り防止を支援す
る安全装置の装備が義務化されているため（児童発達支援事業所、児童発達支援セン
ター、放課後等デイサービス事業所が対象）、ガイドラインに適合している製品かど
うかに留意しつつ、装備を導入する。 
 こども家庭庁の HP に、「こどものバス送迎・安全徹底マニュアル（内閣官房・内閣
府・文部科学省・厚生労働省）（令和４年 10 月 12 日）」や研修動画、ガイドラインに
適合している製品等の送迎用バスの安全対策に関する情報が掲載されており、それら
も参考にして、事業所等の状況を踏まえて安全対策を講じることが重要である。 
【参考】 

こども家庭庁ホームページ「送迎用バスの安全対策」 
URL：https://www.cfa.go.jp/policies/child-safety/effort/anzen_kanri/ 

 「こどものバス送迎・安全徹底マニュアル」 
「毎日使えるチェックシート」 
「送迎業務モデル例」 
「安全管理マニュアル研修動画」 
「研修動画資料」 
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＜事故発生時の対応＞ 

 事故発生直後、まず、こどもの健康状態の確認し、その後直ちに管理者に報告をす
る。 
 所在不明の場合は、ア．所在確認・見守りの項参照 
 体調不良の場合は、イ．転落・落下の項参照 

 

ⅱ）車内の安全と車両事故 
＜事故発生のポイント＞ 

送迎中は、車内でのこども同士のトラブルやシードベルトの着用等、車内での安全への
配慮が必要である。またどんなに注意していても交通事故が起こることがあることから、
交通事故が発生した時の対応も事前に計画されているとよい。 
 
＜安全管理のポイント＞ 

 管理者は、運転する職員の体調を把握するように努める。 
 障害児入所施設の職員は、宿直後は、公務で運転しない等、職員の体調に応じた運
転の決まりを設けておくことが望ましい。 
 安全運転管理者（いない場合は、外部からの講師を招く等して）による安全管理に
関する研修を行う。 

 
＜事故発生時の対応＞ 

 事故発生時に対応について、車内に車両事故発生時のマニュアルを常備しておく 
 事故発生直後、まず健康状態の確認をし、その後直ちに報告をする。 

  ①被害者、けが人の救護 
   ②119 番、110 番、事業所等へ連絡をする 
   ③相手方の連絡先を聞く。事業所等の連絡先を伝える。 
   ④保険会社へ連絡する。 

 落ち着いた対応を心がける 
 保護者へ連絡する。 

 

キ 出入口の安全 
＜事故発生のポイント＞ 

出入り口からこどもが出ていき、行方不明・見失い等の結果、交通事故や溺水等の重篤
な事故につながることがある。 

また、出入り口では、ドアや窓に手や指を挟むけがや、窓やベランダ等からの落下も起
こりうるため、出入り口の安全に注意する必要がある。 
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＜安全管理のポイント＞ 
 外への出入り口にこどもが近づける事業所等においては、こどもが勝手に外へ出てい
かないような措置を講じる。 

例）こどもの手が届かない場所に鍵を設置する。外に出るとき、中に入る時には保
護者の同意を得て、出入り口に必ず鍵をかける等の対応をする。 

 玄関・テラス・車・ドア・窓等を閉める時には、必ず、こどもの手や足がないか声掛
けと目で確認し、ゆっくりと閉める。 
 車、バス、クラス、ホール、オープントイレ、園庭等、いかなる場所でも、こどもだ
けにしない。 
 指を挟まないように、例えば窓や扉に指はさみ防止のためのカバーやタオルを設置す
る。 

<事故発生時の対応＞ 
 所在不明の場合は、ア．所在確認・見守りの項参照 
 けがをした場合は、イ．転落・落下の項参照 

 

ク 療育・活動 
＜事故発生のポイント＞ 

療育場面や生活場面においては、例えば、自らの転倒・衝突、他児からの危害、こども
同士の衝突、遊具・窓等からの転落、玩具・遊具等施設・設備の安全上の不備による事故、
誤飲・誤食・異食（飲食物ではないものを食べたり飲んだりした）、蜂やマムシ等にかま
れる等のことが起こりうることが予想される。 

 
＜安全管理のポイント＞ 

 事業所等によって活動内容、スケジュール、場所・環境は様々であるため、まずは、
自分の事業所等の活動内容や１日・年間のスケジュール、場所・環境を振り返り、ど
のような危険があるか、事業所等内で話し合い、認識することが重要である。 
 その認識をした上で、場所・活動内容等に留意した事故の発生防止に取り組むことが
重要である。 
 また、基本的な事項として次のような点に気をつけるべきである。 
・ 活動ごとに必ず職員の役割分担を決めて行う。 
・ 離れた距離にいる職員間での声がけの際、声を掛けた相手の職員が返事をして、初

めて伝わったこととなる。返答がない場合は、返答があるまで、声を掛ける。 
・ 通所支援事業所であれば、受け入れ時や朝の会、入所施設であれば、起床時や施設

に戻った際に視診を行う。（自然に）同性の職員で必要に応じて身体も見る。特に
腕等噛まれやすい所に注意する。 

・ 水分補給は必ず行う。特に夏の戸外活動の際は、こまめに行う。水分をとれないこ
どもは、首を冷やす、頭を濡らすなどの対策を考える。 
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<事故発生時の対応＞ 

 所在不明の場合は、ア．所在確認・見守り・人数確認の項参照 
 けがをした場合、体調不良の場合は、イ．転落・落下の項参照 
 異物等を誤って飲み込んでしまった場合は、オ．薬対応・医療的ケア、サ．誤嚥参照 

 

ケ 散歩と外遊び 
＜事故発生のポイント＞ 
 普段、活動していない場所や施設外での活動を行う際は、事前に道幅や車両の混雑状況、
公共の場の状況を把握したうえで安全に配慮し活動を計画する。その際、事故が発生した
場合の連絡体制や応援体制についても事前に協議しておく。 
 
＜安全管理のポイント＞ 

 散歩や外に出かけるときは、発達やこどもの特性に応じて手をつなぐ等の配慮をする。 
 常に人数を確認し、全体を把握する体制を心がける。移動の場合は、先頭と最後を確
認しながら移動する等、活動に応じた把握の仕方を事前に検討し共有する。 
 散歩の時、車道に飛び出す危険があるこどもには十分気を付ける。 
 歩道を歩く時は、出来る限り職員が道路側を歩く。 
 公園等では、飛び出しの危険があるこどもは、必要に応じて一対一対応とする。 
 散歩コースは事前に危険箇所等を事前に確認し、先頭と最後に職員を配置する。 
 

<事故発生時の対応＞ 
 所在不明の場合は、ア．所在確認・見守り・人数確認の項参照 
 けがをした場合、体調不良の場合は、イ．転落・落下、セ．睡眠の項参照 
 異物等を誤って飲み込んでしまった場合は、オ．薬対応・医療的ケア、サ．誤嚥参照 

 

コ プール活動・水遊び中・熱中症 
＜事故発生のポイント＞ 

プール活動・水遊び中の事故は、発生しやすく、重大な事故につながりやすい。また、
気温の高い日が続くと、熱中症事故の発生も懸念される。 

こどもの発達の状況や体調等を十分に配慮し、活動を計画する必要がある。また事故発
生時に備え、心肺蘇生法を始めとした応急手当等及び 119 番通報を含めた緊急事態への対
応について教育の場を設け、緊急時の体制を整理し共有しておくことも重要である。 
 
＜安全管理のポイント＞ 
ⅰ)．プール活動・水遊びの事故防止 

 プール活動・水遊びを行う場合は、監視体制の空白が生じないように専ら監視を行う
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者とプール指導等を行う者を分けて配置し、また、その役割分担を明確にする。 
 プール遊びの時は、色のはっきりした帽子等をかぶり、緊急時に対応できるよう笛を
持ってプール全体を把握する職員を必ず配置する。（こどもは静かに溺れてしまうた
め） 
 十分な監視体制の確保ができない場合については、プール活動の中止も選択肢とする。 
 時間的余裕をもってプール活動を行う。 
 事業者は、職員等に対し、心肺蘇生法を始めとした応急手当等及び 119 番通報を含め
た緊急事態への対応について教育の場を設け、緊急時の体制を整理し共有しておくと
ともに、緊急時にこれらの知識や技術を活用することができるように日常において実
践的な訓練を行う。 
 事故を未然に防止するため、プール活動に関わる職員に対して、こどものプール活
動・水遊びの監視を行う際に見落としがちなリスクや注意すべきポイントについて事
前教育を十分に行う。 
 ホースの水は手足を洗う時以外は直接こどもにかけない。感覚過敏や不安に配慮をす
る。 

【参考】 
消費者庁「幼稚園等のプール活動・水遊びでの溺れ事故を防ぐために」（2019 年 4 月
公表） 
・プール活動・水遊び監視のポイント 

URL： 
https://www.caa.go.jp/policies/council/csic/teaching_material/pdf/teaching_materi
al_200527_0001.pdf 

・プール活動・水遊びに関するチェックリスト（園長用） 
URL： 
https://www.caa.go.jp/policies/council/csic/report/report_003/pdf/report_003_190
617_0001.pdf 

・プール活動・水遊びに関するチェックリスト（スタッフ用） 
URL： 
https://www.caa.go.jp/policies/council/csic/report/report_003/pdf/report_003_190
617_0002.pdf 

 
<事故発生時の対応＞ 

 けがをした場合、体調不良の場合は、イ．転落・落下の項参照 
 

ⅱ)．熱中症事故の防止 
［環境の整備等］ 

 熱中症事故は、命に係わる危険があるが、適切な環境の整備等を行うことで予防が
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可能であるため、以下のような点に留意する。 
・ 活動前に適切な水分補給を行うとともに、必要に応じて水分や塩分の補給ができ

る環境を整える。 
・ 活動中や活動終了後に水分や塩分の補給を行う。 
・ 熱中症の疑いのある症状が見られた場合には、早期に水分・塩分補給、体温の冷

却、病院への搬送等適切な処置を行う。 
・ こどもが送迎用バスに置き去りにされた場合、命の危険に関わる熱中症事故のリ

スクが極めて高いことから、「送迎用バスへの乗降車の際に点呼等の方法でこども
の所在を確認すること」、「送迎用バスへの安全装置の装備及び当該装置を用いて
こどもの降車の際に所在を確認すること」が必要である。 

・ 併せて、置き去り事故の防止を徹底する観点から、運転席に確認を促すチェック
シートを備え付けるとともに、車体後方にこどもの所在確認を行ったことを記録
する書面を備えるなど、こどもが降車した後に運転手等が車内の確認を怠ること
のないよう万全を期す。 

［各種活動実施に関する判断］ 
 熱中症事故の防止のためには、暑熱環境において各種活動を中止することを想定し、
その判断基準と判断者を、各施設等における危機管理マニュアルなどにおいて予め具
体的に定め、職員間で共通認識としておくことが有効であり、熱中症の危険性を判断
す る 基 準 と し て は 、 暑 さ 指 数 （ WBGT （ 湿 球 黒 球 温 度 ）： Wet Bulb Globe 
Temperature）を用いることが考えられる。 
 暑さ指数については、環境省の「熱中症予防情報サイト」で地域ごとの実況値・予
測値を確認できるほか、環境省・気象庁による熱中症警戒アラート（熱中症の危険性
が極めて高くなると予測される際（暑さ指数が 33 を超える場合）に、国民に対し危
険な暑さへの注意を呼びかけ、熱中症予防行動をとっていただくよう促すための情
報。）も確認することができるので、各種活動の実施に関する判断材料とする。 

［こどもに対する声掛け］ 
 熱中症事故の防止に関して、こどもが自ら体調を意識し、必要な時には人に伝えられ

るようになるよう、以下のような事項を発達段階等に応じて適切に促すこと。 
・ 暑い日には帽子を着用すること、薄着になる。 
・ 身体を動かして遊んだり、施設の外に出掛けたりする時は、こまめに水分を補給し休

憩をとる。 
・ 体調がいつもと違うと感じた時には、すぐに職員に伝える。 

 
<事故発生時の対応＞ 

 けがをした場合、体調不良の場合は、イ．転落・落下の項参照 
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サ 誤嚥（玩具、小物、薬品等） 
＜事故発生のポイント＞ 
 こどもは、発達の状況、こどもの特性においては、玩具等の異物を口に入れてしまう場
合がある。そのことによって、誤飲・誤食・異食（飲食物ではないものを食べたり飲んだ
りした）してしまう場合がある。虐待等の不適切な養育等を受けたこども等においても、
誤飲をしてしまう場合があり誤飲、誤食、異食をした場合の対応を検討しておく必要があ
る。年令や障害の特性等に応じた玩具の選定、物品の管理等が重要である。 
 
＜安全管理のポイント＞ 

 口に入れると咽頭部や気管が詰まる等窒息の可能性のある大きさ、形状の玩具や物に
ついては、乳児のいる室内に置かないことや、手に触れない場所に置くこと等を徹底
する。 
 手先を使う遊びには、部品が外れない工夫をしたものを使用するとともに、そのこど
もの行動に合わせたものを与える。 
 こどもが、誤嚥につながる物（例：髪ゴムの飾り、キーホルダー、ビー玉や石など）
を身につけている場合もあり、これらの除去については、保護者を含めた協力を求め
る。 
 窒息の危険性があった玩具やこれまでに窒息事例があるものと類似の形状の玩具等に
ついては、事業所等内で情報を共有し、除去することが望ましい。 
 こどもの口に入る大きさ（直径約 4cm 未満）のものを周りに置かない。 
 こどもの口の大きさは 3 歳児で直径約 4cm。これより小さいものは子供の口にすっ

ぽり入り、窒息の原因になる危険がある。直径 4cm 未満のものは子供の周りに置か
ないようにする。 

 おもちゃなど、飲み込む危険がない大きさかどうかを確認する際は、市販の誤飲チ
ェッカーを利用すると便利である。 

【参考】 
「えっ？そんな小さいもので？」子供の窒息事故を防ぐ！（政府広報オンライン） 

  URL： https://www.gov-online.go.jp/useful/article/201809/2.html 
 
<事故発生時の対応＞ 

 異物を飲み込んだ時、吐かせる、水や牛乳を飲ませるなど、原因物質ごとに適した処
置を行う。特に吐かせてはいけないものに注意すること。 

 異物を飲み込んだ可能性のある時は、直ぐに報告する。（報告する優先順位を事前に検
討しておく（例）優先順位は①看護師等 ②管理者） 

 保護者に連絡し、必要に応じて医療機関を受診する。 
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シ 食事・おやつ・歯磨き 
＜事故発生のポイント＞ 
 食事場面（おやつも含む。）において、こどもの特性、咀嚼・嚥下機能や食行動の発達
状況、喫食状況、アレルギーその時の体調等により、食事による窒息等の危険があること
に十分に注意し支援する必要がある。 
 
＜安全管理のポイント＞ 

 職員は、こどもの食事に関する情報（咀嚼・嚥下機能や食行動の発達状況、喫食状況、
アレルギー）について職員間で共有する。また、食事の前には、保護者から聞き取っ
た内容も含めた当日のこどもの健康状態等について情報を共有する。 
 こどもの年齢月齢によらず、普段食べている食材が窒息につながる可能性があること
を認識して、食事の介助及び観察をする。 
 食事の介助をする際の注意としては、以下のことなどが挙げられる。 
・ゆっくり落ち着いて食べることができるようこどもの意志に合ったタイミングで与

える。 
・こどもの口に合った量で与える（一回で多くの量を詰めすぎない）。 
・食べ物を飲み込んだことを確認する（口の中に残っていないか注意する）。 
・汁物などの水分を適切に与える。 
・食事の提供中に驚かせない。 
・食事中に眠くなっていないか注意する。 
・正しく座っているか注意する。 
 過去に、誤嚥、窒息などの事故が起きた食材（例：白玉風のだんご、丸のままのミニ
トマト等）は、誤嚥を引き起こす可能性について保護者に説明し、使用しないことが
望ましい。 
 

<事故発生時の対応＞ 
 食事中に誤嚥が発生した場合、迅速な気付きと観察、救急対応が不可欠であることに
留意し、事業所等の状況に応じた方法で、こども（特に乳児）の食事の様子を観察す
る。特に食べている時には継続的に観察する。 

 けがをした場合、体調不良の場合は、イ．転落・落下の項参照 
 

ス 食物アレルギー 
＜事故発生のポイント＞ 

アレルギーについて、事業所等を利用する前に必要であれば医療の協力も得ながら情報
収集に十分に努めるようにし、アレルギーへの配慮を徹底し、万が一アナフラキシーショ
ック等をこどもが起こした場合の対応についても事前に計画し、エピペンの投薬等につい
ても準備し訓練しておく必要がある。 
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＜安全管理のポイント＞ 

 アレルギーについて事業所等での配慮が必要な場合、保護者から申し出てもらうこと
が必要である。幼稚園や小学校等で使っている学校生活管理指導表や、保育所で使っ
ているアレルギー疾患生活管理指導表を提出してもらうことも考えられる。食物の除
去については、医師の診断に基づいた対応を行い、完全除去を基本とする。 
【参考】学校生活管理指導表、アレルギー疾患生活管理指導表 

URL：https://www.gakkohoken.jp/book/ebook/ebook_R010100/R010100.pdf 
【参考】学校生活管理指導表（幼稚園用） 

URL： 
https://view.officeapps.live.com/op/view.aspx?src=https%3A%2F%2Fwww.hokenka
i.or.jp%2Fpublication%2Fxlsx%2Ftextbook_yochien_2020_3.xlsx&wdOrigin=BRO
WSELINK 

 
 主要原因食物である鶏卵、牛乳、小麦は安価で重要な栄養源であるため、食事の献立
に組み込まれる傾向にあることから、主要原因食物に対する食物アレルギーのこども
が事業所等にいる場合、除去食または代替食による対応が必要である。 
 事業所等では、家庭で摂ったことのない食物は基本的に与えないことが望ましい。ま
た、家で摂ったことがある食物を与えたときであっても、新規に症状を誘発する場合
があることから、食事後にこどもがぐったりしている等の場合、アナフィラキシーシ
ョックの可能性を疑い、必要に応じて救急搬送を行うことが望ましい。 
 除去食、代替食の提供の際には、食事提供のプロセスである献立、調理、配膳①（調
理室から食事を出すときの配膳）、配膳②（発達支援等での食事を準備するときの配
膳）、食事の提供という一連の行動において、どこで人的エラーが起きても誤食につ
ながることに注意する。 
 エピペンをすぐ使えるところに置いておく。すぐ使えるように研修しておく。 
 自らの事業所等において、人的エラーが発生する可能性がある場面を明らかにし、人
的エラーを減らす方法や気づく方法のマニュアル化を図ることが望ましい。 
(ア) 食事提供の全過程の中で人的エラーが発生しそうになった事例、人的エラーが発

生したがチェック体制により防ぐことができた事例を報告し、自らの事業所等で
人的エラーが発生する可能性がある場面を明らかにする仕組みを作る。 

(イ) 上記（ア）で明らかになった「人的エラーが発生する可能性がある場面」の情報
をもとに、それぞれの場面における人的エラーを減らす方法を共有する。 
＜人的エラーを減らす方法の例＞ 
・材料等の置き場所、調理する場所が紛らわしくないようにする。 
・食物アレルギーのこどもの食事を調理する担当者を明確にする。 
・材料を入れる容器、食物アレルギーのこどもに食事を提供する食器、トレイの
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色や形を明確に変える。 
・除去食、代替食は普通食と形や見た目が明らかに違うものにする。 
・食事内容を記載した配膳カードを作成し、食物アレルギーのこどもの調理、配

膳、食事の提供までの間に二重、三重のチェック体制をとる。 
(ウ) 上記（ア）で明らかになった場面のうち、特に重要な場面（例：調理室で代替食

を調理する時、取り分けする時、ワゴンで調理室から他の職員に受け渡す時、発
達支援等で配膳する時）を決め、アレルギー表と現物等との突き合わせによる確
認を行う。 

 事業所等における食物アレルギーへの対応については、「保育所におけるアレルギー
対応ガイドライン」（平成 23 年３月厚生労働省）及び「学校給食における食物アレル
ギー対応指針」（平成 27 年３月文部科学省）を参考に取り組む。 
【参考】 

保育所におけるアレルギー対応ガイドライン 
URL：http://www.mhlw.go.jp/bunya/kodomo/pdf/hoiku03.pdf 

【参考】 
学校給食における食物アレルギー対応指針 
URL： 
http://www.mext.go.jp/component/a_menu/education/detail/__icsFiles/afieldfile
/2015/03/26/1355518_1.pdf 

 効果的な事故防止のために、声に出して指差し確認するなど確実な確認を実践する。 
【参考３：食物アレルギーの対応の例 P.43～】 

 

セ 睡眠中 
＜事故発生のポイント＞ 
 こどもの発達の状況や障害の特性、医療の状況に応じた寝かせ方を徹底し、こどもの睡
眠時の窒息やけがに繋がらないように支援する必要がある。睡眠時に体に絡まりつくよう
なひも状のものを置かないなどの安全な睡眠環境を整えることも重要である。また睡眠時
の定期的な確認等を行うことも徹底する必要がある。 
 
＜安全管理のポイント＞ 

 医学的な理由で医師からうつぶせ寝をすすめられている場合以外は、乳児の顔が見え
る仰向けに寝かせることが重要である。 
 何よりも、一人にしないこと、寝かせ方に配慮を行うこと、安全な睡眠環境を整える
ことは、窒息や誤飲、けがなどの事故を未然に防ぐことにつながる。 
 やわらかい布団やぬいぐるみ等を使用しない。 
 ヒモ、またはヒモ状のもの（例：よだれかけのヒモ、ふとんカバーの内側のヒモ、ベ
ッドまわりのコード等）を置かない。 
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 口の中に異物がないか確認する。 
 ミルクや食べたもの等の嘔吐物がないか確認する。 
 こどもの数、職員の数に合わせ、定期的にこどもの呼吸・体位、睡眠状態を点検する
こと等により、呼吸停止等の異常が発生した場合の早期発見、重大事故の予防のため
の工夫をする。 
 布団類は、整理整頓して清潔に保つ。 
※ 他にも窒息のリスクがあることに気づいた場合には、留意点として記録し、事業

所等内で共有する。 
 

<事故発生時の対応＞ 
 体調不良、嘔吐、昏睡、呼吸停止、発作、中毒症状等の体の異常に気付いた時は、緊

急度に応じて、誰が何をすべきか、わかりやく具体化した手順書を事前に作成し、見
やすい場所に掲示しておく。 

 全職員が緊急時にすぐ対応できるよう、手順書の内容や掲示場所は、研修や日常的
な確認により、全職員が把握しておく。 

 体の異変が起こっている場合は職員１人で判断せず、医療機関に受診することも含
め管理者に報告する。 

[緊急度が高いと思われる場合（心肺停止、呼吸困難、意識障害、昏睡、発作、中毒
等）] 

 事前に決めている役割分担に基づき、直ちに対応する。 
 管理者へ報告する。 
 必要に応じて、心肺蘇生・応急処置を行う。 

・保護者に直ちに連絡し、現在わかっている事実を説明する。病院受診の了解を得、付添
いができるか確認する。保護者の付添いがない場合、状況説明し、指示に従って誠実に
対応する。 
 医療機関を受診する。必要と判断した場合には、直ちに 119 番通報をする。 
 体調が変化した状況を的確に把握する。（こどもの行動、環境の状況等） 

[緊急度が中程度の場合（嘔吐、発熱、下痢）] 
 事前に決めている役割分担に基づき、直ちに対応する。 
 管理者へ報告する。 
 応急処置を行う。 
 保護者にこどもの健康状態ついて連絡し状況を説明する。 
 医療機関を受診する。受診する場合には保護者の同意を得る。 
 体調が変化した状況を的確に把握する。（こどもの行動、環境の状況等） 

 

ソ 入浴中 
＜事故発生のポイント＞ 
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 入浴時は、床での転倒、てんかん発作への配慮、やけどの危険性等、より注意を払う場
面が多くある。また入浴時は、個別に対応していることが多く、集団で活動、生活してい
る状態に比べ、助けを求めづらい環境にある。事前に緊急時の対応を検討し計画に盛り込
む必要がある。 
 
＜安全管理のポイント＞ 

 てんかん発作による溺れ、転倒による打撲、やけど等の危険に配慮する。 
 緊急時を予測した対応を事前に検討し計画に盛り込んでおく。 

 
<事故発生時の対応＞ 

 けがをした場合、体調不良の場合は、イ．転落・落下、セ．睡眠の項参照 
 異物等を誤って飲み込んでしまった場合は、オ．薬対応・医療的ケア、サ．誤嚥参照 
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（３）その他の安全管理上の予防や対応 
タ 感染症等についての予防・対応 
<事故発生のポイント> 
 インフルエンザ、新型コロナウイルス感染症、ノロウィルス等の感染症については、対
応が遅れると集団感染につながる恐れがある。こどもの発熱等の変化に気づくように心が
け、嘔吐等あった場合は、感染が拡大しないように対策する必要がある。 
 
＜安全管理のポイント＞ 

 こどもの睡眠、健康状態を把握し、体調の変化に気づくことができるようにする。 
 本人の普段の状態と異なる下痢症状がある場合は、報告をする。 
 発熱を確認した場合は、事業所等内での報告を徹底する。 
 自己判断はしない。対応については複数で協議する。 
 手洗い・うがいの徹底 
 キッチン、調理器具等の衛生。調理を伴う活動時での食材等へ充分に気を配る。 
 排泄物、吐瀉物の後始末に関しては、ゴム手袋をする事を徹底する。 
 嘔吐の後は、消毒をする。 
 嘔吐があった場合は、場の状況を把握し、こども達の把握にも努める。 
 嘔吐、吐血があった場合にはすぐに報告をする。 
 状況に応じて保健所への届け出を行う。 

 
<事故発生時の対応＞ 

 体調不良の場合は、イ．転落・落下、セ．睡眠の項参照 
 異物等を誤って飲み込んでしまった場合は、オ．薬対応・医療的ケア、サ．誤嚥参照 

 

チ 災害時の対応 
 災害時の対応マニュアルは、その地域や事業所等の実情に応じ、地域の防災計画や具体
的な施設の構造、児童の特性等に応じて作成するとともに、緊急時にすぐ対応できるよう、
実践的な訓練により体得しておくことが重要である。また、マニュアルは目の届くところ
に置いておくことが必要である。 
 災害時には、マニュアルに則り迅速に行動する。 

【災害時対応マニュアルの例 P.47】 
 
  

98



 

32 
 

４．障害の特性に応じて留意する事項 
 

それぞれのこどもの障害特性、発達の状況、興味関心等を理解することは、危険の予測
や事故防止につながる。視覚障害、聴覚障害、盲ろう、知的障害、発達障害、精神的に強
い不安や緊張を示すこども、肢体不自由のこども、病弱・身体虚弱のこども、医療的ケア
が必要なこども、重症心身障害のあるこども、虐待等の不適切な養育等を受けたこども等、
障害や特性、それぞれのこどもの発達の状況についての理解を深める。  

また、個別支援計画、保護者からの情報提供、普段のこどもの観察、研修等を活用して、
一人一人のこどもの障害特性やニーズを把握して支援にあたる。把握した情報は、こども
に関わる全ての職員で漏れなく共有し、引き継ぐようにする。 
 
○ 視覚に障害のあるこどもに対しては、言葉で情報を伝えることが大切である。また、周

囲の状況や危険個所等の情報については、聴覚、触覚及び保有する視覚等を活用して、
普段から伝えておくことが大切である。 

 
○ 聴覚に障害のあるこどもに対しては、視覚を用いた情報伝達が有効である。絵や図を用

いる、口の形を読み取る、手話、筆談や身振りなど、一人一人の状況に合わせて、本人
の希望する方法で周囲の状況や危険箇所等の情報を伝え、コミュニケーションをとるこ
とが重要である。相手の視野に入ることが大切である。 

 
○ 目（視覚）と耳（聴覚）の両方に障害のある盲ろうのこどもに対しては、手のひらに文

字を書いて伝える、物を直接触ってもらい確認してもらう等、一人一人の状況に合わせ
て、本人の希望する方法で周囲の状況や危険箇所等の情報を伝え、コミュニケーション
をとることが重要である。 

 
○ 知的障害のあるこどもに対しては、ゆっくりと、はっきりと、具体的に、短い文章で説

明することが重要である。ゆとりや見通しをもって活動に取り組めるよう、手順を丁寧
に伝える等、配慮するとともに、周囲の状況に応じて安全に行動できるようにすること
が必要である。 

 
○ 発達障害のあるこどもに対しては、予定等の見通しをわかりやすくする、感覚の特性

（感覚の過敏や鈍麻）に留意し、安心できる環境づくりが必要である。また、具体的ま
たは視覚的な手段を用いながら、活動や場面の理解ができるようにすることが必要であ
る。 

 
○ 精神的に強い不安や緊張を示すこどもに対しては、不安をやわらげることが大切である。

落ち着いた態度で接するとともに、情報を伝える際には、大きな声や指示的な口調は、
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不安にさせる可能性もあるので控えて、状況を具体的に、わかりやすく、簡潔に説明す
る。話をする場合は、一度に多くの内容を盛り込まず、一つずつ伝えるようにすること
が必要である。 

 
○ 肢体不自由のこどもに対しては、転倒・落下・衝突・躓きが重大事故につながるおそれ

があるため、それらを未然に防ぐことが重要である。環境整備、こどもに手の届く範囲
から大人が離れない、座位保持椅子・バギー・車いす等に乗せた時に腰ベルトをしたか
指差し確認をするなど、普段から気を付けることが大切である。 

 
○ 病弱・身体虚弱のこどもに対しては、病気の状態等に十分に考慮し、事前に、主治医か

らの指示・助言や保護者からの情報を把握するとともに、継続的に情報を共有しつつ、
その子にあった配慮をしながら支援を行うことが必要である。治療過程で運動や日常生
活上での様々な制限を受けていることもあるため、注意が必要である。 

 
○ 医療的ケアが必要なこどもや重症心身障害のあるこどもに対しては、心身や健康の状態、

病気の状態等を十分に考慮し、事前に、主治医からの指示・助言や保護者からの情報を
把握するとともに、継続的に情報を共有しつつ、その子にあった配慮をしながら支援を
行うことが必要である。酸素吸入が必要な場合は酸素吸入装置を常備する、電源が必要
な機器の取り扱いや充電に注意する等も必要である。転倒・落下・衝突・躓きが重大事
故につながるおそれがあるため、それらを未然に防ぐことが重要である。環境整備、こ
どもに手の届く範囲から大人が離れない、座位保持椅子・バギー・車椅子等に乗せた時
に腰ベルトをしたか指差し確認をするなど、普段から気を付けることが大切である。 

 
○ 虐待等の不適切な養育を受けたこどもに対しては、自傷・他害のリスクが高まるため配

慮が必要である。例えば、自傷・他害に繋がる刃物、薬、火の元、コード類等を管理す
るとともに、窓から落ちたり飛び降りたりしないように窓を施錠する等の対応をとる必
要がある。失踪や飛び出しを防ぐために、出入り口にも気を配る必要がある。 

 
○ アレルギーのこどもに対しては、保護者からアレルギーの確認をして個別に必要な食事

の対応をとるだけではなく、エピペンを活動の部屋や配膳時のすぐ手の届くところに置
いておく、エピペンの使い方を職員が理解しておくこと等も必要である。 
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５．緊急時の対応・体制の確認 
 
事故をゼロにすることはできないが、死亡や重篤な事故にならないよう、事故発生時の

適切な対応は重要である。そのためには、まずは、各事業所等でどのような緊急事態が生
じうるか、その場合にどのように対応すべきかを事業所等内で話し合い、事故発生時の体
制・対応マニュアルを作成しておく必要がある。併せて、その内容をすべての職員が理解
して体得しておくことが重要である。 

緊急時の対応体制として、以下のような準備をしておくことが望ましい。 
 

①緊急時の役割分担を決め、掲示する。 
○事故発生時に他の職員に指示を出す役割について、施設長・事業所長、副施設長・副

事業所長、担当職員など、順位を付け明確にするとともに、事故発生時の役割ごとに
分担と担当する順番・順位を決め、事務室の見やすい場所に掲示する。 

○緊急時の役割分担の主なものは、以下が考えられる。 
・心肺蘇生、応急処置を行う。 
・救急車を呼ぶ。 
・病院に同行する。 
・事故直後、事故に遭ったこどもの保護者、地方自治体関係部署に連絡する。 
・事故当日、事故に遭ったこども以外のこどもの教育・保育を行う。 
・事故直後、交代で事故の記録を書くよう職員に指示する。 
・事業所等全体の状況を把握しつつ、病院に同行している職員など、各役割を担う職

員間で連絡をとる。 
・事故当日、必要に応じて、事故に遭ったこども以外のこどもの保護者に事故の概要

について説明をする。 
・翌日以降の支援の実施体制の確認を行う 
 

②日常に準備しておくこと（受診医療機関のリスト、救急車の呼び方、受診時の持ち物、
通報先の順番・連絡先等を示した図等）について 
○事業所等は、各職員の緊急連絡網、医療機関・関係機関（地方自治体、警察等）の

一覧、保護者への連絡に関する緊急連絡先を事前に整理しておく。 
○119 番通報のポイントと伝えるべきことを作成し、事務室の見やすい場所に掲示、

園外活動等の際に使用するかばんに携帯、プールでの活動中に見やすい場所等に掲
示する。 
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６.事故の再発防止のための取り組み 
 

事業所等及び地方自治体は、死亡事故等の重大事故が発生した場合に事故後の検証を行
った上で、これまでの取組みについて改善すべき点を検討し、重大事故の再発防止の取組
みについて、以下に留意し実施する。 

 
（１）再発防止策の策定 

○既に発生した事故が防げるものだったのか、今後、類似事故の発生防止のために何を
すべきか、という視点で具体的に再発防止策の検討を行う。 

○策定した再発防止策については、既存のマニュアル等に確実に反映させるとともに、
その後の取り組み状況に応じて、随時見直しを図る。 

 
（２）職員等への周知徹底 

○発生した事故について、再発防止策を職員全員に周知するとともに必要に応じて保護
者とも共有を行う。 
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<参考１＞安全計画の作成の例 
◎安全点検 
（１）施設・設備・園外環境（散歩コースや緊急避難先等）の安全点検 

月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

重点点検箇
所 

避難経路点検 
緊急連絡表作成 

園舎破損個所点検 

遊具の点検 
園庭鍵の点検 

散歩コースの危険個所
の確認 

毛虫駆除 

プール・プール周りの
柵の点検 

園庭備品の点検 

園庭全体(鍵・フェン
ス・ターザンロープ・

排水溝)の点検 
防火設備点検 

エアコンの確認 

プール片づけ 
散歩コースの点検 

(散歩コース内の公園の
遊具を含む) 

月 10 月 11 月 12 月 １月 ２月 ３月 

重点点検箇
所 

暖房器具の点検 
使用方法・掃除 

園舎破損個所の点検 

冬季に向けての冬囲い 
園外水道の水抜き 
除雪道具の点検 
滑り止めマット 

冬用遊び道具の点検 
防雪用ネットの点検 

送迎車両の点検 
氷割り 

散歩経路(冬用) 
危険個所(屋根上の雪、
滑りやすい箇所)の確認 

散歩経路の確認 
暖房・ボイラーの確認 

防火設備点検 

雪解け園庭周りの確認 
氷割り 

（２）マニュアルの策定・共有 
分野 策定時期 見直し（再点検）予定時期 掲示・管理場所 

重大事故防止マニュアル    
□ 午睡 2015 年 1 月 25 日 2024 年 8 月 1 日 支援マニュアルに明記 
□ 食事 2004 年 2 月 18 日 2024 年 5 月 1 日 支援マニュアルに明記 
□ プール・水遊び 2007 年 3 月 14 日 2024 年 6 月 1 日 支援マニュアルに明記 
□ 園外活動 2004 年 2 月 18 日 2024 年 ６月 1 日 支援マニュアルに明記 
□ バス送迎（※実施している場合の

み） 
2004 年 8 月 29 日 2024 年 ５月 1 日 送迎マニュアルに明記・毎朝の読み合わ

せ 

□ 降雪（※必要に応じ策定） 2004 年 1 月 31 日 2024 年 12 月 1 日 掲示 
災害時マニュアル 2009 年 12 月 15 日 2024 年 9 月 1 日 掲示 
119 番対応時マニュアル 2023 年 4 月 1 日 2024 年 4 月 1 日 掲示 
救急対応時マニュアル 2004 年 9 月 22 日 2024 年 ４月 1 日 掲示・支援マニュアルに明記 
不審者対応時マニュアル 2015 年 7 月 4 日 2024 年 5 月 1 日 掲示・支援マニュアルに明記 
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◎児童・保護者に対する安全指導等 
（１）児童への安全指導（施設の生活における安全、災害や事故発生時の対応、交通安全等） 

 4~6 月 7~9 月 10~12 月 1~３月 

乳児・１歳以
上３歳未満児 

遊具遊びや散歩時の事故防止 熱中症対策 
水遊びの事故防止 

地震や災害 
道路の歩き方 

冬道の歩き方 
園庭の遊び方(冬バージョン) 

３歳以上児 

遊具遊びや散歩時の事故防止 熱中症対策 
水遊びの事故防止 

地震や災害 
道路の歩き方・信号の見方 

冬道の歩き方 
園庭の遊び方(冬バージョン) 

学齢期 

遊具遊びや散歩時の事故防止 
下校時の歩き方・信号の見方 

熱中症対策 
水遊びの事故防止 
下校時の歩き方・信号の見方 

地震や災害 
下校時の歩き方・信号の見方 

冬道の歩き方 
下校時の歩き方・信号の見方 
公園での遊び方(冬バージョン) 

 
 
（２）保護者への説明・共有 

4~6 月 7~9 月 10~12 月 1~３月 
おたよりで周知 おたよりで周知 

面談 
おたよりで周知 おたよりで周知 

アンケート・面談 
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◎訓練・研修 
（１）訓練のテーマ・取組 

月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

避難 
訓練等 

 

21 日(金)  
火災 

19 日(金) 
火災 

16 日(金) 
火災 

21 日(金) 
火災 

18 日(金) 
午睡時火災(幼児) 

15 日(金) 
火災 

その他 
※１ 

人数確認 
アレルギー受け渡し 
エピペンの使い方 

不審者対応 送迎時の安全 
熱中症対策 
水遊び対策 

安全運転講習 
エピペンの使い方 

車を離れる際 

月 10 月 11 月 12 月 １月 ２月 ３月 
避難 

訓練等 
※１ 

20 日(金) 
水害・火災 

17 日(金) 
地震・火災 

15 日(金) 
地震・火災 

（幼児:大避難訓練） 

19 日(金) 
地震・火災 

(学童:大避難訓練) 

16 日(金) 
地震・火災 

15 日(金) 
地震・火災 

その他 
※２ 

  送迎時の安全 そり滑りについて   

 
 ※１ 「その他」・・・「避難訓練等」以外の 119 番通報、救急対応（心肺蘇生法、気道内異物除去、AED・エピペン®の使用等）、不審者対応、送迎バスにおける

見落とし防止等 
 
（２）訓練の参加予定者（全員参加を除く。） 

訓練内容 参加予定者 
人数確認 直接処遇職員・1 年目職員 
アレルギー・エピペン 直接処遇職員・1 年目職員・給食室職員 
送迎時の安全 送迎担当職員 
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（３）職員への研修・講習（園内実施・外部実施を明記） 

4~6 月 7~9 月 10~12 月 1~３月 
アレルギー・エピペン(園内実施) 
人数確認(園内実施) 

熱中症対策(園内実施) 
水遊びについて(園内実施) 
エピペンの打ち方(園内実施) 
車を離れる際(園内実施) 

安全を守る取り組み(園内実施) そり滑りについて(園内実施) 

 
（４）行政等が実施する訓練・講習スケジュール  ※所属する自治体・関係団体等が実施する各種訓練・講習スケジュールについて参加目途にかかわらずメモする 

上級応急手当講習 
リスクマネージャー養成研修 
 

 
◎再発防止策の徹底（ヒヤリ・ハット事例の収集・分析及び対策とその共有の方法等） 

・毎月ヒヤリ・ハットの集計と分析(SHEL モデルでの分析) 
・社内ネットと打ち合わせでの共有 
 

 
◎その他の安全確保に向けた取組（地域住民や地域の関係者と連携した取組、登降園管理システムを活用した安全管理等） 

・破損個所、危険個所のチェックと修繕などの環境整備 
・消防署からの訪問と消火指導(６月) 
 

 
※安全計画は毎年 12 月の委員会で見直しを行う。 
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＜参考２＞安全管理のチェックリストの例 
   管理者

印 
担当印 

    
日付  / / / / / / 

1 遊具や周りの安全を確認している。       
2 室内・室外で角や尖った部分で危険な箇所には、ガードがしてあるか確認している。       
3 高いところに物をおかないようにしている。       
4 転落予防のため、窓の下に物をおかないようにしている。       
5 出入口をふさがないように気をつけている。       
6 口の中に入ってしまう小さなおもちゃを手の届くところに置かないように注意している。       
7 室内は整理整頓し使用したものは、すぐに収納場所に片付けている。       
8 室内の空気の入れ替えをしたり、過ごしやすい温度や湿度になっているか気を付けている       
9 園庭の草を引いたり、小石拾いをしたり安全に遊べるよう注意している。       
10 使用後の発達支援室や倉庫の電気は消すようにしている。       
11 支援終了後は各部屋・倉庫のドアを必ず開放している。       
12 テラスの人工芝がずれたり、ジョイント部分が外れたりしていないか確認している。       
13 玩具は遊んだあと消毒をしている。       
14 水分補給時や食事の前には机を消毒している。       
15 こどもが触れるところは、その都度消毒している。       
16 床が濡れていたり、食べ物が落ちたら、すぐに拾い拭き取って清潔にしている。       
17 テラス、窓、さん、棚、靴箱の掃除をしている。       
18 下痢や嘔吐用のバケツを用意し使ったら補充している。       
19 蜂の巣がないか、蜂はいないか、危険な虫はいないか、気を付けている。       
20 支援者はこどもの行動を確認できる状態でいる。       

 

   管理者
印 

担当印 

    
日付  / / / / / / 

21 揺れているブランコには近づかないように注意してみている。       
22 こどもの介助で無理に身体（手足）を曲げたり引っ張ったりしないようにしている       
23 ドアを開閉するときは、こどもの手や足の位置を確認している。       
24 脱臼やアレルギーなど、注意の必要なこどもについて把握している。       
25 園庭で遊ぶとき、遊戯室に集まるときなど、場所を移動するときは必ず人数確認をしてい

る。 
      

26 個別支援計画の内容を確認し、常にこどもの支援に活かせるようにしている。       
27 日々の打ち合わせや振り返りなど職員間で話し合っている。       
28 こどもの成長や姿を職員間で共有することができている。       
29 こどもに合わせた支援内容を立案したり、個々に応じ工夫している。       
30 保護者への言葉遣いや態度など気を付けている。       
31 こどもの発達や課題について共通理解するために保護者にこどもの状況を伝えている。       
32 定期的に子育ての悩みに対する相談や助言が行えている。       
33 職員間で、こどもの必要な情報は共有できるように報告している。       

34 個人情報の取り扱いについて十分に注意している。       
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園舎内点検表 （毎月 1 回点検実施） 

点検日 点検者 発達支援
室①（手
洗い場含

む） 

トイレ
① 

発達支援
室②（手
洗い場含
む） 

エアコ
ン 

床暖 

洗濯室 給食室 遊戯室 倉庫 靴箱（玄
関） 

           
           
           
           
           
           
           

 

 

遊具点検表（１/W） 

 

  月   日   曜日   時   担当者          主任印 
 地面のへこ

み  
石ころ・雑
草等障害物

の有無 

安全領域
の確保 

腐食がな
いか 

損傷部が
ないか 

ボルトの
ゆるみ 

突起物が
ないか 

ぐらつき
がないか 

異常音が
ないか 

備考 

ウッドジム 良・不良 良・不良 良・不良 良・不良 良・不良 良・不良 良・不良 良・不良  
ブランコ 良・不良 良・不良 良・不良 良・不良 良・不良 良・不良 良・不良 良・不良  
滑り台 良・不良 良・不良 良・不良 良・不良 良・不良 良・不良 良・不良 良・不良  
砂場 良・不良 良・不良 良・不良 良・不良 良・不良 良・不良 良・不良 良・不良  
鉄棒 良・不良 良・不良 良・不良 良・不良 良・不良 良・不良 良・不良 良・不良  

三輪車 良・不良 良・不良 良・不良 良・不良 良・不良 良・不良 良・不良 良・不良  
四輪トロッコ 良・不良 良・不良 良・不良 良・不良 良・不良 良・不良 良・不良 良・不良  
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＜参考３＞食物アレルギーの対応の例 

1、アレルギー対応の手順 

（１）年度の初め、入園・入所時、食物アレルギー対応の要望があった場合 

① 食物アレルギーの有無についてアンケートをとる（全員）。 

② アレルギー有の方のみ「アレルギー生活管理指導表」を渡し、医療機関において、担当

医に記入してもらい、担当に提出する。 

③ 給食やおやつの内容について、「アレルギー生活管理指導表」に基づき、保護者・看護

師・担当・栄養士で面談する。 

④ 保管用の「アレルギー対応個人表」を作成し、保護者の同意を得る。 

⑤ 全職員に周知徹底をし、対応を開始する。 

 

（２）除去解除について 

・医師の診断で除去が解除になった場合、可能であれば、その旨を「診断書」または「意見書」

を作成し提出してもらう。保護者は「食物アレルギー対応食解除確認表」に記入する。家庭で

数回食べたことがあるかを確認し、給食でも除去を解除する。 

解除したあとも、しばらくは食後の様子に注意を払う。 

 

(３)その他 

・個人の判断で除去することがないように、年に１回は医療機関の受診を促す。 

・食物アレルギーは家庭での食事も大変であるため、細やかで丁寧な対応を心掛ける。 

 

２、昼食の対応 

 食物アレルギー対応食献立表を作成し、クラスの見える所に掲示 

 食物アレルギー対応食実施献立表を作成し、給食室に掲示 

      ⇓ 
○給食室内 

対応食実施献立表に基づき調理  

チェック① 調理員と栄養士  

  調理員 「チェックお願いします。天ぷらの小麦粉×、米粉使用の A くんです。」 

  栄養士 「天ぷらの小麦粉×、米粉使用の A くんですね。Ok です。」 

        
○クラスでの給食配膳開始 

 配膳担当者はアレルギー対応食献立表を２人で確認してから、配膳を開始する。 

アレルギー食以外のメニューをよけておく。 

        ⇓  

声出し・指さし 

を必ず行う！ 
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○受け渡し                  

チェック② クラス職員と給食室 

  クラス職員「りすぐみの A くんのアレルギー食をお願いします。 

                ○月〇日天ぷらの小麦粉×、米粉使用です。」 

  給食室 「A くんの天ぷらの小麦粉×、米粉使用です。」 

 

 ※アレルギー食が無い場合・・ 

  クラス職員または配膳担当「○月○日、りすぐみのＡ君はアレルギー食はありません」 

  給食室「はい、りすぐみの A 君はアレルギー食はありません」 

     アレルギー食が無い場合も確認とサインをする。 

 

 ※配達時クラスに不在の場合・・ 

クラス担当が戻り次第、給食室に電話をし、献立表とアレルギー食を見ながら確認する。 

  

    ⇓                
チェック③ クラス担当と配膳担当 

  クラス職員「A くんの天ぷらの小麦粉×、米粉使用です」 

  配膳担当 「A くんの天ぷらの小麦粉×、米粉使用ですね」 

    ⇓ 

○すべての配膳終了後、こどもの机へ持って行く 

チェック④ クラス担当とアレルギーのこどもの担当職員 

クラス職員 「A くんの天ぷらの小麦粉×、米粉使用です」 

  こどもの担当職員「A くんの天ぷらの小麦粉×、米粉使用ですね。 

アレルギー食以外の配膳も OK です」 

  

 

※アレルギー食が無い場合・・（アレルギー対応献立表みながら） 

   配膳担当 「○月○日Ａくんは、今日はアレルギー食はありません」 

  クラス職員 「はい、A くんは今日はアレルギー食は無しですね」 

       アレルギー食が無い場合も確認とサインをする。 

       ⇓ 

    食事を始める 

 

・食事中、アレルギー担当職員は、最後までこどもの隣に座る。ごちそうさまをした後は別の部

屋に移動するようにして、残っている給食の誤食が無いようにする。 

・配膳職員とアレルギーのこどもの担当職員は決めておく。 

・個別のトレーは、絶対おぼんがわりに使用しない。 

・配膳をクラス担当以外の人に頼む時は、必ずアレルギー対応食の引き継ぎをする。 

声出し・指さし 

確認サインを必

ず行う！ 

声出し・指さし 

確認サインを必

ず行う！ 

声出し・指さし 

確認サインを必

ず行う！ 
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３、アレルギー症状出現時、または誤食した場合のフロー 

 

第一発見者 

□時間、具体的症状を観察し担当、看護師、栄養士へ連絡 

□担当が到着するまでこどもから離れず常に観察 

□担当が来たら、状況を報告する 

                            ※必要に応じてエピペン注射  

 

担当到着               看護師到着        栄養士到着          

□可能であれば安静な場所へ移動    □症状観察        □食材の確認 

□こどもから離れず常に観察       □診断書確認       □保護者アンケート確認 

       

―――――――――担当、看護師、栄養士と情報交換―――――      

 

                        （同時に理事長・幹部職員に報告） 

 

誤食した場合（軽度の症状・または無症状） 

  □①保護者に連絡------------□状況説明 

             ------□必要時預かり薬投与の同意 

             ------□受診の同意 

 

 □②かかりつけ医に連絡--------□状況説明 

              ―------□投薬・受診の指示を仰ぎ 

                     必要あれば投薬（看護師） 

   

 

 

□③受診する場合-------------□受診同行（担当・看護師） 

                    -----□実施献立表の持参 

     ※症状の程度に関わらず、基本は病院を受診する。 

 

 

誤食していないが疑われる症状がある場合（原因不明の場合） 

  □①保護者に連絡-------------□状況説明 

             ------□必要時預かり薬投与の同意 

             ------□必要時受診の同意 

 

 

 □②クリニックに連絡--------□状況説明 

             ------□投薬・受診の指示を仰ぎ必要あれば投薬（看護師） 
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※エピペンを処方されている場合・・・ 

◆下記症状が１つでも当てはまる場合、エピペンを使用する 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

            上記の症状が 1 つでも当てはまる場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

全身の症状 

□ぐったり 

□意識もうろう 

□便や尿を漏らす 

□脈がふれにくい 

       または不規則 

□唇や爪が青白い 

呼吸器の症状 

□のどや胸が締め付けられる 

□声がかすれる 

□犬が吠えるような咳 

□息がしにくい 

□持続する強い咳き込み 

□ぜーぜーする呼吸 

消化器の症状 

□持続する強い 

 （我慢できない）お腹の痛み 

□繰り返し吐き続ける 

①ただちにエピペンを打つ 

②救急車を呼ぶ（119 番通報） 

③その場で安静を保つ・保護者に連絡する 

④その場で救急隊を待つ 

 

ただちに救急車で医療機関へ搬送 
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＜参考４＞災害時対応マニュアルの例  

非常災害時対応マニュアル 

目標 
こどもと職員の命を守る。 

 

厳守事項 
① 避難経路を開放し、各部屋のセーフティーゾーンへ集まる。 

② 非常ベルを鳴らす。１１９番へ通報する。 

③ 人数確認。（職員は児童名簿と出欠簿を持つ） 

④ 慌てず落ち着いて行動する。 

⑤ 情報を全て、災害時対応本部へ報告する。 

 

人員の配置（構造化） 
総責任者：〇〇  全体リーダー：○○ サブリーダ：〇〇 

○全体リーダー：全体の把握、災害時対策本部へ報告、サブリーダー：全体の安全確認 

○配置 

〇センター 

・玄関 1 名 

・園庭入り口（玄関側） １名 

・園庭入り口（保育園側） １名 

・ホール窓 ２名 

・第一駐車場（道路） ２名 

・非常階段（上） １名 

・非常階段（下） １名 

 

〇ビル系建物 

・玄関 １名 

・１階各部屋の窓 各１名 

・各部屋出入り口 １名 

・非常階段 一階 １名 

・非常階段（救助袋） 二階 １名 

・非常階段（救助袋） 三階 １名 

 

〇一戸建物系 

・玄関 １名 

・１階各部屋の窓 １名 

・各部屋出入り口 １名 

・階段 １階 １名 

・階段 ２階 １名 
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避難の流れ  
①避難経路を通って避難（先頭、中間、最後で安全を守る） 

避難経路 

〇センター 

1 階～各クラスのテラス → 園庭 → 避難指定小学校（第二避難所：避難指定公園）（場合によって駐車場で車

両避難） 

ホール窓 → 避難指定小学校（第二避難所：避難指定公園（場合によって車両避難） 

２階～非常階段 → 避難指定小学校、（第二避難所：避難指定公園） 

〇ビル系 

１階～各部屋の窓、または玄関 → 避難指定小学校（第二避難所：避難指定公園） 

２、３階～階段、または非常階段（救助袋） → 玄関 → 避難指定小学校（第二避難所：避難指定公園） 

備蓄品 

・食料（例） 

食品名 １人分量目安 回数 総量 保管場所 

消費期限 
（近いも
の） 

ごはん １５０g ２回 ６００食 各事業所 2024.○月 

水 １リットル （学童含む） ２ℓ×３５４本 
中物置 

各事業所 
2024.○月 

みかん缶詰 ３０ｇ １回 １号（1.7kg）×６缶 中物置 2024.○月 

味付け海苔 １袋 １回 １００入×３パック 給食室 2024.○月 

クラッカー ３枚 
１回 
（学童含む） 

３５缶 
（13 枚×３本入） 

中物置 
各事業所 

2024.○月 
 

注意事項 

① 災害があった際は全体リーダー・サブリーダーで集まる。状況判断は迅速に協議、実行する。 

② 災害対策本部に情報を集約し、全体リーダーから災害対策本部に現場の状況を報告をする。 

③ 当日登園していたこどもの正確な人数把握と確認を徹底する。（児童名簿と出欠簿） 

④ 園内に逃げ遅れたこどもがいないか最終確認を行い、全体リーダーが、災害時対策本部に報告する。 

 
 
 

115



別添１　　

0歳 1歳 2歳 3歳 4歳 5歳以上 学童 その他

診断名

病状

病院名

認可・認可外の区分

(負傷の場合）受傷部位

事故報告自治体
（都道府県・市区町村）

施設・事業所代表者等

施設・事業所種別 施設・事業所設置者等
（社名・法人名・自治体名等）

施設・事業開始年月日
(開設、認可、事業開始等)

事故発生時の
教育・保育等従事者数

うち保育教諭・幼稚園教諭・保育
士・放課後児童支援員等

事故発生時間帯

事故発生時のこどもの人数
の内訳

事故発生クラス等

教育・保育施設等事故報告書

事故報告年月日 施設・事業所所在地

施設・事業所名称事故報告回数

基本情報

　　事故発生後の対応
（報道発表を行う（行った）場合にはそ
の予定（実績）。第2報以降で追記。）

※　第１報は、本報告書（表面）を記載して報告してください。
※　第１報は、原則事故発生当日（遅くとも事故発生翌日）、第２報は原則１か月以内程度に報告してください。
※　第２報は、記載内容について保護者の了解を得た後に、各自治体へ報告してください。
※　直近の指導監査の状況報告及び発生時の状況図（写真等を含む）を添付してください。
※　意識不明事故に該当しないものの、意識不明に陥った後に死亡事故や重篤な事故となった場合は、意識不明時の状況も記載してください。
※　「（負傷の場合）負傷状況」欄における「骨折（重篤な障害が疑われるもの）」については、医師の所見等により、骨折に伴う重篤な障害
　（偽関節、著しい運動障害、著しい変形等）が残ることが疑われる場合に選択してください。
※　記載欄は適宜広げて記載してください。

事故発生時の状況

事故の誘因

(死亡の場合）死因

事故の転帰

診断名、病状、病院名

　　　事故の発生状況
（当日登園時からの健康状況、発生後
の処置を含めて可能な限り詳細に記
載。第１報で可能な範囲で記載し、第2
報以降で修正。）

事故に遭ったこどもの情報

(負傷の場合）負傷状況

こどもの年齢(月齢) こどもの性別

施設入所年月日
(入園年月日、事業利用開始年月日等)

所属クラス等

事故発生場所

特記事項
（事故と因子関係がある持病、アレル

ギー、既往症、発育・発達状況等）

事故発生時の状況

事故発生時のこどもの人数

事故発生年月日

（表面）
ver.4
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具体的内容

実施頻度
(回／年)

具体的内容

具体的内容

実施頻度
(回／年)

具体的内容

実施頻度
(回／年)

具体的内容

実施頻度
(回／年)

具体的内容

具体的内容

具体的内容

具体的内容

具体的内容

→　消費者庁消費者安全課（i.syouhisya.anzen@caa.go.jp）

④　放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ）

→　こども家庭庁成育局成育環境課健全育成係（seiikukankyou.kenzen@cfa.go.jp）

→　こども家庭庁成育局成育環境課家庭支援係（seiikukankyou.katei@cfa.go.jp）

⑥　子育て援助活動支援事業（ファミリー・サポート・センター事業）

→　こども家庭庁成育局成育環境課子育て支援係（seiikukankyou.kosodate@cfa.go.jp）

→　文部科学省初等中等教育局特別支援教育課（toku-sidoui@mext.go.jp）

→　文部科学省初等中等教育局幼児教育課（youji@mext.go.jp ）

③　特別支援学校幼稚部

①　特定教育・保育施設（幼稚園、幼稚園型認定こども園を除く。）、特定地域型保育
事業、一時預かり事業（幼稚園、幼稚園型認定こども園で実施する場合を除く。）、病
児保育事業（幼稚園、幼稚園型認定こども園で実施する場合を除く。）及び認可外保
育施設（企業主導型保育施設を含む。）

【全施設・事業所共通の報告先】

⑤　子育て短期支援事業（ショートステイ、トワイライトステイ）、子育て世
　帯訪問支援事業及び児童育成支援拠点事業

改善策【必須】

→　こども家庭庁成育局保育政策課認可外保育施設担当室指導係（ninkagaihoikushisetsu.shidou@cfa.go.jp）

②　幼稚園、幼稚園型認定こども園
→　文部科学省総合教育政策局男女共同参画共生社会学習・安全課安全教育推進室学校安全係（anzen@mext.go.jp）

→　文部科学省総合教育政策局男女共同参画共生社会学習・安全課安全教育推進室学校安全係（anzen@mext.go.jp）

事故防止に関する研修

【施設・事業所別の報告先】

改善策【必須】

その他の要因・分析・特記事項

教育・保育の状況

人的面

自治体コメント【必須】
（自治体による事故発生の要因分析等を記載してください。施設・事業者は記載しないでください。）

改善策【必須】

対象児の動き

玩具の安全点検

施設の安全点検

ハード面

その他の要因・分析・特記事項

改善策【必須】

職員配置

教育・保育施設等事故報告書
ソフト面

事故防止マニュアル

※　【施設・事業所別の報告先】及び【全施設・事業所共通の報告先】ともに報告をお願いします。
※　裏面の記載事項は、大半部分を公表する予定であるため、個人情報（対象児氏名、搬送先病院名等）は記載しないでください。

環境面

遊具の安全点検

その他の要因・分析・特記事項

その他の要因・分析・特記事項

他の職員の動き

担当職員の動き

（裏面）
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別添１　　

令和6年 1月 11日

A県

令和2年 4月 1日

2歳 8か月

令和5年 4月 1日

令和6年 1月 11日

3名 1名

0歳 1歳 2歳 3歳 4歳 5歳以上 学童 その他

0名 0名 3名 3名 4名 0名 0名 0名

診断名

病状

病院名

こどもの年齢(月齢)

施設内(室内) 事故発生クラス等 異年齢構成

教育・保育施設等事故報告書（記載例）
基本情報

事故報告回数 第1報 施設・事業所名称 Cこども園

事故報告年月日 施設・事業所所在地 B市中央区D町１－１－１

事故報告自治体
（都道府県・市区町村）

B市 施設・事業所代表者等 E山　F男

事故発生時の状況

施設・事業所種別 幼保連携型認定こども園 施設・事業所設置者等
（社名・法人名・自治体名等）

G法人H会

認可・認可外の区分 認可 施設・事業開始年月日
(開設、認可、事業開始等)

事故に遭ったこどもの情報

こどもの性別 男

特記事項
（事故と因子関係がある持病、アレル

ギー、既往症、発育・発達状況等）

※　事故と因子関係がある場合の、当該こどもの教育・保育において留意が必要な事項（気管切開による吸引等の医療
行為、経過観察中の疾病名等）についても、この欄に記載してください。

施設入所年月日
(入園年月日、事業利用開始年月日等)

所属クラス等 3歳児クラス

事故の転帰 死亡

事故発生年月日 事故発生時間帯 昼食時・おやつ時

事故発生場所

事故発生時のこどもの人数 10名
事故発生時の

教育・保育等従事者数
うち保育教諭・幼稚園教諭・保育
士・放課後児童支援員等

事故発生時のこどもの人数
の内訳

事故発生時の状況 食事中(おやつ含む)

事故の誘因 死亡

(死亡の場合）死因 窒息　※　事故の転帰が「負傷」の場合は、「ー」を選択してください。

(負傷の場合）受傷部位 ー　※　事故の転帰が「死亡」の場合は、「ー」を選択してください。

(負傷の場合）負傷状況 ー　※　事故の転帰が「死亡」の場合は、「ー」を選択してください。

　　事故発生後の対応
（報道発表を行う（行った）場合にはそ
の予定（実績）。第2報以降で追記。）

【園の対応】
○/○　園において児童の保護者と面談　　○/○　園で保護者説明会　　○/○　理事会で園長が説明
【市の対応】
○/○　記者クラブへ概要を説明

※　第１報は、本報告書（表面）を記載して報告してください。
※　第１報は、原則事故発生当日（遅くとも事故発生翌日）、第２報は原則１か月以内程度に報告してください。
※　第２報は、記載内容について保護者の了解を得た後に、各自治体へ報告してください。
※　直近の指導監査の状況報告及び発生時の状況図（写真等を含む）を添付してください。
※　意識不明事故に該当しないものの、意識不明に陥った後に死亡事故や重篤な事故となった場合は、意識不明時の状況も記載してください。
※　「（負傷の場合）負傷状況」欄における「骨折（重篤な障害が疑われるもの）」については、医師の所見等により、骨折に伴う重篤な障害
　（偽関節、著しい運動障害、著しい変形等）が残ることが疑われる場合に選択してください。
※　記載欄は適宜広げて記載してください。

診断名、病状、病院名

※　SIDSについては、確定診断が出された時のみ記載してください。

※　SIDS疑いの場合は、病状として記載してください。

I総合病院

　　　事故の発生状況
（当日登園時からの健康状況、発生後
の処置を含めて可能な限り詳細に記
載。第１報で可能な範囲で記載し、第2
報以降で修正。）

15：20　本児はケーキ（縦２㎝、横２㎝、厚さ２㎝））をほおばりながら食べるという食べ方をしていた。
　　　　　2つ目に手を伸ばし、食べていた。この時、担任保育士は少し離れた場所で他児の世話をしていた。
　　　　　ケーキを食べた本児が急に声を出して泣き出した。
　　　　　保育士が口内に指を入れて、かき出していたが本児の唇が青くなったことに気がついた。
15：25 　看護師を部屋に呼んだ後、救急車を要請。口に手を入れ開かせた。
　　　　　背中を強く叩いたが、何も出てこない。泣き声が次第にかすれ声になり、体が硬直してきた。
　　　　　看護師が到着した頃に、チアノーゼの症状が見られた。呼吸困難で、手は脱力した状態であることを確認した。
　　　　　看護師が脈をとるとかなり微弱で、瞳孔が拡大している。本児がぐったりとし、顔等が冷たいのを確認した。
　　　　　心臓を確認すると、止まっている様に感じ、心臓マッサージを行う。
15：33　救急隊が到着し、心肺蘇生等を実施し、病院へ搬送。
15：45　病院到着。意識不明であり、入院。　　○/○　意識が回復しないまま死亡。

（表面）
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具体的内容

実施頻度
(回／年)

年に10回 具体的内容

具体的内容

実施頻度
(回／年)

年に24回 具体的内容

実施頻度
(回／年)

年に12回 具体的内容

実施頻度
(回／年)

年に10回 具体的内容

具体的内容

具体的内容

具体的内容

具体的内容

改善策【必須】 ※　要因分析の項目を記載した場合は必ず記載してください。また、改善点がない場合もその理由を記載してください。

教育・保育施設等事故報告書（記載例）
ソフト面

事故防止マニュアル あり
※　マニュアルや指針の名称を記載してください。
※　記載内容が無い場合は、空欄ではなく「特になし」等と記載してください（以下、同項目において
同じ。）。

事故防止に関する研修 不定期に実施 ※　実施している場合は、研修内容・対象者・講師等も簡単
に記載してください。

職員配置 基準配置
※　事故発生時ではなく、事故発生当日の保育体制としての配置人数に
ついて記載してください。

その他の要因・分析・特記事項
※　当該事故に関連する要因や特記事項がある場合、必ず記載してください。
※　記載内容が無い場合は、空欄ではなく「特になし」等と記載してください（以下、同項目において同じ。）。

改善策【必須】 ※　要因分析の項目を記載した場合は必ず記載してください。また、改善点がない場合もその理由を記載してください。

ハード面

施設の安全点検 定期的に実施
※　施設外での事故の場合は、当該場所の安全点
検状況を記載してください（以下同じ。）。

遊具の安全点検 定期的に実施
※　遊具等の器具により事故が発生した場合には、当該器
具のメーカー名、製品名、型式、構造等についても記載して
ください。

玩具の安全点検 不定期に実施
※　玩具等の器具により事故が発生した場合には、当該器
具のメーカー名、製品名、型式、構造等についても記載して
ください。

その他の要因・分析・特記事項
※　寝具の種類（コット、布団（堅さも）、ベビーベット、ラックなど）、睡眠チェックの方法（頻度など）、児童の発達状況（寝返り開始前、寝返り開始から日が浅い場
合は経過日数、自由に動けるなど）等、乳児の睡眠環境については、特に詳細に記載してください。分析も含めた特記事項等、当該事故に関連することを記載し
てください。

環境面

教育・保育の状況 食事(おやつ)中
※　運動会の練習中、午睡後の集団遊び中等、具体的な保育状況を記載
してください。

その他の要因・分析・特記事項 ※　分析も含めた特記事項等、当該事故に関連することを記載してください。

改善策【必須】 ※　要因分析の項目を記載した場合は必ず記載してください。また、改善点がない場合もその理由を記載してください。

人的面

対象児の動き
いつもより活発・活動的で
あった

※　なぜそのような行動をとったのかを明らかにするため、具体的に記載してください。
（例：朝、母親より風邪気味と申し送りあり、いつもは外遊びをするが室内で遊んでいた等）

担当職員の動き
対象児から離れたところで
対象児を見ていた

※　なぜそのような対応をしたのかを明らかにするため、具体的に記載してください。
（例：雲梯の反対側で対象児ともう一人の児童を見ていたが、対象児が落下する瞬間に手を差し伸
べたが間に合わなかった等）

他の職員の動き
担当者・対象児の動きを見
ていなかった

※　なぜそのような対応をしたのかを明らかにするため、具体的に記載してください。
（例：園庭で他児のトラブルに対応していたため、見ていなかった等）

→　こども家庭庁成育局保育政策課認可外保育施設担当室指導係（ninkagaihoikushisetsu.shidou@cfa.go.jp）

その他の要因・分析・特記事項 ※　分析も含めた特記事項等、当該事故に関連することを記載してください。

改善策【必須】 ※　要因分析の項目を記載した場合は必ず記載してください。また、改善点がない場合もその理由を記載してください。

自治体コメント【必須】
（自治体による事故発生の要因分析等を記載してください。施設・事業者は記載しないでください。）

※　自治体の立ち入り検査や第三者評価の結果、勧告や改善命令などの履歴があるかどうか、その結果や改善勧告への対応、今後の研修計画等あ
ればその内容等、所管自治体として把握していること、取り組んでいることも含めて記載してください。

【施設・事業所別の報告先】
①　特定教育・保育施設（幼稚園、幼稚園型認定こども園を除く。）、特定地域型保育
事業、一時預かり事業（幼稚園、幼稚園型認定こども園で実施する場合を除く。）、病
児保育事業（幼稚園、幼稚園型認定こども園で実施する場合を除く。）及び認可外保
育施設（企業主導型保育施設を含む。）

④　放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ）

→　こども家庭庁成育局成育環境課健全育成係（seiikukankyou.kenzen@cfa.go.jp）

⑤　子育て短期支援事業（ショートステイ、トワイライトステイ）、子育て世
　帯訪問支援事業及び児童育成支援拠点事業

②　幼稚園、幼稚園型認定こども園 →　こども家庭庁成育局成育環境課家庭支援係（seiikukankyou.katei@cfa.go.jp）

⑥　子育て援助活動支援事業（ファミリー・サポート・センター事業）

→　文部科学省初等中等教育局幼児教育課（youji@mext.go.jp ） →　こども家庭庁成育局成育環境課子育て支援係（seiikukankyou.kosodate@cfa.go.jp）

→　文部科学省総合教育政策局男女共同参画共生社会学習・安全課安全教育推進室学校安全係（anzen@mext.go.jp）

※　【施設・事業所別の報告先】及び【全施設・事業所共通の報告先】ともに報告をお願いします。
※　裏面の記載事項は大半部分を公表する予定であるため、個人情報（対象児氏名、搬送先病院名等）は記載しないでください。

③　特別支援学校幼稚部

→　文部科学省初等中等教育局特別支援教育課（toku-sidoui@mext.go.jp）

【全施設・事業所共通の報告先】
→　消費者庁消費者安全課（i.syouhisya.anzen@caa.go.jp）　

→　文部科学省総合教育政策局男女共同参画共生社会学習・安全課安全教育推進室学校安全係（anzen@mext.go.jp）

（裏面）
ver.4
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事 務 連 絡 

令和６年５月 17 日  

都道府県 

   指定都市       

中核市      

   児童相談所設置市 

 

こども家庭庁支援局障害児支援課 

 

 

令和６年度障害福祉サービス等報酬改定に伴う 

個別支援計画作成にあたっての留意点及び記載例について 

 

障害児支援行政の推進につきましては、日頃より御尽力を賜り厚く御礼申し上げます。 
令和６年度障害福祉サービス等報酬改定においては、児童発達支援及び放課後等デイサー

ビスにおいて、適切なアセスメントの実施とこどもの特性を踏まえた支援を確保する観点か
ら、児童福祉法に基づく指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営に関する基準（平成 24
年厚生労働省令第 15号。以下「運営基準」という。）において、児童発達支援ガイドライン
等に基づく５領域（「健康・生活」「運動・感覚」「認知・行動」「言語・コミュニケーション」
「人間関係・社会性」をいう。以下同じ。）の視点を全て含めた総合的な支援を提供するこ
とを基本とし、支援内容について、個別支援計画等において５領域とのつながりを明確化し
た上で支援を提供いただくこととしたところです。あわせて、支援については、インクルー
ジョン（障害児の地域社会への参加・包摂）の観点も踏まえた内容とし、この点についても

個別支援計画に記載していくことが求められることになり、「令和６年度障害福祉サービス
等報酬改定に伴う児童発達支援及び放課後等デイサービスにおける個別支援計画の取扱い
の変更について」（令和６年３月 15日発出事務連絡）において、参考様式等をお示ししたと
ころです。 
本事務連絡では、本改定の内容を踏まえて作成いただく個別支援計画について、記載のポ

イント及び参考記載例をお示しいたします。これらの記載のポイントや参考記載例は、発達
支援の４つの支援内容（「本人支援」「家族支援」「移行支援」「地域支援・地域連携」）の具
体例や、「本人支援」と５領域との関連性の明確化、さらにインクルージョンの観点を盛り
込み、モデル例として示すものであり、実際の作成に当たっては、こどもと家族に必要と考
えられる支援について十分に検討し作成されるようお願いいたします。 
都道府県等におかれましては、御了知の上、市町村及び管内の事業所に周知をお願いいた

します。 
 

（別添資料） 
 別紙１ 個別支援計画の記載のポイント 
 別紙２ 個別支援計画の記載のポイント 参考様式版 
 別紙３ 個別支援計画（参考記載例） 
  

各 障害児支援主管部(局) 御中 
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（別紙１） 

個別支援計画の記載のポイント 

 

【個別支援計画全般に係る留意点】 

〇 個別支援計画の作成に当たっては、こどもの意思の尊重（年齢及び発達の程度に応じた意

見の尊重等）及びこどもの最善の利益の優先考慮の観点を踏まえて作成することが必要であ

る。 

〇 それぞれの記載項目について、こどもと家族の意向とアセスメントを踏まえて、つながり

を持って作成していくことが必要である。「利用児及び家族の生活に対する意向」も踏まえて

「総合的な支援の方針」を設定し、それを受けた「長期目標」「短期目標」、それを達成する

ための「支援目標及び具体的な支援内容等」を設定すること。 

〇 ５領域（「健康・生活」「運動・感覚」「認知・行動」「言語・コミュニケーション」「人間関

係・社会性」以下同じ。）の視点等を踏まえたアセスメントを行った上で、５領域の視点を網

羅した支援を行うことが必要である。この際、５領域の視点を持ちながら、こどもと家族の

状況を多様な観点・情報から総合的・包括的に確認・分析してそのニーズや課題を捉え、そ

こから必要な支援を組み立てていくことが重要であり、単に５領域に対応する課題や支援へ

の当てはめを行うだけのアセスメント・計画作成にならないよう留意すること。 

なお、発達支援は個々のこどもへのアセスメントを踏まえたオーダーメイドの支援を行う

ものであり、支援目標や支援内容がそれぞれのこどもについて同一のものとなることは想定

されないこと。 

○ 「支援目標及び具体的な支援内容等」においては、発達支援の基本となる「本人支援」「家

族支援」「移行支援」について必ず記載すること。また、「地域支援・地域連携」（例：医療機

関との連携等）については、必要に応じて記載することとするが、関係者が連携しながらこ

どもと家族を包括的に支援していく観点から、当該事項についても積極的に取り組むことが

望ましい。 

〇 アセスメントに基づくこどもの状態像の把握を適時に行いながら、PDCA サイクル（Plan

（計画）→Do（実行）→Check（評価）→Action（改善）で構成されるプロセス）により支援

の適切な提供を進めることが必要である。個別支援計画の作成後も、こどもについての継続

的なアセスメントによりこどもの状況等について把握するとともに、計画に基づく支援の実

施状況等の把握を行い、モニタリングの際には、作成した個別支援計画に定めた支援目標に

対する達成状況等の評価を行い、これを踏まえて個別支援計画の見直しを行うこと。 

この観点からは、支援目標や支援内容の記載が長期にわたり同一であることは想定されな

いこと。 
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【各記載項目の留意点】 

＜利用児及び家族の生活に対する意向＞ 

〇 こども本人や家族の意向を聴いた上で、家族より得た情報やこどもの発達段階や特性等を

踏まえて、整理して記載する。 

 

＜総合的な支援の方針＞ 

〇 1 年間を目途に（それ以上の期間も可）、以下の観点も踏まえながら、こどもや家族、関係

者が共通した状況や課題への認識と支援の見通しやイメージを持つことができるよう、事業

所としてのこども等の状況の見立てとどのように支援をしていくのかという方針を記載する。 

・障害児支援利用計画、障害児支援担当者会議（セルフプランの場合には、事業所間連携加

算等も活用し、複数の利用事業所を集めた支援の連携のための会議）で求められている事

業所の役割 

・支援場面のみではなく、家庭や通っている保育所や幼稚園、放課後児童クラブ等（以下「保

育所等」という。）、学校等での生活や育ちの視点 

・保育所等の併行利用や移行、同年代のこどもとの仲間づくり等のインクルージョン（地域

社会への参加・包摂）の視点 

・こどもが事業所を継続的に利用している場合には、個別支援計画のモニタリング結果を 

踏まえた PDCAサイクルによる支援の適切な提供の視点 

 

＜長期目標＞ 

〇 総合的な支援の方針で掲げた内容を踏まえ、概ね１年程度で目指す目標を設定して記載す

る。 

 

＜短期目標＞ 

〇 長期目標で掲げた内容を踏まえ、概ね６か月程度で目指す目標を設定して記載する。 

 

＜支援目標及び具体的な支援内容等＞ 

〇 こどもの利用頻度や発達の程度に応じて、欄の増減等のアレンジは適宜行うこととして差

し支えない。 

 

＜項目＞ 

〇 「本人支援」「家族支援」「移行支援」「地域支援・地域連携」を項目欄に記載する。 

〇 「本人支援」「家族支援」「移行支援」については必ず記載する。「地域支援・地域連携」に

ついては、必要に応じて記載することとするが、各事業所において積極的に取り組むことが

望ましい。 
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◎本人支援 

〇 アセスメントやモニタリングに基づき、こどもが将来、日常生活及び社会生活を円滑に

営めるようにする観点から、本人への発達支援について、５領域との関連性を含めて記載

する。 

〇 ５領域との関連性については、５つの領域全てが関連付けられるよう記載すること。相

互に関連する部分、重なる部分もあると考えられるため、５つの欄を設けて、個々に異な

る目標を設定する必要はないが、各領域との関連性についての記載は必ず行うこと。 

〇 保育所等との併行利用や複数の障害児通所支援事業所を組み合わせて利用している場合

は、保育所等や他の事業所での支援内容とお互いの役割分担を踏まえた上で、自事業所に

おける支援について記載する。 

 

◎家族支援 

〇 こどもの成長・発達の基盤となる親子関係や家庭生活を安定・充実させる観点から、家

族支援について記載する。 

【家族支援の例】 

・こどもの発達状況や特性の理解に向けた相談援助、講座やペアレントトレーニングの 

 実施 

・家族の子育てに関する困りごとに対する相談援助 

・レスパイトや就労等の預かりニーズに対応するための支援 

・保護者同士の交流の機会の提供（ピアの取組） 

・きょうだいへの相談援助等の支援 

   ・子育てや障害等に関する情報提供 等 

    

◎移行支援 

〇 インクルージョン（地域社会への参加・包摂）を推進する観点から、支援の中に「移行」

という視点を取り入れ、こどもや家族の意向等も踏まえつつ、保育所等の他のこども施策

との併行利用や移行に向けた支援、同年代のこどもとの仲間づくり等の「移行支援」につ

いて記載する。 

〇 移行支援は、必ずしも保育所等への具体的な移行だけを念頭に置くものではなく、入園・

入学等のライフステージの切り替えを見据えた将来的な移行に向けた準備や、事業所以外

の生活や育ちの場である保育所等の併行利用先や学校等での生活や支援の充実、こどもが

地域で暮らす他のこどもと繋がりながら日常生活を送ることができるようにすること等、

利用児童の地域社会への参加・包摂に係る支援が含まれるものであること。 

【移行支援の例】 

・保育所等への移行に向けた、移行先との調整、移行先との支援内容等の共有や支援方法

の伝達、受入体制づくりへの協力や相談援助への対応等の支援 

・具体的な移行又は将来的な移行を見据えて支援目標や支援内容を設定しての本人への発
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達支援（※） 

・進路や移行先の選択についての本人や家族への相談援助や移行に向けての様々な準備の

支援（※） 

・保育所等と併行利用を行っている場合や、就学児の場合に、こどもに対し障害特性等を

踏まえた一貫した支援を行うため、併行利用先や学校等とこどもの状態や支援内容等に

ついての情報共有や支援内容等（例：得意不得意やその背景の共有、声掛けのタイミン

グ、コミュニケーション手段等）の擦り合わせを行う等の連携・支援の取組 

・地域の保育所等や子育て支援サークル、地域住民との交流 等 

（※）移行支援の視点を持った本人支援や家族支援を行う場合、「項目」の欄は切り分ける

ことなく、「本人支援」「家族支援」と「移行支援」を併記することで差し支えない。 

 

◎地域支援・地域連携 

〇 こどもと家族を中心に、包括的な支援を提供する観点から、そのこども・家族の生活や

育ちの支援に関わる保健・医療・福祉・教育・労働等の関係機関や障害福祉サービス等事

業所等と連携した取組について、記載する。 

〇 個別支援計画であり、計画の対象であるこども・家族への支援に係る取組を記載するも

のであることに留意すること。 

【地域支援・地域連携の例】 

・こどもが通う保育所等や学校等との情報連携や調整、支援方法や環境調整等に関する相

談援助等の取組（※） 

・こどもを担当する保健師や、こどもが通う医療機関等との情報連携や調整等の取組 

・こどもに支援を行う発達障害者支援センターや医療的ケア児支援センター、地域生活支

援拠点等との連携の取組 

・こどもが利用する相談支援事業所や障害福祉サービス事業所、他の障害児通所支援事業

所との生活支援や発達支援における連携の取組 等 

（※）移行支援の取組として記載している場合は、再掲する必要はない。 

 

＜支援目標＞ 

〇 支援期間終了の際（モニタリング時）に、到達できているであろう「こども本人や家族の

状況」を具体的な到達目標として記載する。 

〇 こども本人や家族の意向等だけでなく、アセスメントの結果も踏まえて、必要と考えられ

る支援ニーズも含めて目標設定を行うこと。 

〇 到達目標については、主語はこども本人や家族となるよう記載することを基本とする。な

お、「移行支援」及び「地域支援・地域連携」については、支援方針の立て方や連携体制のと

り方によって、主語が事業所・関係機関・関係者等にもなりうるため、柔軟に取り扱うこと。 
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＜支援内容＞ 

〇 支援目標（具体的な到達目標）で設定した目標に向けて、事業所がどのような支援、工夫、

配慮を行うのかを具体的に記載する。 

〇 「本人支援」については、具体的に設定した支援内容と５領域との関連性を記載する。支  

援内容と関連する５領域が複数にまたがる場合には、関連する領域を全て記載する。 

〇 「家族支援」「移行支援」「地域支援・地域連携」については、家族や関係機関への具体的な

働きかけや取組等について記載する。なお、これらの項目については５領域との関連性の記

載は不要である。 

 

＜達成時期＞ 

〇 支援目標を達成するために必要となる期間を設定する。 

〇 個別支援計画については、6 か月に 1 回以上の見直しが求められているため、達成時期に

ついても最長６か月後までとする。１～３か月で達成する目標も積極的に検討していくこと。 

 

＜担当者・提供機関＞ 

〇 主として支援を提供する担当者の氏名や職種等を記載する。 

〇 「移行支援」や「地域支援・地域連携」において、関係機関との連携を行うことを支援内容

として設定している場合には、具体的な連携先である機関名等を記載する。 

 

＜留意事項＞ 

〇 支援内容に設定した取組が、加算の算定を想定している取組である場合には、算定する加

算や頻度等について記載する（例：子育てサポート加算、家族支援加算、関係機関連携加算

等）。 

〇 個別支援計画とは別途計画を作成することが必要な加算についても、個別支援計画との関

連性を記載する（例：専門的支援実施加算、自立サポート加算等）。 

〇 家族の役割、支援の進め方等、支援について補足事項があれば記載する。 

 

＜優先順位＞ 

〇 こどもや家族の意向も踏まえた上で、こどもの支援ニーズと課題、現在と当面の生活の状

況等を踏まえて、「本人支援」の各支援内容に関して取組の優先順位を設定する。こどもの発

達段階や特性等についてこどもや家族と共通理解を図り共に考えながら設定することが望ま

しい。 

〇 優先順位として番号を振ることのほか、二重丸や丸等で優先度を示すこととしても差し支

えない。また、優先度がつけられない又は判断できない場合には空欄にすることや、同一の

番号とすることとしても差し支えない。 

〇 「家族支援」「移行支援」「地域支援・地域連携」については、優先順位の記載は不要であ

る。 

125



○支援目標及び具体的な支援内容等

項目
支援目標

（具体的な到達目標）

達成

時期

担当者

提供機関
留意事項

優先

順位

本人支援

本人支援

本人支援

本人支援

本人支援

家族支援

移行支援

地域支援

・

地域連携

提供する支援内容について、本計画書に基づき説明しました。

　　　　年　　月　　日 （保護者署名）

（別紙２）

長期目標

(内容・期間等)

支援の標準的な提供時間等

（曜日・頻度、時間）

個別支援計画書

利用児及び家族の

生活に対する意向

総合的な支援の方針

児童発達支援管理責任者氏名：

短期目標

(内容・期間等)

支援内容

(内容・支援の提供上のポイント・5領域(※)との関連性等)

※ ｢健康・生活｣、｢運動・感覚｣、｢認知・行動｣、｢言語・コミュニケーション｣、｢人間関係・社会性｣

本計画書に基づき支援の説明を受け、内容に同意しました。

作成年月日： 年 月 日利用児氏名：○○ ○○（生年月日：暦年齢）

押印廃止

こども本人や家族の意向を聴いた上で、家族より得た情報やこどもの発達段階や特性等を踏まえて、整理して記載する。

〇 「本人支援」「家族支援」「移行支援」「地域支援・地域連携」を項目欄に記載する。

〇 「本人支援」「家族支援」「移行支援」については必ず記載する。「地域支援・地域

連携」については、必要に応じて記載することとするが、各事業所において積極的に取

り組むことが望ましい。

〇 1年間を目途に（それ以上の期間も可）、以下の観点も踏まえながら、こどもや家族、関係者が共通した状況や課題への認識と支援の見通しやイメージを持つこ

とができるよう、事業所としてのこども等の状況の見立てとどのように支援をしていくのかという方針を記載する。

・ 障害児支援利用計画、障害児支援担当者会議（セルフプランの場合には、事業所間連携加算等も活用し、複数の利用事業所を集めた支援の連携のための会

議）で求められている事業所の役割

・ 支援場面のみではなく、家庭や通っている保育所や幼稚園、放課後児童クラブ等（以下「保育所等」という。）、学校等での生活や育ちの視点

・ 保育所等の併行利用や移行、同年代のこどもとの仲間づくり等のインクルージョン（地域社会への参加・包摂）の視点

・ こどもが事業所を継続的に利用している場合には、個別支援計画のモニタリング結果を踏まえたPDCAサイクルによる支援の適切な提供の視点

〇 こどもや家族の意向も踏まえた上で、こどもの支援ニーズと課題、現在と当面の生活の状況等を

踏まえて、「本人支援」の各支援内容に関して取組の優先順位を設定する。こどもの発達段階や特

性等についてこどもや家族と共通理解を図り共に考えながら設定することが望ましい。

〇 優先順位として番号を振ることのほか、二重丸や丸等で優先度を示すこととしても差し支えない。

また、優先度がつけられない又は判断できない場合には空欄にすることや、同一の番号とすること

としても差し支えない。

〇 「家族支援」「移行支援」「地域支援・地域連携」については、優先順位の記載は不要である。

総合的な支援の方針で掲げた内容を踏まえ、概ね１年程度で目指す目標を設定して記載する。

長期目標で掲げた内容を踏まえ、概ね６か月程度で目指す目標を設定して記載する。
・利用曜日・提供時間等を記載。

・計画及び延長時間を別表で定めることも可。

○ 支援期間終了の際（モニタリング時）に、到達できているであろう「こども本人や家

族の状況」を具体的な到達目標として記載する。

〇 こども本人や家族の意向等だけでなく、アセスメントの結果も踏まえて、必要と考え

られる支援ニーズも含めて目標設定を行うこと。

〇 到達目標については、主語はこども本人や家族となるよう記載することを基本とする。

なお、「移行支援」及び「地域支援・地域連携」については、支援方針の立て方や連

携体制のとり方によって、主語が事業所・関係機関・関係者等にもなりうるため、柔軟

に取り扱うこと。

〇 支援目標（具体的な到達目標）で設定した目標に向けて、事業所がどのような支援、

工夫、配慮を行うのかを具体的に記載する。

〇 「本人支援」については、具体的に設定した支援内容と５領域との関連性を記載する。

支援内容と関連する５領域が複数にまたがる場合には、関連する領域を全て記載する。

〇 「家族支援」「移行支援」「地域支援・地域連携」については、家族や関係機関への

具体的な働きかけや取組等について記載する。なお、これらの項目については５領域と

の関連性の記載は不要である。

〇 支援目標を達成するために必要となる期間を設定する。

〇 個別支援計画については、６か月に１回以上の見直しが求められているため、達成時期に

ついても最長６か月後までとする。１～３か月で達成する目標も積極的に検討していくこと。

〇 主として支援を提供する担当者の氏名や職種等を記載する。

〇 「移行支援」や「地域支援・地域連携」において、関係機関との連携を行うことを

支援内容として設定している場合には、具体的な連携先である機関名等を記載する。

〇 支援内容に設定した取組が、加算の算定を想定している取組である場合には、算定する加算や頻度等

について記載する（例：子育てサポート加算、家族支援加算、関係機関連携加算等）。

〇 個別支援計画とは別途計画を作成することが必要な加算についても、個別支援計画との関連性を記載

する（例：専門的支援実施加算、自立サポート加算等）。

〇 家族の役割、支援の進め方等、支援について補足事項があれば記載する。

【個別支援計画全般に係る留意点】

〇 個別支援計画の作成に当たっては、こどもの意思の尊重（年齢及

び発達の程度に応じた意見の尊重等）及びこどもの最善の利益の優

先考慮の観点を踏まえて作成することが必要である。

〇 それぞれの記載項目について、こどもと家族の意向とアセスメン

トを踏まえて、つながりを持って作成していくことが必要である。

「利用児及び家族の生活に対する意向」も踏まえて「総合的な支援

の方針」を設定し、それを受けた「長期目標」「短期目標」、それ

を達成するための「支援目標及び具体的な支援内容等」を設定する

こと。

〇 ５領域（「健康・生活」「運動・感覚」「認知・行動」「言語・

コミュニケーション」「人間関係・社会性」）の視点等を踏まえた

アセスメントを行った上で、５領域の視点を網羅した支援を行うこ

とが必要である。この際、５領域の視点を持ちながら、こどもと家

族の状況を多様な観点・情報から総合的・包括的に確認・分析して

そのニーズや課題を捉え、そこから必要な支援を組み立てていくこ

とが重要であり、単に５領域に対応する課題や支援への当てはめを

行うだけのアセスメント・計画作成にならないよう留意すること。

なお、発達支援は個々のこどもへのアセスメントを踏まえたオー

ダーメイドの支援を行うものであり、支援目標や支援内容がそれぞ

れのこどもについて同一のものとなることは想定されないこと。

○ 「支援目標及び具体的な支援内容等」においては、発達支援の基

本となる「本人支援」「家族支援」「移行支援」について必ず記載

すること。

また、「地域支援・地域連携」（例：医療機関との連携等）につ

いては、必要に応じて記載することとするが、関係者が連携しなが

らこどもと家族を包括的に支援していく観点から、当該事項につい

ても積極的に取り組むことが望ましい。

〇 アセスメントに基づくこどもの状態像の把握を適時に行いながら、

PDCAサイクル（Plan（計画）→Do（実行）→Check（評価）→Action

（改善）で構 成されるプロセス）により支援の適切な提供を進め

ることが必要である。

個別支援計画の作成後も、こどもについての継続的なアセスメン

トによりこどもの状況等について把握するとともに、計画に基づく

支援の実施状況等の把握を行い、モニタリングの際には、作成した

個別支援計画に定めた支援目標に対する達成状況等の評価を行い、

これを踏まえて個別支援計画の見直しを行うこと。

この観点からは、支援目標や支援内容の記載が長期にわたり同一

であることは想定されないこと。

・ こどもの利用頻度や発達の状況に応じて欄の

増減等のアレンジは適宜行っていただいて差し支えない。
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○支援目標及び具体的な支援内容等

項目
支援目標

（具体的な到達目標）

達成

時期

担当者

提供機関
留意事項

優先

順位

本人支援

「どうぞ」と言われてから活動に取

り組み、遊具に合わせた体の調整が

できるようになる。

・活動前に全体を指差しする等を行い、全体を見渡す機会を設け

てから声をかける。

・手の平、足の裏、お尻等体を支えたり、接地している感覚をつ

かみやすくするため、つかむ・支える・滑る等の要素を取り入れ

た遊具遊びを提供する。

人間関係・社会性

運動・感覚
６か月後

作業療法士

保育士
専門的支援実施加算については、別紙参照。 2

本人支援
嫌な時やお願いをする時に、身振り

やことばで伝えることができる。

・具体的な伝え方のモデルを大人が示す。

・簡単なやり取りを端的に都度促していく（本人がストレスをた

め込まないように、執拗な繰り返しは行わない）。

・本人からの表出や要求に可能な限り応え、伝わったことの楽し

さを伝えていく。

認知・行動

言語・コミュニケーション
６か月後 心理担当職員

・保護者に対して具体的な接し方の例を示す時間（５月

に心理担当職員による個別面談）を設ける。

・専門的支援実施加算については、別紙参照。

2

本人支援

「できた」という実感を持てるよ

う、以下の取組を行う。

・食事：スプーン、フォーク、箸を

使って、潰す、切る、混ぜる等の遊

びの要素を強調して行う。

・衣類の着脱：どのような形であ

れ、身にまとうことができる。

・道具の使用と手の操作性を強調して提供する。特に着脱は、外

遊びや水遊び等、本人が楽しめる活動の前に重点的に取り組む。

・服を頭上に掲げる程度の行動を促すところから、スモールス

テップで始めていく。

・身だしなみや整え方の観点は次のステップとし、大人がサポー

ト・仕上げを行う。

健康・生活 ３か月後
保育士

理学療法士

６月に予定している家庭訪問の時に、ご家庭で着替えて

いる場面を見させていただく。
3

短期目標

(内容・期間等)

・見える化された手順やスケジュールを大人と一緒に確認し、設定活動時に自分で動けるようになる。

・大人が介在する中で、絵カードやイラスト等を用いて、「これで遊びたい」等の具体的な意思を友達に表現できるよ

うになる。

・個別：毎週月曜日14:30-15:15  (空き状況によって週２回の利用有）

　          心理担当職員(月３回）、作業療法士担当（月１回）

・小集団：毎週水曜日　9:15-14:45（保護者都合により２時間の延長

　　　　　支援の可能性有）

支援内容

(内容・支援の提供上のポイント・５領域(※)との関連性等)

（別紙３）

長期目標

(内容・期間等)

・視覚的なスケジュールを手掛かりに指示を理解し、わからない時には様々なコミュニケーション手段を用いて、大人

に聞くことができる。

支援の標準的な提供時間等

（曜日・頻度、時間）

個別支援計画書（参考記載例）

利用児及び家族の

生活に対する意向

・楽しく遊びたい（本人）。

・場面に合った行動を自分で気付いて行えるようになってほしい（保護者）。

総合的な支援の方針

○○さんは、ことばよりも視覚的な手掛かりの方が理解しやすいと見立てています。このため、目の前の情報が動きに繋がりやすく、説明の理解が曖昧なまま活動に取り組む様子が見

られ、集団での活動等の流れに沿わない行動として捉えられることがあるようです。視覚的な情報処理が優位という特性を活かし、手順や活動の流れを視覚化・スケジュール化（構造

化）することで、より確実な理解を促していきます。また、本人の気持ちをタイムリーに表現できる手段（例：複数の絵カードや具体物の中から指差しをする、該当するカードや具体

物を大人に手渡す等）により、まずは大人とのやり取りの中で、「（言われていることが）わかったｰ（言いたいことが相手に）伝わった」経験を楽しみながら丁寧に積み重ねていき

ます。こうした取組を中心に保育園とも情報共有を行い、必要に応じて訪問等の方法により連携を図り、保育園での生活の中でも、より多くの「わかった」「できた」に繋がるように

支援していきます。

作成年月日： 年 月 日利用児氏名：○○ ○○（2019年４月30日生：５歳０か月）
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本人支援

コミュニケーションのレパートリー

が拡がり、自らやり取りすることが

増える。

・自信を持って取り組める活動に担任以外の職員と参加する。

・活動内容を絵やシンボル等での紹介を通し、選択肢から選ぶこ

とや表現する機会を設ける。

言語・コミュニケーション ６か月後

心理担当職員

保育士

理学療法士

個別での取組が小集団でも行えるよう、小集団担当者と

定期的に（月に１回）情報共有を行う。
1

本人支援

日常的な場面で、同年代のこども

（クラスの友達）の行動を意識する

場面が増える。

・トイレで用を足す、着替える、食事の後や玩具の片付けを行

う。

・椅子を所定の位置に持ってくる場面において、見本になるこど

もの近くに誘う等の関わり・促しを行う。

人間関係・社会性 ６か月後
保育士

理学療法士
3

家族支援

日常生活において、本人の意思を大

切にしながら、やリ取りをする場面

を増やす。

・本人が自分で考えたり選んだりすることができるように、一呼

吸おいてから次の提案をしたり、具体的な選択肢を２つ提示して

選ぶ機会を設ける等、具体的な方法をお伝えし、実践していただ

く。

・本人のコミュケーションや判断する仕草等を、個別支援の場面

の観察や面談の機会などを通じてお伝えし、共有する。

６か月後
心理担当職員

保護者

・子育てサポート加算：月１回の頻度を想定し、担当者

との具体的なやり取りをモデルにしながら、家庭での実

践の様子を踏まえたフィードバックを行う。

・家族支援加算（Ⅱ）：月１回の頻度で子育てに関する

講座をグループワークにて実施。

移行支援

日常的な連携に加え、特に行事等の

際には、説明の方法や促し方につい

て共有を図る。

・必要に応じて保育園を訪問し、行事等、普段と異なる活動の際

のこどもとの関わりについて、具体的な関わり方のモデルを示

す。

・保育園の連絡と当事業所の連絡内容を相互に確認し、日々の様

子を交換する（保育園からの電子連絡については、お手数ですが

スクリーンショット等を送ってください）。

６か月後

児童発達支援管理責

任者、○○保育園△

△先生、保護者

保護者の意向も確認しながら三者で連携を図る点に留意

する（行事のスケジュールの共有も含む）。

地域支援

・

地域連携

関係機関で役割分担を行うと共に、

それぞれの機関で得られた情報を共

有し、日常的な生活や支援に活用す

るための具体策を提案する。

・連携会議を定期的に開催し、情報収集・役割分担について協議

する。

・各関係機関からの情報に基づき、具体的な場面でのこどもとの

関わり方の提案や関わり方のポイントについて助言を行う。

６か月後

児童発達支援管理責

任者、支援担当者、

○○保育園◇◇園長

先生、△△先生

関係機関連携加算（Ⅱ）：３ヶ月に１回程度の頻度で連

携会議の開催を予定。

提供する支援内容について、本計画書に基づき説明しました。

　　　　年　　月　　日 （保護者署名）児童発達支援管理責任者氏名：

※ ｢健康・生活｣、｢運動・感覚｣、｢認知・行動｣、｢言語・コミュニケーション｣、｢人間関係・社会性｣

本計画書に基づき支援の説明を受け、内容に同意しました。

押印廃止
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